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主          文 

 １ 本件訴えのうち，被告らに対して別表１記載の福島県双葉郡浪江町津島地

区全域の放射線量を低下させることを求める訴えをいずれも却下する。 

 ２ 本件訴えのうち，令和３年２月１９日以降の損害賠償金の支払を求める訴

えをいずれも却下する。 5 

 ３ 被告らは，別紙３認容額等一覧表の「認容／棄却の別」欄に一部認容との

記載がある各原告に対し，連帯して，同表の「認容額」欄記載の各金員及び

これに対する平成２３年３月１２日から支払済みまで年５分の割合による

金員を支払え。 

 ４ 原告らの被告らに対するその余の請求をいずれも棄却する。 10 

 ５ 訴訟費用は， 

 ⑴ 別紙３認容額等一覧表の「認容／棄却の別」欄に棄却との記載がある各原

告と被告らとの間にそれぞれ生じた費用は，全て当該各原告の負担とし， 

 ⑵ 別紙３認容額等一覧表の「認容／棄却の別」欄に一部認容との記載がある

各原告と被告らとの間にそれぞれ生じた費用は，これを１００分し，その３15 

を被告らの負担とし，その余を当該各原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 
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別紙１ 当事者目録 

別紙２  原告目録 

別紙３ 認容額等一覧表 

別紙４ 弁済額等一覧表 

別紙５ 定義・略語表 5 

別紙６ 争点表 

別紙７ 原告ら最終準備書面（第１分冊責任論要約版） 

別紙８ 原告ら最終準備書面（第２分冊損害論要約版） 

別紙９ 第４５準備書面（被告国の主張の要旨） 

別紙１０ 被告東京電力・主張の要旨 10 

別表１ 福島県双葉郡浪江町津島地区全域 

（以下では，略語等は別紙５定義・略語表による。） 

第１章 請求の趣旨 

１ 被告らは，原告らに対し，別表１記載の福島県双葉郡浪江町津島地区全域に

ついて，同地域の放射線量を毎時０．０４６マイクロシーベルトに至るまで低下さ15 

せる義務があることを確認する。 

２ 被告らは，原告らに対し，別表１記載の福島県双葉郡浪江町津島地区全域に

ついて，同地域の放射線量を毎時０．２３マイクロシーベルトに至るまで低下させ

よ。 

３ 被告らは連帯して，各原告らに対し，別紙３認容額等一覧表の「期間１」欄20 

記載の期間においては毎月末日限り同「金額１」欄記載の金員，同「期間２」欄記

載の期間においては毎月末日限り同「金額２」欄記載の金員（ただし，同「期間２」

欄が空欄のものを除く。）及び同「期間３」欄記載の期間においては毎月末日限り同

「金額３」欄記載の金員（ただし，同「期間３」欄が空欄のものを除く。）並びにこ

れらに対する各支払日の翌日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を25 

支払え。 
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４ 被告らは連帯して，各原告ら（ただし，別紙３認容額等一覧表の「４項請求

額」欄に「０」の記載のある原告を除く。）に対し，別紙３認容額等一覧表の「４項

請求額」欄記載の金員及びこれに対する平成２３年３月１２日から支払済みまで年

５パーセントの割合による金員を支払え。 

５（予備的請求）仮に上記２項が認められない場合，被告らは連帯して，各原告5 

らに対し，別紙３認容額等一覧表の「５項請求額」欄記載の金員及びこれに対する

平成２３年３月１２日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。 

６ 被告らは連帯して，各原告らに対し，それぞれ３項の金員及び４項の金員並

びに５項の予備的請求が認められる場合にはその金員の各元本に対する各１０パー

セントの割合による金員及びこれら各１０パーセントの割合による金員に対する平10 

成２３年３月１２日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。 

７ 訴訟費用は被告らの負担とする。 

８ この判決は，１項及び２項を除き，仮に執行することができる。 

第２章 事案の概要等 

第１ 事案の概要 15 

本件は，平成２３年３月１１日当時，自身ないし被相続人が福島県双葉郡浪江町

津島地区（津島地区）に生活の本拠があったと主張する原告らが，同日発生した，

東北地方太平洋沖地震（本件地震）に伴い生じた津波（本件津波）による福島第一

原発の事故（本件事故）により，津島地区が放射線で汚染された上，精神的損害を

被ったとして， 20 

１ 被告らに対し，平穏に生活する権利，不動産所有権若しくは入会的な利用権

又は不法行為に基づく妨害排除請求権（妨害予防請求権）に基づき津島地区全域の

放射線量を毎時０．０４６マイクロシーベルトに至るまで低下させる義務があるこ

との確認及び放射線量を毎時０．２３マイクロシーベルトに至るまで低下させるこ

とを求める（請求の趣旨第１項，２項）とともに， 25 

２ 被告国に対しては国賠法１条１項に基づき，被告東京電力ホールディングス
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株式会社（被告東電）に対しては，主位的に民法７０９条，予備的に原賠法３条１

項に基づき，上記第３ないし第６項記載の各金員ないしその遅延損害金の支払を求

め 

た事案である。 

第２ 前提事実 5 

１ 当事者 

原告らは，自身ないしその被相続人が，平成２３年３月１１日当時，福島第一原

発の北西約２０ｋｍから３０ｋｍに位置する津島地区に生活の本拠があったと主張

している者である（大多数の原告について，本件事故当時，津島地区に生活の本拠

があったことは争いがないが，一部の原告については，争いがある。）。 10 

被告東電は，平成２３年３月１１日当時，福島県双葉郡双葉町及び同大熊町の日

本海岸沿いに福島第一原発を設置し，運転していた東京電力株式会社が会社分割及

び商号変更を経た会社である。本件事故に関し，原賠法上の「原子力事業者」（原賠

法３条１項）に該当する。 

２ 本件事故 15 

平成２３年３月１１日，本件地震が発生し，本件津波によって原子炉の冷却機能

が失われたことにより，同月１２日午後３時３６分に福島第一原発１号機の原子炉

建屋が水素爆発を起こすなどし，大量の放射性物質が大気中に放出された。 

この事故を受け，原告らは津島地区から避難するなどしたが，同年４月２２日に

同地区は計画的避難区域とされ，平成２５年４月１日には帰還困難区域に指定され20 

た。そして，現在に至っても同指定は解除されておらず，原告らは津島地区での生

活に戻ることができないでいる。 

第３ 争点 

１ 原状回復請求 

⑴ 確認請求 25 

 ア 訴訟要件の有無 
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 イ 実体要件の有無 

⑵ 給付請求 

 ア 訴訟要件の有無 

 イ 実体要件の有無 

２ 損害賠償請求（請求の趣旨第３項）の訴訟要件 5 

３ 被告国の国家賠償責任 

⑴ 規制権限の有無 

⑵ 規制権限不行使の違法性 

⑶ 規制権限不行使と結果との因果関係 

⑷ 被告国の責任の範囲 10 

４ 被告東電の不法行為責任 

⑴ 一般不法行為に基づく請求の可否 

⑵ 被告東電の過失の有無 

⑶ 過失と損害の因果関係 

５ 原告らの損害 15 

第４ 争点に関する当事者の主張 

責任論の各争点に対する当事者の主張の骨子は，別紙６争点表のとおりである。 

また，責任論，損害論の各争点に対する原告らの主張の要旨は，別紙７原告ら最

終準備書面（第１分冊責任論要約版）及び別紙８原告ら最終準備書面（第２分冊損

害論要約版）記載のとおりである。争点に対する被告国の主張の要旨は，別紙９第20 

４５準備書面（被告国の主張の要旨）記載のとおりであるほか，被告国は，損害に

係る被告東電の主張を全て援用している。争点に対する被告東電の主張の要旨は，

別紙１０被告東京電力・主張の要旨記載のとおりである。（上記各書面自体には紙幅

の関係で記載されていない主張についても，争点に対する判断に必要な限度で，そ

の主張を記載する） 25 

第３章 当裁判所の判断  
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第１ 被告らの損害賠償責任を論ずる上で前提となる事実 

本件各証拠及び弁論の全趣旨からすれば，以下の事実が認められる。 

１ 法令の定め等 

本件に関連する法令の定め等は以下のとおりである。 

⑴ 原子力基本法 5 

原子力基本法は，昭和３０年に公布された我が国の原子力利用の基本となる法律

である。平成２４年に改正される以前の同法は，その目的について，「原子力の研究，

開発及び利用を推進することによつて，将来におけるエネルギー資源を確保し，学

術の進歩と産業の振興とを図り，もつて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに

寄与することを目的とする」（１条）と定め，また，基本方針について，「原子力の10 

研究，開発及び利用は，平和の目的に限り，安全の確保を旨として，民主的な運営

の下に，自主的にこれを行うものとし，その成果を公開し，進んで国際協力に資す

るものとする。」（２条）と定めていた。 

⑵ 炉規法 

炉規法（核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律）は，昭和３２15 

年に公布された，我が国における原子炉等の安全規制を包括的に扱う法律である。

平成２４年に改正される前の同法は，その目的について，「この法律は，原子力基本

法（昭和三十年法律第百八十六号）の精神にのつとり，核原料物質，核燃料物質及

び原子炉の利用が平和の目的に限られ，かつ，これらの利用が計画的に行われるこ

とを確保するとともに，これらによる災害を防止し，及び核燃料物質を防護して，20 

公共の安全を図るために，製錬，加工，貯蔵，再処理及び廃棄の事業並びに原子炉

の設置及び運転等に関する必要な規制を行うほか，原子力の研究，開発及び利用に

関する条約その他の国際約束を実施するために，国際規制物資の使用等に関する必

要な規制を行うことを目的とする。」と定め，実用発電用原子炉の設置には経済産業

大臣の許可を必要とすること（２３条１項１号）や，設置許可の基準として，原子25 

炉施設の位置，構造及び設備が原子炉による災害の防止上支障がないものであるこ

javascript:void(0);
javascript:void(0);
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と（２４条１項４号）等を定めるなどしていた。 

そして，同法７３条は，電気事業法及び同法に基づく命令の規定による検査等を

受けるべき原子炉施設であって実用発電用原子炉にかかるものについては，炉規法

２７条（設計及び工事の方法の認可），２８条（使用前検査等），２９条（施設定期

検査）は適用しない旨定め，これらを電気事業法の規制に委ねていた。 5 

⑶ 電気事業法 

電気事業法は，昭和３９年に公布された法律で，我が国の電気事業を包括的に規

制する法律であり，その目的については，「電気事業の運営を適正かつ合理的ならし

めることによつて，電気の使用者の利益を保護し，及び電気事業の健全な発達を図

るとともに，電気工作物の工事，維持及び運用を規制することによつて，公共の安10 

全を確保し，及び環境の保全を図ることを目的とする。」（１条）と定められている。 

ア 技術基準（３９条） 

平成２４年に改正される以前において，技術基準について定めた３９条の文言は

以下のとおりであった。 

１ 事業用電気工作物を設置する者は，事業用電気工作物を経済産業省令で定め15 

る技術基準に適合するように維持しなければならない。 

２ 前項の経済産業省令は，次に掲げるところによらなければならない。 

一 事業用電気工作物は，人体に危害を及ぼし，又は物件に損傷を与えないよう

にすること。 

二 事業用電気工作物は，他の電気的設備その他の物件の機能に電気的又は磁気20 

的な障害を与えないようにすること。 

三 事業用電気工作物の損壊により一般電気事業者の電気の供給に著しい支障を

及ぼさないようにすること。 

四 事業用電気工作物が一般電気事業の用に供される場合にあつては，その事業

用電気工作物の損壊によりその一般電気事業に係る電気の供給に著しい支障を生じ25 

ないようにすること。 
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イ 技術基準適合命令（４０条） 

平成２４年に改正される以前において，技術基準適合命令を定めた４０条の文言

は以下のとおりであり，同命令に違反した者は３年以下の懲役若しくは３００万円

以下の罰金に処せられ，または併科されるとされていた（１１６条２号。なお，両

罰規定が適用されると１２１条１号により法人に対しては３億円以下の罰金刑が科5 

せられる。） 

経済産業大臣は，事業用電気工作物が前条第一項の経済産業省令で定める技術基

準に適合していないと認めるときは，事業用電気工作物を設置する者に対し，その

技術基準に適合するように事業用電気工作物を修理し，改造し，若しくは移転し，

若しくはその使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用を制限することがで10 

きる。 

⑷ 省令６２号 

電気事業法３９条１項による委任に基づいて定められたのが省令６２号（発電用

原子力設備に関する技術基準を定める省令。昭和４０年６月１５日通商産業省令第

６２号）であり，その内容のうち，津波についての主たる関連規定は以下のとおり15 

である。 

ア 平成１４年時点（乙Ａ１１の１） 

４条１項には，「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される

蒸気タービン及びその附属設備が地すべり，断層，なだれ，洪水，津波又は高潮，

基礎地盤の不同沈下等により損傷を受けるおそれがある場合は，防護施設の設置，20 

基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならない。」と定められていた。 

イ 平成１８年時点（乙Ａ１１の２） 

上記４条１項は，平成１７年７月１日経済産業省令第６８号（平成１８年１月１

日施行）により，「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸

気タービン及びその附属設備が想定される自然現象（地すべり，断層，なだれ，洪25 

水，津波 ，高潮，基礎地盤の不同沈下等をいう。ただし，地震を除く。） により原

javascript:void(0);


 

 

 23 

子炉の安全性を損なうおそれがある場合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適

切な措置を講じなければならない。」と改正された。 

ウ 本件事故後 

平成２３年経済産業省令第５３号による改正により，省令６２号５条の２（津波

による損傷の防止）の基準が追加されているところ，その内容は以下のとおりであ5 

る。 

１ 原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン

及びその附属設備が，想定される津波により原子炉の安全性を損なわないよう，防

護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

２ 津波によって交流電源を供給する全ての設備，海水を使用して原子炉施設を10 

冷却する全ての設備及び使用済燃料貯蔵槽を冷却する全ての設備の機能が喪失した

場合においても直ちにその機能を復旧できるよう，その機能を代替する設備の確保

その他の適切な措置を講じなければならない。  

⑸ 安全審査に関する各種指針類（甲Ｂ２・本文編３６３頁以下） 

ア 各種指針の概要 15 

平成２４年に改正される前の炉規法２４条２項は，主務大臣が原子炉設置許可を

する場合においては，あらかじめ，同条１項各号に規定する基準の適用について，

原子力委員会又は原子力安全委員会の意見を聴かなければならないとしており，安

全審査を行う際に用いる審査基準として原子力委員会等が各種指針類を策定してい

た。 20 

これらの指針類のうち，発電用軽水型原子炉施設などに関係する主なものを分類

すると以下のとおりである（乙Ａ４）。 

 立地に関する指針 

原子炉立地審査指針及びその適用に関する判断のめやすについて 

 設計に関する指針 25 

発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針 
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発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針 

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 

 安全評価に関する指針 

発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針 

 線量目標値に関する指針 5 

発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針 

イ 安全設計審査指針（乙Ａ１２） 

原子力安全委員会は，平成２年８月３０日，発電用軽水型原子炉の設置許可申請

に係る安全審査において，安全性確保の観点から設計の妥当性について判断する際

の基礎を示すことを目的として，発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指10 

針を定め，平成１３年３月２９日にこれを一部改訂した。 

この指針２７電源喪失に対する設計上の考慮においては，「原子炉施設は，短時間

の全交流動力電源喪失に対して，原子炉を安全に停止し，かつ，停止後の冷却を確

保できる設計であること。」との指針が定められていた。そして，ここでの「短時間」

とは３０分以下のことであると解釈する慣行が採られてきたため，当該指針の要求15 

は，３０分間のＳＢＯ時における冷却機能を維持するために十分な蓄電池の容量等

を要求するものと解釈されていた。また，同指針の解説においては，「長期間にわた

る全交流動力電源喪失は，送電線の復旧又は非常用交流電源設備の修復が期待でき

るので考慮する必要はない。」との記載がなされていた。 

そして，過去の安全審査においては，「短時間」を３０分間と解釈する審査慣行の20 

根拠や，長時間のＳＢＯの考慮が不要とされていることの根拠について，繰り返し

質問されていたが，この審査慣行や指針の妥当性が強く疑問視されるには至らず，

本件事故時まで長時間のＳＢＯは考慮する必要はないという規定が改訂されること

はなかった。（甲Ｂ２・４１３頁以下） 

ウ 耐震設計審査指針（乙Ａ１３の１・２） 25 

原子力安全委員会は，発電用軽水型原子炉の設置許可申請（変更許可申請を含む）
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に係る安全審査のうち，耐震安全性の確保の観点から耐震設計方針の妥当性につい

いて判断する際の基礎を示すことを目的として，昭和５６年７月２０日，発電用原

子炉施設に関する耐震設計審査指針を定めた。そして，これは平成１３年３月２９

日に一部改訂された後，平成１８年９月１９日にさらに全面的に改定された。 

改定された同指針では，地震動の策定に関し，「施設の供用期間中に極めてまれで5 

はあるが発生する可能性があり，施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定す

ることが適切な地震動」（基準地震動）を適切に策定し，この地震動を前提とした耐

震設計を行うことにより，地震に起因する外乱によって周辺の公衆に対し，著しい

放射線被ばくのリスクを与えないようにすることを基本とすべきとされた（乙Ａ１

３の２・２頁）。そして，この基準地震動の策定に関し，耐震設計上考慮する活断層10 

としては，後期更新世（１３～１２万年前）以降の活動が否定できないものを対象

とすることなどが定められた（甲Ｂ５０・６枚目，乙Ａ１３の２・４頁以下）。 

また，残余のリスク（策定された地震動を上回る地震動の影響が施設に及ぶこと

により，施設に重大な損傷事象が発生すること，施設から大量の放射性物質が放散

される事象が発生すること，あるいはそれらの結果として周辺公衆に対して放射線15 

被ばくによる災害を及ぼすことのリスク）の存在についても定められた。すなわち，

地震学的見地からは，上記のように策定された地震動を上回る強さの地震動が生起

する可能性は否定できず，耐震設計用の地震動の策定において残余のリスクが存在

する，それゆえ，施設の設計にあたっては，策定された地震動を上回る地震動が生

起する可能性に対して適切な考慮を払い，基本設計の段階のみならず，それ以降の20 

段階も含めて，この残余のリスクの存在を十分認識しつつ，それを合理的に実行可

能な限り小さくするための努力が払われるべきであるとされた。 

また，津波に関しても「施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能

性があると想定することが適切な津波によっても，施設の安全機能が重大な影響を

受けるおそれがないこと」が求められた。 25 

⑹ 新規制基準 
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本件事故後，原子力規制委員会が設置され，平成２５年７月に施行された改正後

の炉規法において，新たに原子力規制委員会の発電用原子炉の設置許可基準を定め

た炉規法４３条の３の６の規定が作られた。そして，同条４号において，「発電用原

子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染され

た物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会5 

規則で定める基準に適合するものであること。」が設置許可の基準として定められ

た。 

そして，この４号の規定に基づき，実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則（新規制基準）が定められた。そして津波による

損傷の防止の基準を定めた同規則５条では，「設計基準対象施設は，その供用中に当10 

該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津波」と

いう。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」と規

定された。 

そして，原子力規制委員会が定めた同規則の解釈において，同条の「安全機能が

損なわれるおそれがないものでなければならない」との要件を満たすためには，基15 

準津波に対する設計基準対象施設の設計にあたって，以下の①～⑦の方針によるこ

ととされている（乙Ａ２５・１３３頁以下）。そして，後記のとおり，同方針におい

ては，ドライサイトを維持することを基本とした上で（後記①），敷地内に浸水して

くる津波に対しても浸水対策を講じることを求めている（後記③）。 

①Ｓクラスに属する施設（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。20 

下記③において同じ。）の設置された敷地において，基準津波による遡上波を地上部

から到達又は流入させないこと。また，取水炉及び排水路等の経路から流入させな

いこと。 

②取水・放水施設及び地下部等において，漏水する可能性を考慮の上，漏水によ

る浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防止すること。 25 

③上記①②に規定するものの他，Ｓクラスに属する施設については，浸水防護を
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することにより津波による影響等から隔離すること。そのため，Ｓクラスに属する

設備を内包する建屋及び区画については，浸水防護重点化範囲として明確化すると

ともに，津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水量を保守的に想定した上で，

浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び浸水口（扉，開口部及び貫通

口等）を特定し，それらに対して浸水対策を施すこと。 5 

④水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止すること。そ

のため，非常用海水冷却系については，基準津波による水位の低下に対して海水ポ

ンプが機能保持でき，かつ冷却に必要な海水が確保できる設計であること。また，

基準津波による水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流物に対して取水口及び取水

路の通水性が確保でき，かつ取水口からの砂の混入に対して海水ポンプが機能保持10 

できる設計であること。 

⑤津波防護施設及び浸水防止設備については，入力津波（施設の津波に対する設

計を行うために，津波の伝播特性及び浸水経路等を考慮して，それぞれの施設に対

して設定するものをいう。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持できる

こと。また，津波監視設備については，入力津波に対して津波監視機能が保持でき15 

ること。 

⑥地震による敷地の隆起・沈降，地震（本震及び余震）による影響，津波の繰り

返しの襲来による影響及び津波による二次的な影響（洗掘，砂移動及び漂流物等）

を考慮すること。 

⑦津波防護施設及び浸水防止設備の設計並びに非常用海水冷却系の評価に当たっ20 

ては，入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位を考慮して安全側の評価を実

施すること。なお，その他の要因による潮位変動についても適切に評価し考慮する

こと。また，地震により陸域の隆起又は沈降が想定される場合，想定される地震の

震源モデルから算定される，敷地の地殻変動量を考慮して安全側の評価を実施する

こと。 25 

２ 福島第一原発の概要等（甲Ｂ１・６０頁以下，甲Ｆ３・１頁以下） 
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⑴ 福島第一原発の概要 

福島第一原発には，１号機から６号機まで６つの原子炉があるところ，これらは

福島県双葉郡双葉町及び同郡大熊町にまたがって所在している。これらは，北から

南に向かって，６号機，５号機，１号機，２号機，３号機，４号機の順番に設置さ

れており，いずれも東側が太平洋に面している。この土地はもともとほぼ平坦な丘5 

陵（標高３０～３５ｍ）であったが，原子炉は丘陵を掘り下げて設置されており，

造成された敷地高さは，１～４号機でＯ．Ｐ．（小名浜港工事基準面）＋１０ｍ，５，

６号機でＯ．Ｐ．＋１３ｍである。  

原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建屋等は，１～４号機については上記

Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ盤に，５，６号機については，上記Ｏ．Ｐ．＋１３ｍ盤に設置さ10 

れている。また，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ盤のさらに東側には，Ｏ．Ｐ．＋４ｍの土地が

造成されてあり，そこには，取水のための海水ポンプ等が設置されている。そして，

さらに東側の海上には，１号機から６号機を取り囲む形で，北防波堤と南防波堤が

設置されている。 

⑵ 原子力発電所の危険性 15 

福島第一原発では，原子炉の中で燃料のウランを核分裂させ，その時に発生する

熱によって水を蒸気に変え，この蒸気の力でタービンを回すことで，発電を行って

いた。 

しかしながら，かかる核分裂の過程で大量の放射性物質が発生するため，原子力

発電所は，事故などによりその放射性物質が漏れた場合には甚大な被害が生じると20 

いう大きな危険性を有するものであった。例えば，昭和３５年に科学技術庁の委託

を受けて日本原子力産業会議がまとめた報告書では，原発被害は，最大で，損害額

３兆７３００億円，９万９０００人の早期立退き，１７６０万人の６か月退避・移

住，１５万平方キロメートルの農業制限に及ぶなどといった算出結果が出されてい

た（甲Ｂ１０８，１０９・２４頁）。 25 

⑶ 福島第一原発における安全対策（甲Ｂ２本文編１１頁以下） 
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以上のとおり，原子力発電所には大きな危険性があり，放射性物質の漏洩を防止

する必要があるため，原子力発電所では，異常時において原子炉を速やかに停止す

る機能（止める機能），原子炉停止後も膨大な発熱が続くため炉心の冷却を続ける機

能（冷やす機能），燃料から放出された放射性物質の露出を抑制する機能（閉じ込め

る機能）が備え付けられており，その内容は，具体的には以下のとおりである。 5 

ア 止める機能（原子炉停止機能） 

原子炉を止める機能を担う設備は原子炉停止系と呼ばれており，代表的な設備と

しては制御棒がある。制御棒は，原子炉の反応度を制御するための中性子吸収材と

構造材から構成されており，制御棒を燃料集合体の間に入れると中性子が吸収され，

核分裂反応が抑制され，原子炉の出力が低下することとなる。原子炉の異常時には10 

燃料の損傷を防ぐために急速に制御棒を炉心に挿入して，原子炉を緊急停止させる。 

イ 冷やす機能（原子炉冷却機能） 

原子炉は停止後も膨大な発熱を続けるため，燃料の破損等を防止するためには炉

心の冷却を続ける必要があり，その設備として，原子炉施設には様々な注水系が備

えられている。こうした注水系には，原子炉が高圧の状態の場合でも注水が可能な15 

高圧のものと，原子炉の減圧をすることによってはじめて注水が可能となる低圧の

ものがある。また，原子炉の圧力を下げるための設備として，ＳＲ弁やベント弁が

ある。 

そして，福島第一原発の１～４号機においては，冷やす機能として，大要，以下

の設備が設置されていた。 20 

 １号機 

１号機には，炉心スプレイ系（ＣＳ）２系統，非常用復水器（ＩＣ）２系統，高

圧注水系（ＨＰＣＩ）１系統，原子炉停止時冷却系（ＳＨＣ）１系統及び格納容器

冷却系（ＣＣＳ）２系統が設置されていた。 

 ２～４号機 25 

２～４号機においては，原子炉冷却機能を有する主な設備として，前記ＣＳ２系
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統及びＨＰＣＩ１系統のほか，原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）１系統及び残留熱

除去系（ＲＨＲ）２系統が設置されていた。 

ウ 閉じ込める機能（格納機能） 

また，原子炉施設では，放射性物質の施設外への放出を防止するため，以下の５

重の防壁が備えられており，福島第一原発においても同様の設備が設置されていた。5 

（乙Ａ１・５９頁以下） 

一つ目はペレットである。これは原子炉の燃料そのものであり，化学的に安定な

物質である二酸化ウランの粉末を陶器のように焼き固めたもので，放射性物質の大

部分をこの中にとどめることができる。 

二つ目は燃料棒の周りを覆う被覆管である。ペレットは，被覆管の中に収められ10 

て燃料棒を構成している。この被覆管は気密に作られており，ペレットの外に出て

くる放射性物質を被覆管の中にとどめることができる。 

三つ目は燃料棒が格納されている原子炉圧力容器である。何らかの原因により，

被覆管が破損すると放射性物質が冷却材中に漏出することとなるが，原子炉圧力容

器は高い圧力にも耐えられる構造となっており，また気密性も高いことから，その15 

中に漏出した放射性物質をとどめることができる。 

四つ目は，原子炉圧力容器を包み込む原子炉格納容器である。原子炉格納容器は，

鋼鉄製の容器であり，原子炉圧力容器を含む主要な原子炉施設を覆っている。 

五つ目は，原子炉格納容器が収められている原子炉建屋である。 

⑷ 福島第一原発の電源設備 20 

ア 電源設備の概要（甲Ｂ２・本文編２７頁以下，甲Ｂ４・２２頁以下） 

原子力発電所内は，通常運転中は自ら発電した電力を使用するが，発電が止まっ

た時には外部電源を使用し，外部電源も喪失した時には非常用ディーゼル発電機を

用いることになっている。こうした電力は，下記の配電盤を通じて各設備に供給さ

れるため，配電盤が給電システムの要の役割を果たしていた。 25 

 金属閉鎖配電盤（Ｍ／Ｃ） 
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金属閉鎖配電盤（Ｍ／Ｃ）とは６９００Ｖの所内高電圧回路に使用される動力用

電源盤で，遮断器，保護継電器，附属計器等を収納したものである。常用（通常運

転時に使用される設備に接続されている系統），共通（常用のうち，隣接号機等への

給電にも用いられている系統），非常用（外部電源が喪失した際に非常用ＤＧから電

気が供給され，非常時に使用する設備及び通常運転時に使用する設備のうち非常時5 

にも使用するものに接続されている系統）の３系統からなる。 

外部電源や非常用ディーゼル発電機からの電力はＭ／Ｃに送電される形になって

いる。 

 パワーセンター（Ｐ／Ｃ） 

パワーセンターとは，Ｍ／Ｃから変圧器を経て降圧された４８０Ｖの所内低電圧10 

回路に使用される動力用電源盤で，遮断器，保護継電器，付属計器を収納したもの

であり，常用，共通及び非常用の３系統からなる。 

 モーターコントロールセンター（ＭＣＣ） 

低圧配電盤であり，パワーセンターから受電した電力を小型設備に供給している。 

イ 電源設備の設置場所 15 

１ないし４号機の非常用ＤＧ，Ｍ／Ｃ，Ｐ／Ｃは全て１階ないし地下に設置され

ていた。また，５，６号機の非常用ＤＧ，Ｍ／Ｃ，Ｐ／Ｃについても，一部のＰ／

Ｃを除いて全て１階ないし地下に設置されていた。（甲Ｂ２・資料編７６頁以下） 

３ 本件長期評価公表前の津波に関する知見及びこれに対する被告東電の対応等 

⑴ 福島第一原発設置時 20 

昭和４１年に福島第一原発１号機の設置許可申請がなされているところ，そこで

は，昭和３５年のチリ地震において観測された最高潮位Ｏ．Ｐ．＋３．１２２ｍが

設計想定潮位とされていた。そして，この想定を前提とした設置許可申請が許可さ

れ，前記２⑴のとおり，１号機の原子炉建屋等はＯ．Ｐ．＋１０ｍ盤上に設置され

るなどした。（甲Ｂ１・８３頁） 25 

その後，昭和４３年から昭和４７年にかけて，２号機から６号機についても原子



 

 

 32 

炉設置許可がなされ，順次運転が開始された（甲Ｂ１・６１頁）。 

⑵ 平成３年溢水事故（甲Ｂ２０４） 

平成３年１０月３０日，福島第一原発１号機において，補機冷却水系海水配管（原

子炉の熱を吸収し温水化した冷却水を，再び冷水にして循環させるための設備）か

ら海水が漏洩する事故が起きた。同事故は，具体的には，補機冷却水系海水配管母5 

管より原子炉給水ポンプ用空調機へ供給する分岐部近傍に約２２×４０ｍｍの貫通

穴が開いたことにより生じたものであった。 

同事故により１号機では内部溢水が生じ，１，２号機共通のディーゼル発電機室

内が浸水し，高圧盤，ＭＣＣ，制御盤，発電機等が浸水した（甲Ｂ２０４・１１頁，

同参考資料１６頁）。そして，この内部溢水事故により１号機は約６８日（１６３５10 

時間２０分）にわたって発電が停止された（甲Ｂ２０６の１）。 

この事故を受け，被告東電は，補機冷却水系海水配管の取替え等の再発防止対策

を行った。 

⑶ 津波想定の見直し（甲Ｂ１・８３頁，甲Ｂ２７） 

平成５年に北海道南西沖地震が発生し，これによる津波被害が発生したため，通15 

産省資源エネルギー庁は，同年１０月，電事連に対し津波安全性評価を指示した。 

これを受け，被告東電は文献調査を行うなどし，平成６年３月，福島第一原発で

想定される津波の最高水位はＯ．Ｐ．＋３．５ｍ程度になるため，主要施設が津波

による被害を受けることはない旨報告した。 

⑷ ４省庁報告書及び７省庁手引き（甲Ｂ２３，２５の１） 20 

農林水産省構造改善局，農林水産省水産庁，運輸省港湾局，建設省河川局は，総

合的な津波防災対策計画を進めるための手法を検討することを目的として，太平洋

沿岸部地震津波防災計画手法調査を行い，その成果を平成９年３月に報告書（４省

庁報告書）にまとめた。 

同報告書において，津波防災計画策定の前提条件となる外力として対象津波を設25 

定する際には，既往最大津波を対象とすることが基本とされた。しかしながら，津
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波を伴う地震の発生の可能性が指摘されているような沿岸地域については，想定し

うる最大規模の地震津波を検討し，既往最大津波との比較検討を行った上で，沿岸

津波水位のより大きい方を対象津波として設定するものとされた（甲Ｂ２５の１・

２３８頁）。 

そして，４省庁報告書において，福島第一原発のある双葉町の想定地震津波は６．5 

８ｍ，大熊町の想定地震津波は６．４ｍとされた（甲Ｂ２５の２・１４８頁）。 

また，平成１０年３月，国土庁，農林水産省構造改善局，農林水産省水産庁，運

輸省，気象庁，建設省，消防庁は，沿岸地域を対象として，地域防災計画における

津波対策の強化を図るため，津波防災対策の基本的な考え方等を取りまとめた，地

域防災計画における津波対策強化の手引き（いわゆる７省庁手引き）を公表した。10 

この手引きにおいても，４省庁報告書と同様に，対象津波の設定において，既往最

大津波のみならず，想定しうる最大規模の地震津波も検討し，沿岸津波水位のより

大きい方を対象津波として設定するとの考え方が採用されている（甲Ｂ２３・３０

頁以下）。 

⑸ 津波浸水予測図（甲Ｂ９６の１ないし４） 15 

平成１１年，国土庁は，津波による浸水域をあらかじめ把握しておくことを目的

として，全国沿岸について津波浸水予測図を作成した。同予測図において，設計津

波高が４ｍを超えると，福島第一原発の一部が浸水し，同津波高が８ｍになると，

１号機から４号機がほぼ浸水することが示された。 

ただ，同予測図は，全国の沿岸地域を網羅的に検討したものであり，防波堤や水20 

門等の防災施設や沿岸構造物による効果を考慮していないなど，精度の高いもので

はなかった（甲Ｂ９７・５１頁）。 

⑹ 日本海溝沿いで発生する地震に関する平成１４年当時の知見等 

ア 過去の地震・津波等 

東北地方に津波被害をもたらした地震として，８６９年に発生した貞観地震，１25 

６１１年に発生した慶長三陸地震，１６７７年に発生した延宝房総沖地震，１８９
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６年の明治三陸地震などが知られている。 

このうち，貞観津波及び貞観地震とは，８６９年に東北地方を襲ったとされる巨

大津波及びそれを発生させた地震であるが，平成１４年当時，その詳細や波源モデ

ルは明らかでなかった。例えば，菅原大助らの論文「西暦８６９年貞観津波による

堆積作用とその数値復元」（平成１３年）においては，野外調査を行った上で貞観津5 

波の波源モデルの推定を行うなどしているが，貞観津波による堆積物の移動・分布

を解明することが今後の研究課題になるとして，さらなる調査を要することを指摘

している。また，推定された波源モデルから貞観津波の数値復元を行ったところ，

海岸線に沿った津波波高は，大洗から相馬にかけて（これは福島第一原発を含む領

域である。）およそ２～４ｍになったとしている（甲Ｂ７１・９頁）。 10 

慶長三陸津波及び慶長三陸地震とは，１６１１年に三陸地方の海岸を襲った津波

及びそれを生じさせた地震であり，延宝房総沖津波及び延宝房総沖地震とは，１６

７７年に東北地方南部から房総半島の海岸を襲った津波及びそれを生じさせた地震

である。これらの地震については，資料が少ないため，津波地震であるかどうか，

波源域はどこか，具体的な波源モデルがいかなるものであったかといった点につい15 

て，統一的な見解があるわけではなかった。（甲Ｂ１１５・２４頁以下，乙Ｂ１４２・

５頁） 

明治三陸津波及び明治三陸地震とは，１８９６年に三陸地方を襲った津波及びそ

れを生じさせた地震である。この地震が三陸沖の海溝寄りで発生した津波地震であ

ることはほぼ異論のない状況であった。（乙Ｂ１４２・４頁以下） 20 

イ 福島県沖の日本海溝沿いにおける地震の発生可能性についての見解等 

福島県沖の日本海溝沿いにいかなる地震が発生しうるかに関し，平成１４年当時

様々な見解が主張されていたが，その概略は以下のとおりである。 

 北部（三陸沖等）と南部（福島県沖等）の違いを指摘する知見 

ａ 比較沈み込み学 25 

比較沈み込み学とは様々なプレート沈み込み帯を比較することにより，沈み込み
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帯における地震の特徴を抽出しようとする考え方である。この比較沈み込み学の研

究を踏まえ，海のプレートの年齢は古ければ古いほど，そのプレートは冷たく重く

なるため，陸のプレートの下に潜り込む際，深く沈み込む形になり，その結果，陸

のプレートとの固着が弱くなって巨大地震が起こりにくくなるという見解が有力に

主張されていた。そして，かかる見解を前提とすると，日本海溝に沈み込む太平洋5 

プレートは１億３０００万年といった非常に古いプレートであり，かつ，日本海溝

の北部よりも南部の方が古いと考えられていたことから，巨大地震は起きないと考

えられた。（乙Ｂ８２・６頁以下，乙Ｂ１１２・４０１頁以下，乙Ｆ４の１・２５頁

以下） 

ｂ 津波地震に関する見解 10 

津波地震とは，地震動から推定される規模の割に津波が大きい地震をいい，津波

の波長が非常に短く，海溝付近の狭い範囲で大きな津波が生じていることが知られ

ていた。しかしながら，規模の割に津波が大きくなるメカニズムについては明らか

ではなく，その原因について，断層がゆっくりとずれたことを指摘する見解や，海

底地すべりを指摘する見解など，様々な見解が主張されていた。（甲Ｂ１１１の１・15 

１９頁以下，甲Ｂ２６３，乙Ｆ４の１・６５頁以下） 

そうした中で，そのメカニズムについて,付加体(海のプレートが沈み込む際に海

溝に積み重なる未固結の堆積物)がポップアップすることにより効率よく津波が引

き起こされるなどと，付加体に着目する見解が有力に主張されていた。そうしたと

ころ，日本海溝沿いについて，北側では付加体が厚く積みあがっていたが，南側で20 

はそれほど付加体が積みあがっていないことが確認されていた。（乙Ｂ１１５の２，

乙Ｆ１の１・４９頁以下，乙Ｆ４の１・６５頁以下，乙Ｆ１１・６６頁以下） 

また，谷岡と佐竹が平成８年に発表した論文「津波地震はどこで起きるか」（谷岡・

佐竹論文。乙Ｂ１１８）は，海のプレートの，境界が粗く表面が凸凹の地塁・地溝

構造（ホルスト・グラベン構造）に着目して，そのような凸凹のプレートが沈み込25 

む場合には，凸の部分に堆積物がたまらず，陸側のプレートと接触して地震を引き
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起こすものの，この断層運動はすぐに凹部分にある柔らかい堆積物に吸収され，ゆ

っくりした断層運動となるため，津波地震になるとの見解を示していた。そして，

日本海溝沿いの北側では，ホルスト・グラベン構造が発達しているが，南側にはそ

のような発達がみられていなかった。（甲Ｂ１００の１・２４頁以下，乙Ｂ１１８） 

このように，日本海溝沿いの北側と南側では，付加体やホルスト・グラベン構造5 

に違いがみられたため，上記のような見解を前提とすると，日本海溝沿いの南部に

位置する福島県沖では津波地震は起きないと考えられた。 

 日本海溝沿いの領域の同質性を指摘する知見 

島崎や都司は，日本海溝沿いは同様にプレートが沈み込んでおり，北と南でプレ

ート構造や地形に特に差はない旨を他の裁判所で証言しており，その根拠として，10 

日本海溝沿いの領域に同様に低周波地震が発生していることや微小地震が起きてい

ないことなどを指摘している（甲Ｂ１００の３・１２頁以下，甲Ｂ１１４・２７頁

以下）。 

⑺ 津波評価技術（甲Ｂ２６の２） 

ア 津波評価技術の内容等 15 

 平成１１年に原子力施設の津波に対する安全性評価技術の体系化及び標準化

について検討を行うことを目的として，社団法人土木学会原子力土木委員会に津波

評価部会が設置された。そして，同年１１月から第１期の同部会が繰り返し開かれ

ているところ，そこでは，波源に関しては第２期以降に議論することとされ，主に

津波の技術的なシミュレーション方法についての議論がなされた（乙Ｆ１の１・６20 

頁以下）。そして，同会は，平成１４年２月，原子力施設の設計津波の設定について

の標準的な方法を取りまとめた「原子力発電所の津波評価技術」（津波評価技術）を

作成した。 

 津波評価技術における想定津波の波源設定の考え方は，具体的な歴史的・科

学的根拠を有する既往地震の波源モデルを全て構築した上で，その既往地震が発生25 

した領域と近似性がある領域にも波源モデルを設定して津波の高さを算出し，その
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中で特定のサイトに最も影響を与える津波を設計想定津波とするというものであり，

既往最大ではなく，想定し得る最大規模の津波を評価するものである。そして，こ

の津波評価技術における設計津波水位の算出方法は，大要，以下の①～⑤の手順と

なる。（甲Ｂ２６の２・１－４頁以下） 

①文献調査等に基づき，評価地点に最も大きな影響を及ぼしたと考えられる既往5 

津波を評価対象として選定し，痕跡高の吟味を行うとともに，沿岸における痕跡高

をよく説明できるように断層パラメータを設定し，既往津波の断層モデルを設定す

る。断層運動のモデル化について，例えばすべり量が一様な矩形断層モデルは，基

準点位置（緯度，経度），断層長さＬ，走向θ，断層幅Ｗ，傾斜角δ，すべり量Ｄ，

すべり角λ，断層面上縁深さｄといったパラメータで記述される。（甲Ｂ２６の２・10 

１－２０頁） 

②上記断層モデルを基に，津波をもたらす地震の発生位置や発生様式を踏まえた

スケーリング則に基づき，想定するモーメントマグニチュード（Ｍｗ）に応じた基

準断層モデルを設定する（プレート境界型地震の場合）。 

③想定津波の波源の不確定性を設計想定津波に反映させるため，基準断層モデル15 

の諸条件を合理的範囲内で変化させた数値計算を多数実施し（パラメータスタディ），

その結果得られる想定津波群の中から評価地点における影響が最も大きい津波を設

計想定津波として選定する。なお，パラメータスタディは，基準断層モデルの諸パ

ラメータのうち，より支配的と考えられる因子に関するパラメータスタディ（概略

パラメータスタディ）を行った後，その中で評価地点に最も影響を与えた断層モデ20 

ルを用いて，その他の従属的な因子に関するパラメータスタディを行う（詳細パラ

メータスタディ）ことを基本としている（甲Ｂ２６の２・１－３９頁以下）。 

④評価地点において，設計想定津波の計算結果が既往津波の再現計算結果や痕跡

高を上回ることを確認する。 

⑤そのようにして算出した設計想定津波に適切な潮位条件を足し合わせる。 25 

 なお，津波評価部会においては，想定津波に補正係数を加えることも検討さ
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れたが，津波については実例が乏しいため合理的な補正係数を設定することが難し

く，その点についてはパラメータスタディで補完できると考えられたことから，補

正係数は１．０とされた。（乙Ｆ１４・５６頁以下） 

イ 津波評価技術における波源の設定方法等 

以上のとおり，津波評価技術による津波水位の算出は，①既往津波の断層モデル5 

の設定がその出発点となるところ，そこで評価対象とされる津波は，評価地点に大

きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波のうち，概ね信頼性があると判断される

痕跡高記録が残されている津波とされた（甲Ｂ２６の２・１－２３頁）。そして，日

本海溝沿い及び千島海溝（南部）沿いに関し，既往津波の痕跡高を説明できる断層

モデルとして過去約４００年の断層モデルが設定され，三陸沖の海溝寄りの領域に10 

は１８９６年の明治三陸地震の断層モデルが，千葉県沖の海溝寄りの領域には１６

７７年の延宝房総沖地震の断層モデルがそれぞれ設定されたが，福島県沖の海溝寄

りの領域には断層モデルが設定されなかった。そのため，福島県沖の領域について

は，日本海溝より西の領域において１９３８年に発生した福島県東方沖地震（既往

最大Ｍｗ７．９）が断層モデルとして設定されるにとどまっていた。しかしながら，15 

これは，過去に福島県沖の海溝沿いで大きな地震が確認できなかったためであり，

福島県沖で津波地震が発生するか否かを議論したわけではなく，波源の検討は今後

行うこととされていた。（甲Ｂ２６の２・１－５９頁，甲Ｂ１００の２・１３頁以下，

乙Ｂ８３・１４頁以下，乙Ｆ１の１・１０頁以下） 

また，②基準断層モデルの設定については，日本海溝などプレート境界付近に想20 

定される地震に伴う津波の波源の設定に関して，「太平洋沿岸のようなプレート境

界型の地震が歴史上繰り返し発生している沿岸地域については，各領域で想定され

る最大級の地震津波をすでに経験しているとも考えられるが，念のため，プレート

境界付近に将来発生することを否定できない地震に伴う津波を評価対象とし，地震

地体構造の知見を踏まえて波源を設定する。」とされた。そして，「日本列島周辺に25 

ついては，これまでに，様々な着眼点に基づいた地震地体構造区分図が提案されて
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いる。これらのうち，海域まで区分され，津波評価にも適用しうるものとして，萩

原編（１９９１）の地震地体構造区分図がある。」とされ，萩原マップが掲げられて

いるが，「過去の地震津波の発生状況をみると，各構造区の中で一様に特定の地震規

模，発生様式の地震津波が発生しているわけではない。そこで，実際の想定津波の

評価にあたっては，基準断層モデルの波源位置は，過去の地震の発生状況等の地震5 

学的知見等を踏まえ，合理的と考えられるさらに詳細に区分された位置に津波の発

生様式に応じて設定することができるものとする。」などとされた。（甲Ｂ２６の２・

１－３１頁以下） 

ウ 津波評価技術に対する被告東電の対応 

この津波評価技術に基づき，被告東電は，福島第一原発における想定津波をシミ10 

ュレーションしたところ，福島第一原発の設計津波最高水位は，近地津波でＯ．Ｐ．

＋５．４～５．７ｍ，遠地津波でＯ．Ｐ．＋５．４ｍ～５．５ｍとなった。ただし，

上記のとおり津波評価技術では福島県沖の海溝寄りの領域に波源モデルが設定され

ていなかったことから，上記のシミュレーションは，福島県沖の海溝寄りの領域に

波源を設定したものではなかった。 15 

そして，被告東電は，平成１４年３月，この結果を保安院に報告した上で，６号

機の非常用海水ポンプ電動機のかさ上げや，建屋貫通部の浸水防止対策の手順書の

整備を行うといった対策をとった。（甲Ｂ１・８３頁以下，丙Ｂ１０・９頁） 

４ 本件長期評価（甲Ｂ２４の２） 

⑴ 本件長期評価の内容等 20 

ア 平成７年に発生した阪神・淡路大震災を契機として，地震防災対策の強化等

を目的とする地震防災対策特別措置法が制定された。そして，同法７条に基づき，

地震に関する観測，測量，調査又は研究を行う関係行政機関，大学等の調査結果等

を収集し，整理し，及び分析し，並びにこれに基づき総合的な評価を行うこと等の

事務をつかさどる地震調査研究推進本部（推進本部）が文部科学省（平成１１年法25 

律１０２号による改正前は総理府）内に設置された。また，推進本部内には，上記
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調査結果等の収集，整理，分析及び評価等の事務を行う委員会として，地震調査委

員会が置かれた。（甲Ｂ２４の１） 

そして，平成１１年４月２３日，推進本部において，「地震調査研究の推進につい

て ―地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的

な施策―」が策定された。この中では「全国を概観した地震動予測地図」の作成が5 

当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とされ，また，陸域の浅い地震，あるい

は，海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価も行うこととされた。 

イ 地震調査委員会は，上記決定を踏まえ，全国の地震活動についての検討を行

う中で，三陸沖から房総沖にかけての地震活動についても検討を行い，平成１４年

７月３１日，「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について」（本件長10 

期評価）を作成，公表した。 

この本件長期評価では，三陸沖から房総沖にかけての日本海溝沿いの地震活動に

関し，まず，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りという巨大な領域が一体のものとし

て設定された（甲Ｂ２４の２・１６頁）。そして，この領域で発生するプレート間大

地震（津波地震）の震源域について，「日本海溝に沿って長さ２００ｋｍ程度の長さ15 

幅５０ｋｍ程度の幅。具体的な地域は特定できない。」とされ，その根拠について，

「震源域は，１８９６年の「明治三陸地震」についてのモデルを参考にし，同様の

地震は三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生する可能性がある

と考えた。」とされた（同１０頁）。また，次の三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの

プレート間大地震（津波地震）の発生確率等について，今後３０年以内に２０パー20 

セント程度の確率で，Ｍｔ８．２前後の規模の地震が発生するなどとされた（同１

４頁）。その理由については，「プレート間のＭ８クラスの大地震は，三陸沖で１６

１１年，１８９６年，房総沖で１６７７年１１月に知られている。これら３回の地

震は，同じ場所で繰り返し発生しているとはいいがたいため，固有地震としては扱

わないこととし，同様の地震が，三陸沖北部海溝寄りから房総沖海溝寄りにかけて25 

どこでも発生する可能性があると考えた。・・・このような大地震の発生頻度は，過
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去４００年間に３回発生していることから，この領域全体では１３３年に１回の割

合で発生すると推定される。ポアソン過程を適用すると，この領域全体では今後３

０年以内の発生確率は２０％程度，今後５０年以内の発生確率は３０％程度と推定

される。」（同２４頁）などと説明されている。 

すなわち，本件長期評価は，津波評価技術では波源が想定されていなかった，福5 

島県沖の日本海溝沿いの領域においても，津波地震が発生する可能性を指摘したも

のであった。 

⑵ 本件長期評価の作成過程等 

地震調査委員会の中には，今後の大地震の発生可能性等を検討する長期評価部会

が置かれ，その部会長は，当時島崎が務めていた。また，同部会の中には，海溝型10 

の地震の発生可能性等を検討する海溝型分科会が設置され，同分科会では，佐竹や

都司などといった１０人程度の地震の専門家等が委員となり，その主査は島崎が務

めていた。（乙Ｆ３の１・２２頁以下） 

そして，本件長期評価は，海溝型分科会で取りまとめた後に，長期評価部会での

議論及び地震調査委員会での議論を経て，作成・公表されたものであるが，その議15 

論状況は，大要，以下のとおりであった。 

ア 第８回海溝型分科会（甲Ｂ１１７の１，乙Ｆ３の１・７０頁以下） 

平成１３年１２月７日に開催された海溝型分科会において，三陸沖から房総沖の

海溝寄りの地震に関して議論が行われた。 

その中で，委員から，「１８９６年明治三陸地震のタイプは１８９６年のものしか20 

知られていないし，・・・・１６１１年の地震と８６９年地震は全然わからない。」

（甲Ｂ１１７の１・７頁）「１８９６年の地震・・・などの１回きりの地震，このよ

うなまれな現象をどう考えるのか。」（同９頁）「１８９６年の地震・・・はここしか

起きないのか，が１つのポイントになる。検討必要。」（同９頁）などという意見が

出された。 25 

イ 第９回海溝型分科会（甲Ｂ１１７の２，乙Ｆ３の１・７４頁以下） 
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平成１４年１月１１日に行われた海溝型分科会では，慶長三陸地震について，「１

６１１年の地震のソースについて，どれくらい分かっているのか？」「多分，資料は

あまりない。波源域も得られない。」「それでは同じ場所だといっても矛盾はないか。」

「そう思う。」などとの意見が出され，慶長三陸地震が明治三陸地震と同じ場所で起

こったとしても矛盾はないとの整理がされた（甲Ｂ１１７の２・５頁）。 5 

また，延宝房総沖地震についても，「房総沖の１６７７年の地震も含めてよいか？」

「それはもっと分からない。」「最近石橋さんが見直した結果では，もっと陸よりに

して規模は小さく津波は大きくしたはず。陸に寄せると太平洋プレートの深い地震

になり，浅いとしたらプレート内の浅い地震になる。」「１６７７年の地震も海溝沿

いのどこでも起こりうる地震にいれてしまう。」「１６７７年の地震は仙台まで津波10 

の被害あり。南は八丈島まで記録がある。」「そうすると，太平洋の沈み込みと考え

てもよい。」などとの意見が交わされ，震源域が不明である旨の指摘がなされるなど

したが，海溝沿いの地震であるとの整理がなされた（同５頁以下）。 

ウ 第１０回海溝型分科会（甲Ｂ１１７の３，乙Ｆ３の１・７９頁以下，乙Ｆ３

の２・５頁以下） 15 

平成１４年２月６日に行われた海溝型分科会では，慶長三陸地震，延宝房総沖地

震，明治三陸地震をいずれも日本海溝沿いで起きた津波地震として整理する案が示

された。これに対し，委員から，「１６７７年は日本海溝沿いのプレート間大地震に

入れてしまったのか？これには非常に問題がある。」（甲Ｂ１１７の３・５頁）など

として延宝房総沖地震を日本海溝沿いの地震と整理することに異論が示されたが，20 

「ただ津波の分布から見ると，明らかに太平洋プレートのものでフィリピン海プレ

ートのものとは思えない。」（同６頁）との意見も出された。また，慶長三陸地震に

ついて，「１６１１三陸沖の断層はどれくらい確かか？」「プレート間正断層型地震

とした・・・と・・・本に書いてある。・・・要するに江戸時代だから分からないと

いうこと。」（同６頁）などと，慶長三陸地震について正断層型地震と整理した見解25 

が示された上，慶長三陸地震の断層は明らかではない旨の意見も示されたが，「１６



 

 

 43 

１１は地震と津波の観測が時間的に離れているから津波地震だと思う。少なくとも

正断層ではないと思う。」旨（同６頁）の意見も出された。 

エ 第１１回海溝型分科会（甲Ｂ１１７の４，乙Ｆ３の１・８３頁以下，乙Ｆ３

の２・１０頁以下） 

平成１４年３月８日に行われた海溝型分科会では，「伊豆マリアナでは大きな地5 

震は過去一度も起きていないので発生しないと思われていたのに，そこにグアムの

Ｍ８が起きた。これに似た稀な例として，茨城，福島沖に考えるのか？天変地異に

なる。」「分からないことはこれだけあるのだから，具体的評価は困難。」（甲Ｂ１１

７の４・３頁）などと，既往地震の確認されない福島県沖の日本海溝沿いで大地震

が発生することに疑問が呈されるなどした。しかしながら，最終的には「１６１１，10 

１８９６では日本海溝沿い，どこでも起こりうる。三陸中部に特有のものではない，

という書きぶり。理由が必要。」（同頁以下）などと，慶長三陸地震と同等の地震が

日本海溝の南部でも生じうるという方向で整理された。 

オ 第１２回海溝型分科会（甲Ｂ１１７の５，乙Ｆ３の１・８５頁以下，乙Ｆ３

の２・１８頁以下） 15 

平成１４年５月１４日に行われた海溝型分科会では，慶長三陸地震の震源域につ

いて，千島の可能性もあり，明らかではないからその旨が分かるような記載をすべ

きとの発言が佐竹からなされた際，事務局から「３回大きな津波が発生して三陸に

大きな被害を発生させているわけだから，警告としてはむしろ３回というほうを。」

（甲Ｂ１１７の５・５頁）などと，警告としては津波地震が３回発生したことにす20 

るほうが望ましい旨の意見が出された。また，島崎からも「次善の策として三陸に

押し付けた。あまり減ると確率が小さくなって警告の意がなくなって，正しく反映

しないのではないか，という恐れもある。」（同５頁）などという意見が出された。

その後「その可能性もあるというコメント残して，三陸にしよう。」（同５頁）とし

て，慶長三陸地震は三陸沖で発生した津波地震とすることで整理された。 25 

また，延宝房総沖地震についても，「石橋さんはそれが海溝よりももっと陸地に近
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くていいと言っている。そういう意見もある。それによって海溝の地震ではないと

いう判断をすれば，確率計算から外す。」（同７頁）などと異論が示されたが，「津波

はやっぱりあったのだから，いれておいてもいいような気がする。」（同７頁）「最終

的に三陸沖周辺で津波で大きな被害がおこる確率というのが重要である。」（同７頁）

「いずれにせよ，被害がでますので３回としてしまっていいと思う。」（同８頁）と5 

して，日本海溝沿いで発生した津波地震として整理された。 

カ 第１３回海溝型分科会（甲Ｂ１１７の６，乙Ｆ３の１・９２頁以下） 

平成１４年６月１８日に行われた海溝型分科会では，長期評価部会に諮る本件長

期評価の案について，意見聴取や修正等がなされた。 

キ 第６７回長期評価部会（乙Ｂ１２２，乙Ｆ３の１・９２頁以下，乙Ｆ３の10 

２・２８頁以下） 

平成１４年６月２６日に行われた長期評価部会では，本件長期評価について議論

がなされた。その中では，委員から，「海溝寄りのプレート間大地震が４００年に３

回ということだが，１６１１年と１８９６年の地震は震源がほとんど重なり合って

いる。」「気になるのは無理に割り振ったのではないかということ。」「１６１１年の15 

地震は本当は分からない。１９３３年の地震と同じという説もある。北海道で津波

が大きく，千島沖ではないかという意見も分科会ではあった。」「４００年に３回と

割り切ったことと，それが一様に起こるとした所あたりに問題が残りそうだ。」（乙

Ｂ１２２・６頁以下）などと，慶長三陸地震の震源域が分かっていないことなどか

ら，問題が生じ得ることが指摘された。 20 

ク 第１０１回地震調査委員会（乙Ｂ１２３，乙Ｆ３の１・９５頁以下） 

平成１４年７月１０日に行われた地震調査委員会では，本件長期評価について了

承されたが，委員から，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りは北から南に長く伸びて

いるが，将来の検討課題として，三陸沖北部の海溝寄りとか，福島県沖海溝寄りと

か考えた方がよい。」（乙Ｂ１２３・８頁）との指摘がなされた。 25 

⑶ 本件長期評価の信頼度等 
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ア 本件長期評価の取り扱いに関して，本件長期評価では「今回の評価は，現在

までに得られている最新の知見を用いて最善と思われる手法により行ったものでは

あるが，データとして用いる過去地震に関する資料が十分にないこと等による限界

があることから，評価結果である地震発生確率や予想される次の地震の規模の数値

には誤差を含んでおり，防災対策の検討など評価結果の利用にあたってはこの点に5 

十分留意する必要がある。」とされている（甲Ｂ２４の２・１頁）。また，今後の課

題として，「三陸沖北部および三陸沖南部海溝寄り以外の領域は，過去の地震資料が

少ないなどの理由でポアソン過程として扱ったが，今後新しい知見が得られればＢ

ＰＴ分布を適用した更新過程の取り扱いの検討が望まれる。」とされている（甲Ｂ２

４の２・７頁）。 10 

イ 地震調査委員会は，平成１５年３月２４日，「プレートの沈み込みに伴う大地

震に関する長期評価の信頼度について」を公表し，本件長期評価の信頼度を示した。

この中で，三陸沖から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）について

は，発生領域の評価の信頼度がＣ，規模の評価の信頼度がＡ，発生確率の評価の信

頼度がＣとされた。（乙Ｂ２２・８頁） 15 

発生領域の評価の信頼度Ｃは，「想定地震と同様な地震が領域内で１～３回しか

発生していないが，今後も領域内のどこかで発生すると考えられる。発生場所を特

定できず，地震データも少ないため，発生領域の信頼性はやや低い。」ことを意味し

ている（乙Ｂ２２・３頁）。規模の評価の信頼度Ａは「想定地震と同様な地震が３回

以上発生しており，過去の地震から想定規模を推定できる。地震データの数が比較20 

的多く，規模の信頼性は高い。」ことを意味している（乙Ｂ２２・５頁）。発生確率

の評価の信頼度Ｃは「想定地震と同様な地震は領域内で２～４回と少ないが，地震

回数をもとに地震の発生率から発生確率を求めた。発生確率の値の信頼性はやや低

い。」（乙Ｂ２２・６頁）ことを意味している。  

⑷ 本件長期評価に対する専門家の意見等 25 

ア 大竹意見書（乙Ｂ２６２添付資料１） 
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平成１４年８月８日，大竹は，地震調査委員会委員長宛てに意見書を送付した。

同意見書において，大竹は，１６１１年の慶長三陸地震はプレート内地震（正断層

型）と考えても大きな矛盾は生じないとして，プレート間地震（津波地震）と認定

した根拠を示すよう求め，また，本件長期評価は宮城沖地震及び南海トラフ地震の

長期評価と比べて，格段に高い不確実性を持つことを明記すべきではないかとの意5 

見を述べるなどした。 

これに対し，地震調査委員会委員長は，慶長三陸地震を津波地震と判断した根拠

を示すとともに，本件長期評価結果に含まれる不確実性については，地震調査委員

会としてもその問題点を認識しており，今後その取扱い方や表現方法について検討

する予定である旨回答した（乙Ｂ２６２添付資料３）。 10 

イ 松澤・内田論文（乙Ｂ２４，乙Ｆ４の１・７３頁以下） 

平成１５年，松澤暢及び内田直希は，論文「地震観測から見た東北地方太平洋下

における津波地震発生の可能性」において，「津波地震が巨大な低周波地震であるな

らば，三陸沖のみならず，福島県沖から茨城県沖にかけても津波地震発生の可能性

がある」（乙Ｂ２４・３６８頁）としつつ，「しかしながら・・・，この福島県沖の15 

海溝近傍では，三陸沖のような厚い堆積物は見つかっておらず，もし，大規模な低

周波地震が起きても，海底の大規模な上下変動は生じにくく，結果として大きな津

波は引き起こさないかもしれない」（同３７３頁）として，本件長期評価が明治三陸

地震と同様の地震が福島県沖でも発生しうるとしたことに疑問を呈した。 

ウ 石橋論文（乙Ｂ２６） 20 

平成１５年，石橋は，論文「史料地震学で探る１６７７年延宝房総沖津波地震」

において，史料の検討を踏まえて，延宝房総沖地震はＭ６．５程度かもしれないな

どとして，延宝房総沖地震を慶長三陸地震や明治三陸地震と一括してとらえた本件

長期評価に疑問を呈した。 

エ 都司論文（乙Ｂ２５） 25 

平成１５年，都司は，論文「慶長１６年（１６１１）三陸津波の特異性」におい
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て，慶長三陸津波の原因が津波地震であったとの見解（本件長期評価が採用した見

解）は少々不自然であるとして，慶長三陸津波発生の直接の原因は，地震によるも

のではなく，地震発生後遅れて発生した大規模な海底地すべりである可能性が高い

とした。 

⑸ 本件長期評価の見解の採用状況等 5 

ア 垣見マップ（乙Ｂ１１３） 

平成１５年，垣見俊弘らは，論文「日本列島と周辺海域の地震地体構造区分」に

おいて，地震地体構造区分図（垣見マップ）を公表したが，垣見マップでは，青森

県沖から千葉県沖までを８Ａ１から８Ａ４まで４つに区分し（乙Ｂ１１３・４０３

頁），福島県沖に相当する８Ａ３の領域における地震の例としては福島県東方沖地10 

震を最も大きなものとして挙げる（同３９５頁）など，本件長期評価の見解の領域

区分とは異なる地震地体構造が示された。なお，「地震地体構造区分とは，地震の起

こり方の共通性，あるいは差異に基づいて地体構造を区分することである・・・し

たがって地震の起こり方のどの性質に着目するかによって異なる区分があり得るが，

ここでは主として地殻内地震の規模の地域差を重視し，併せて地震の頻度や発震機15 

構とも調和のとれた区分となるように努めた。」（同３９０頁）とされている。 

イ 地震動予測地図（乙Ｂ２５２の１ないし３） 

推進本部は，平成１１年４月以降，長期評価及び強振動評価を実施し，平成１７

年３月，こうした一連の成果を取りまとめた「全国を概観した地震動予測地図」を

公表した。この地震動予測地図は「確率論的地震動予測地図」と「震源断層を特定20 

した地震動予測地図」という観点の異なる２種類の地図で構成されている。前者は，

地図上の各地点において，今後の一定期間内に強い揺れに見舞われる可能性を示し

たものであり，後者は，ある特定の震源断層に着目し，そこで地震が発生した場合

に周辺の地域がどの程度の強い揺れに見舞われるかを示した地図である。 

そして，本件長期評価が示した三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大25 

地震について，前者の地図では，これが生じうることを前提として予測がなされて
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いる（乙Ｂ２５２の２・６４頁）。他方，後者の地図では，上記プレート間大地震が

生じた場合の地震動予測はなされていない。 

ウ 日本海溝・千島海溝報告書（乙Ｂ２３） 

内閣府に設置され，防災基本計画の作成，その実施の推進等の事務をつかさどる

中央防災会議は，日本海溝・千島海溝周辺地域で発生する大規模海溝型地震対策を5 

検討するため，平成１５年１０月に，専門家１４名からなる「日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震に関する専門調査会」を設置した。そして，同調査会は，防災対策

の対象とすべき地震を選定するなどして，その検討結果を取りまとめた報告書を，

平成１８年１月２５日に作成した。 

同報告書においては，防災対策の検討対象とする地震について，「過去に大きな地10 

震（Ｍ７程度以上）の発生が確認されているものを対象として考える」（同１３頁）

こととされ，「大きな地震が発生しているが繰り返しが確認されていないものにつ

いては，発生間隔が長いものと考え，近い将来に発生する可能性が低いものとして，

防災対策の検討対象から除外することとする。このことから，海洋プレート内地震，

及び福島県沖・茨城県沖のプレート間地震は除外される」（同１３頁以下）として，15 

福島県沖でもプレート間地震が発生しうるなどとする本件長期評価の見解を採用し

なかった。これは，上記調査会からの付託を受け，長期評価の見解等について検討

した北海道ワーキンググループにおいて，明治三陸地震のような津波地震は限られ

た領域や特殊な条件下でのみ発生する可能性が高いとの意見がでて，その意見にま

とまったことによるものである（乙Ｂ１４３・８頁以下）。  20 

なお，同報告書においては，「本専門調査会での被害想定は，主として国としての

対策を検討する上で必要となる事項について実施している。このため，地方公共団

体や事業者は，今回の被害想定を踏まえ，各々の地域や施設等に応じた被害想定を

実施し，国と共に連携を図りつつ，詳細な対策を検討・実施することが望まれる。」

（乙Ｂ２３・５１頁）などとされている。 25 

エ ＧＰＳ波浪計広域配置計画（甲Ｂ１８５の１） 
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国土交通省東北地方整備局の「東北における沖合津波（波浪）観測網の構築検討

委員会」は，津波防災業務支援システムの構築等の検討を行っており，平成１８年

３月，その結果の報告がなされている。その中で，津波の来襲状況を津波が到達す

る前に把握すること等を目的として，ＧＰＳ波浪計の広域配置計画が検討されてい

るところ，その検討で利用する想定断層につき，本件長期評価の見解を採用してい5 

る。（甲Ｂ１８５の１・２－２４頁以下） 

オ 本件長期評価の改訂（乙Ｆ３の１・１１８頁以下，乙Ｆ３の３資料４２） 

本件長期評価は，平成２１年３月に一部改訂がなされたが，三陸沖北部から房総

沖の海溝寄りを一体の領域とした上で，今後３０年以内に２０％程度の確率でＭｔ

８．２前後の大地震が発生するなどといった，平成１４年の本件長期評価の見解の10 

内容に特段変更はなかった。 

カ ＪＮＥＳによるクロスチェック解析の準備（乙Ｂ２８４） 

平成２１年５月，保安院の技術支援機関であるＪＮＥＳは，最終バックチェック

報告書の妥当性を確認する際に行う，津波に対する安全性確認に関するクロスチェ

ック解析の準備として，津波伝播解析の試解析等を行った。その中で，文献調査の15 

整理の過程では本件長期評価に言及している（乙Ｂ２８４・３－４頁）が，具体的

な波源モデルの設定及び解析結果を示すに当たっては，中央防災会議等の波源モデ

ル及び領域区分を採用し，本件長期評価の領域区分を採用しなかった（同５－５７

頁）。 

５ 本件長期評価公表後の津波等に関する知見 20 

⑴ 確率論的安全評価の検討 

ア 確率論的安全評価 

確率論的安全評価（ＰＳＡ）とは，原子炉施設の異常や事故の発端となる事象（起

因事象）の発生頻度，発生した事象の及ぼす影響を緩和する安全機能の喪失確率及

び発生した事象の進展・影響の度合いを定量的に分析することにより，原子炉施設25 

の安全性を総合的・定量的に評価する手法である（甲Ｂ２・４０９頁）。 
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確率論的安全評価は，ハザード評価，フラジリティ評価，事故シーケンス評価の

３段階で行われる。ハザード評価とは，どのような規模の事象がどの程度の頻度で

生じるかの分析を行うものである。フラジリティ評価とは，そのような事象が起き

たときに，機器が故障に至るかどうかの分析を行うものである。事故シーケンス評

価とは，そのような機器の故障が生じた場合に炉心損傷等に至るか否かを，さまざ5 

まなシナリオを分析して評価するものであり，考え得るすべてのリスク要素を取り

込んだうえで定量的な評価を行うことができるという利点がある。（乙Ｆ６・３２頁

以下） 

我が国の原子力安全規制では，従来から地震津波等の自然現象に対する安全性を

含めて，主として決定論的安全評価，すなわち，発生する可能性のある様々な事象10 

の中から特定の事象（代表事象）を選定し，これが発生確率にかかわらず発生する

と仮定した上で，その代表事象によって施設にもたらされる影響の有無・程度によ

り施設の安全性を評価する手法に基づいて規制判断が行われていた。これに加える

形で，規制庁である保安院は，平成１３年１月の発足直後から，従来の決定論的規

制を行う一方で，将来の確率論的安全評価手法の規制への導入を見据え，必要とな15 

る制度的基盤や知識基盤の整備などリスク情報を活用した規制活動に向けた取組を

進めた。 

もっとも，津波を対象とした確率論的安全評価の手法（津波ＰＳＡ）については，

平成２３年に発生した本件事故当時においてもなお，実際に施設に適用するのに不

可欠なフラジリティーデータ（津波の作用に対して建屋・機器が損傷する度合いに20 

関するデータ）が不足していたなどの理由により，いまだ既存の施設に適用できる

レベルには達していなかった。 

イ 平成１６年ロジックツリーアンケート（甲Ｂ１９２） 

津波評価部会においても，津波評価のさらなる高度化に向けて，平成１５年頃か

ら，津波に関する確率論的安全評価に関する研究を行っていた（甲Ｂ１００の１・25 

３４頁，乙Ｂ１４４・５頁）。 
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その中で，同部会は，平成１６年，確率論的津波ハザード解析に適用するロジッ

クツリーの重み設定案を作成するために，同部会の委員及び幹事３１名，外部専門

家５名にアンケートを送り，３５名から回答を得た。同アンケートの中には，「三陸

沖～房総沖海溝寄りの津波地震活動域（ＪＴＴ１～ＪＴＴ３）」について，①「過去

に発生例があるＪＴＴ１及びＪＴＴ３は活動的だが，発生例のないＪＴＴ２は活動5 

的でない」と②「ＪＴＴ１～ＪＴＴ３は一体の活動域で，活動域内のどこでも津波

地震が発生する」との２つの考えのいずれが適切か，重みの回答を求める項目があ

った（なお，ＪＴＴ１は三陸沖，ＪＴＴ２は福島沖，ＪＴＴ３は房総沖の各日本海

溝沿いを指している。甲Ｂ１９２・４頁）。そして，アンケートの結果，①と②の重

みは，全体の加重平均（地震学者の比重を４倍とした加重平均。乙Ｂ１９２・表紙）10 

は０．５０：０．５０，単純平均では０．６０：０．４０，地震学者グループの平

均では０．３５：０．６５となった。（甲Ｂ１９２・１１頁） 

ウ 発電用軽水型原子炉施設の性能目標（丙Ａ２５） 

原子力安全委員会は，確率論的安全評価を原子力施設の安全規制に取り入れるべ

く，我が国の原子力安全規制活動によって達成しうるリスクの抑制水準（安全目標）15 

の策定に向け，平成１２年９月に安全目標専門部会を設置した（乙Ｂ２１６・２０

頁）。 

そして，同部会は，平成１８年３月，性能目標（原子力施設の設計及び運転に関

わる固有の安全にかかわる指標）の案をとりまとめた「発電用軽水型原子炉施設の

性能目標について」を作成，公表した。そして，同報告書では，発電炉の性能目標20 

の定量的な指標値として，炉心損傷頻度について１０のマイナス４乗／年程度，格

納容器機能喪失頻度について１０のマイナス５乗／年程度とされた。 

エ マイアミ論文（甲Ｂ４１の２） 

確率論的津波ハザード解析の研究を進める中で，その成果を発表することになり，

平成１８年７月，マイアミで行われた原子力国際会議において，被告東電の従業員25 

である酒井俊郎ほか４名は，「日本における確率論的津波ハザード解析法の開発」
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（マイアミ論文）を発表した。 

同論文では，サンプルとして福島第一原発の５号機と福島第二原子力発電所の３

号機を取り上げ，確率論的津波ハザード評価手法を実施して，津波が特定のレベル

を超過する確率を算出している。そして，その解析の中で，福島沖を含むＪＴＴ２

の領域でも津波地震が発生するという見解と，ＪＴＴ２の領域では津波地震が発生5 

しないという見解の両者がありうるとして，これをロジックツリーで考慮している。

（乙Ｂ１４４，乙Ｆ１１・１４頁以下） 

オ 平成２０年ロジックツリーアンケート（乙Ｂ１７） 

津波評価部会は，平成２０年度にもロジックツリーの分岐の重みを設定するため

に，同会委員及び幹事３４名と外部専門家５名にアンケートを送り，３４名から回10 

答を得ている。 

同アンケートの中には，「三陸沖～房総沖海溝寄りの津波地震活動域（ＪＴＴ）」

について，①「過去に発生例がある三陸沖（１６１１年，１８９６年の発生領域）

と房総沖（１６７７年の発生領域）でのみ過去と同様の様式で津波地震が発生する」，

②「活動領域内のどこでも津波地震が発生するが，北部領域に比べ南部ではすべり15 

量が小さい（北部では１８９６モデルを移動させる。南部では１６７７モデルを移

動させる）」，③「活動域内のどこでも津波地震（１８９６年タイプ）が発生し，南

部でも北部と同程度のすべり量の津波地震が発生する（全体の中で１８９６モデル

を移動させる）」との３つの考えのいずれが適切か，重みの回答を求める項目があっ

た。そして，アンケートの回答に全体加重平均（地震学者の比重を４倍とした加重20 

平均）をした結果，①②③それぞれの重みは，０．４０：０．３５：０．２５とな

った。（乙Ｂ１７・２０頁） 

カ 確率論的津波ハザード解析の方法の取りまとめ 

津波評価学会は，その後も津波評価技術の体系化に関する研究をつづけ，平成２

１年３月に「確率論的津波ハザード解析の方法」として中間的なまとめを行った（乙25 

Ｂ２３５・ⅰ頁，乙Ｆ１１・１５頁以下）。 
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これを受けて，被告東電は，平成２１年１１月ころに既設の原子力発電所につい

ての津波ハザード解析を東電設計に委託したが，その報告がなされたのは本件事故

後であった（乙Ｆ１１・２０頁以下）。 

キ フラジリティ評価及び事故シーケンス評価 

上記「確率論的津波ハザード解析の方法」において示されたのはハザード評価に5 

とどまり，フラジリティ評価と事故シーケンス評価については，なお研究途上であ

った。（乙Ｆ１１・３６頁以下） 

ただ，例えば平成２０年８月に原子力安全基盤機構が作成した「地震に係る確率

論的安全評価手法の改良＝ＢＷＲの事故シーケンスの試解析＝」において，津波遡

上時に炉心損傷に至る可能性のあるシナリオとして，全交流電源が喪失する場合，10 

炉心冷却系統が全機能喪失する場合が指摘されている。（甲Ｂ２８・ⅱ頁） 

⑵ 溢水勉強会（甲Ｂ３９の１・２） 

保安院やＪＮＥＳ，電気事業者等は，平成１８年１月に溢水勉強会を立ち上げ，

溢水事象に係る現状の調査検討を開始した。これは，平成１６年のスマトラ沖地震

の津波によりインドのマドラス原子力発電所の非常用海水ポンプが水没し，運転不15 

能となったことなどを受けたものであった。 

そして，平成１８年５月１１日に行われた第３回溢水勉強会において，被告東電

は，福島第一原発５号機（原子炉建屋等の敷地高さはＯ．Ｐ．＋１３ｍ）について，

Ｏ．Ｐ．＋１４ｍ（敷地高さ＋１ｍ）とＯ．Ｐ．＋１０ｍ（左記水位と設計水位（Ｏ．

Ｐ．＋５．６ｍ）の中間）の水位が長時間継続したと仮定して機器影響評価を行っ20 

た結果を報告した。その結果は，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの水位の場合には，非常用海水

ポンプが津波により使用不能な状態となり，また，Ｏ．Ｐ．＋１４ｍの水位の場合

には，同ポンプが使用不能な状態になるのみならず，タービン建屋の電源設備の機

能が喪失する可能性がある上，原子炉の安全停止にかかわる電動機，弁等の動的機

器が機能を喪失するというものであった。（甲Ｂ３９の２） 25 

平成１９年４月，こうした溢水勉強会の調査結果がまとめられ，そこでは，外部
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溢水に係る津波の対応は耐震バックチェックに委ねられることとされ，溢水勉強会

では，引き続き津波の確率論的安全評価について，適宜調査検討を進めていくこと

とされた。 

⑶ 延宝房総沖地震についての知見 

ア 中央防災会議での検討 5 

延宝房総沖地震津波について中央防災会議で検討が行われ，平成１７年，これま

で推定されていた沿岸の津波高に基づいて波源モデルが試算された。（甲Ｂ１４９・

５５頁） 

イ 茨城県波源モデル（甲Ｂ１４９） 

茨城県は，茨城沿岸津波浸水想定区域の検討を行うため，平成１７年１２月２７10 

日，今村や佐竹等を委員とする茨城沿岸津波浸水想定検討委員会を設置した（乙Ｂ

３０６）。そして，同委員会では，各地の津波浸水高を推定しなおすなどの調査を行

った上で，延宝房総沖津波の波源モデルの検討を行い，その結果を論文として学会

誌に提出したところ，この論文は，平成１９年３月に受理，公表された（甲Ｂ１４

９）。 15 

この論文において，延宝房総沖地震の波源モデルは，２つの断層破壊で構成され

るものとされた（茨城県波源モデル）。すなわち，北側の断層は，領域が日本海溝沿

いで，断層幅が狭くすべり量も大きいため，津波地震タイプ（プレート間地震）と

された。他方，南側の断層は，太平洋プレートと南方のフィリピン海プレートの沈

み込みの影響を受けた，通常の逆断層地震タイプとされた。（乙Ｂ２８８の１・２１20 

頁以下，乙Ｆ１の１・２２頁） 

ウ 茨城県波源モデルに対する被告東電の対応 

被告東電は，平成２０年３月，上記波源に基づいた津波評価を行い，算出された

津波高さが福島第一原発の当時の設計津波水位である最大Ｏ．Ｐ．＋５．７ｍを上

回らないことを確認している（丙Ｂ５の１・１８頁）。 25 

もっとも，平成２０年８月頃，被告東電は，東電設計に依頼して，茨城県波源モ
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デルを踏まえ，津波評価技術の中で示されていた延宝房総沖地震の断層モデルに断

層長さを北へ８０ｋｍ延長するなどの改良を加えた基準断層モデルを房総沖（津波

評価技術において波源が設定されている領域）に設定した上で，パラメータスタデ

ィを行って津波を算出した。そうしたところ，福島第一原発の敷地南側において，

Ｏ．Ｐ．＋１０．９４９ｍというＯ．Ｐ．＋１０ｍの敷地を超える数値が算出され5 

た。（甲Ｆ２・５１頁以下） 

⑷ 貞観津波についての知見 

ア 貞観津波に関する知見の進捗等 

佐竹らは，貞観津波について，津波堆積物の調査等を経て，平成２０年に，論文

「石巻・仙台平野における８６９年貞観津波の数値シミュレーション」を発表した。10 

同論文では，石巻・仙台平野での津波堆積物分布を説明するには，プレート間モデ

ルで断層幅は１００ｋｍ，すべり量は７ｍ以上の場合がよいと結論付けた。しかし，

同論文は上記条件を満たす断層モデルとして「モデル８」と「モデル１０」の二つ

の断層モデルを示しており，いずれが妥当であるか確定していないものであった上，

断層の南北方向の広がり（長さ）を調べるためにはさらなる調査が必要であるとさ15 

れており，貞観津波の波源モデルを確定したものではなかった。（乙Ｂ１２・２９頁

以下，乙Ｂ４０）  

また，佐竹は，さらに貞観津波についての研究を進め，平成２２年に，行谷佑一

とともに，論文「宮城県石巻・仙台平野および福島県請戸川河口低地における８６

９年貞観津波の数値シミュレーション」を発表した。しかしながら，同論文におい20 

ても，モデル１１からモデル１４という複数の波源モデルが示された上，断層の南

北の拡がり（長さ）などの検討のために，さらなる津波堆積物の調査が必要である

とされており，貞観津波の波源モデルを確定するものではなかった。（甲Ｂ１００の

１・５０頁以下，乙Ｂ１２・３２頁以下，乙Ｆ１１・３８頁，乙Ｆ１２・３７頁以

下） 25 

イ 貞観津波に対する被告東電の対応等  
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被告東電は，平成２０年１０月頃，佐竹から貞観津波に関する投稿準備中の論文

の提供を受け，同論文に示された波源モデルを用いて福島第一原発への影響を算出

した。その結果，１～４号機では津波水位Ｏ．Ｐ．＋８．７ｍ，５，６号機では津

波水位Ｏ．Ｐ．＋９．１～９，２ｍという結果となった（なお，この結果はパラメ

ータスタディを行ったものではなく，パラメータスタディを行った場合には，２，5 

３割程度津波水位が大きくなる可能性が指摘されている。）。この結果は，平成２１

年９月，保安院に報告された。（甲Ｂ１・８５頁以下，甲Ｂ４３・２頁，乙Ｆ１２・

３１頁以下，丙Ｂ５の１・２１頁以下） 

また，被告東電は貞観津波の波源の検討を土木学会に依頼し，上記佐竹の論文で

示された波源モデルの妥当性について検討するとともに，同論文においても堆積物10 

調査が必要とされていたことから，平成２１年８月頃から，福島県沿岸における津

波堆積物調査を実施した。そうしたところ，福島県北部では標高４ｍ程度まで貞観

津波による津波堆積物が確認されたが，南部（富岡～いわき）では津波堆積物を確

認できず，かかる調査結果は，上記論文で示された波源モデルによる計算結果とは

整合しないものであった。（丙Ｂ５の１・２１頁以下，甲Ｆ１５・４頁以下） 15 

６ 本件長期評価に対する被告国及び被告東電の対応状況等  

⑴ 平成１４年における対応状況等（乙Ｂ１８３） 

同年７月３１日に本件長期評価が公表されたことを受け，保安院は，同年８月５

日，被告東電の担当者に対してヒアリングを行った。そして，保安院は，被告東電

に対し，福島沖から茨城沖の領域で津波地震が発生した場合のシミュレーションを20 

行うべきである旨伝えたものの，被告東電は，津波評価技術に基づいて安全性を確

認していることから安全性に問題はない，谷岡・佐竹論文からすれば，福島沖から

茨城沖において津波地震を想定する必要性はないなどと説明し，シミュレーション

を行うことに難色を示した。そのため，保安院は，被告東電に対し，推進本部がど

のような根拠から本件長期評価の見解を示したかを委員に確認するよう指示した。 25 

被告東電は，同月７日，長期評価部会海溝型分科会の委員であり，かつ谷岡・佐
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竹論文の著者である佐竹に対し，推進本部が同論文とは異なる考えを示した理由に

ついてメールにて尋ねた。そうしたところ，佐竹は，メールにて，同論文では日本

海溝沿いでは明治三陸タイプの津波地震が発生する場所と，通常のプレート間地震

が発生する場所とは異なるとしたが，これがどこまで一般的に成り立つかについて

は今後の研究を待つと結論付けた，海溝型分科会では，自分を含め反対意見はあっ5 

たが，明治三陸地震のほかに慶長三陸地震及び延宝房総沖地震も津波地震とみなし

て確率を推定した，慶長三陸地震と延宝房総沖地震の波源がはっきりしないため，

長期評価では海溝沿いのどこで起きるかわからないとされた，今後の津波地震の発

生を考えたときどちらが正しいのかよくわからないが，推進本部では過去４００年

間のデータを考慮しているのに対して，谷岡・佐竹論文では過去１００年間のデー10 

タのみ考慮したという違いはある，などと回答した。 

これを受け，被告東電は，同月２２日，保安院に対し，上記佐竹の回答を報告し，

本件長期評価の見解については確率論的安全評価で扱うこととしたい旨説明した。

そして，保安院は，本件長期評価の見解は具体的な理学的根拠が伴うものとは確認

できず，決定論としての対応を求めるべきものとは考えられないと判断し，確率論15 

で扱う旨の被告東電の方針を了承した。 

⑵ 平成１８年以降の対応等 

ア 耐震バックチェック指示等 

 バックチェック指示の内容等 

平成１８年９月１９日，前記１⑸ウ記載のとおり，耐震設計審査指針が全面的に20 

改定された。この改定を受け，保安院は，同月２０日，被告東電を含む原子力事業

者等に対し，既設の発電用原子炉施設について，上記指針に照らした耐震安全性評

価や津波安全性評価を実施し，その結果を報告することを求めた。（耐震バックチェ

ック。丙Ａ１７） 

なお，保安院では，津波の安全審査においては，まず津波の水位を津波評価技術25 

に沿って評価することとされていた。そして，その評価された津波のうち，押し波
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については，敷地の高さがそれより高いか否か，敷地の高さがそれより低ければ津

波防護施設として防潮堤等を設置しているかで判断することとされていた。（乙Ｆ

１２・２頁以下） 

 バックチェック指示に対する被告東電の対応の概要 

耐震バックチェック指示を受け，被告東電を含む原子力事業者は，同年１０月１5 

８日付で実施計画書を提出するなどしていた。しかし，平成１９年７月１６日に新

潟県中越沖地震が起こり，被告東電の柏崎刈羽原子力発電所で想定地震動を大きく

上回る地震動が観測されるなどしたため，同月２０日，経済産業大臣は，耐震バッ

クチェック実施計画の見直し等を指示した。これを受け，被告東電は，実施計画の

見直しを行い，同年８月２０日，経済産業省に対し，福島第一原発の耐震安全性評10 

価については，平成２０年３月に中間報告を行い，平成２１年６月に最終報告を行

う旨を伝えた。そして，被告東電は，平成２０年３月３１日に福島第一原発５号機

に係る耐震バックチェック中間報告を，平成２１年６月１９日に福島第一原発１～

４号機及び６号機に係る中間報告を行った。しかしながら，津波に対する安全性評

価は最終報告で行うこととされており，この中間報告には含まれていなかった。（甲15 

Ｂ１・７１頁以下，乙Ｂ７０，７３，８５・９頁以下，３０３） 

保安院は，この中間報告を受けて妥当性の審査を開始し，平成２１年７月２１日，

５号機の基準地震動の設定は妥当であり，原子炉建屋及び機器・配管系は耐震安全

性が確保されているなどといった評価を取りまとめた。なお，この中間報告の審査

を行う平成２１年６月２４日及び同年７月１３日に開かれた合同ＷＧにおいて，委20 

員から貞観地震についての言及はなされたが，本件長期評価の見解に基づく検討が

必要であるとの意見は出されなかった。（甲Ｂ１・７１頁以下，乙Ｂ２７，２８，４

１） 

その後，最終報告が提出されるはずであったが，最終報告は，本件事故時点にお

いても，福島第一原発をはじめ多数の原子力発電所でなされていなかった。これは，25 

新潟県中越沖地震を踏まえ，平成１９年１２月に保安院が，バックチェック中間報
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告に反映すべき事項を新たに要求するなどしたため，中間報告の提出が遅れてしま

うなど耐震バックチェック全体の進行が遅れる形になってしまったことによる。（乙

Ｂ８５・２６頁，乙Ｆ１２・３４頁以下） 

イ 被告東電の本件長期評価の取り扱いに関する方針決定に至る経緯等 

 本件算出津波の算出に至る経緯 5 

上記のとおり耐震バックチェックにおいて津波安全性評価が求められたことから，

被告東電の土木調査グループがこれを検討することとなった。 

土木調査グループでは，津波評価において本件長期評価を決定論的安全評価で扱

うかどうかについて検討を進める中で，東電設計に本件長期評価に基づいた場合ど

の程度の津波高さになるか，概略的な検討を依頼したところ，平成１９年１１月，10 

福島第一原発について最大でＯ．Ｐ．＋７．７ｍになり，詳細パラメータスタディ

を行うとさらに大きくなるなどという検討結果を得た（乙Ｆ７の１・３５頁以下，

９の１・１０頁）。こうした検討結果も踏まえ，土木調査グループでは，これを決定

論に取り込むことにした。その理由は，本件長期評価は国の権威である推進本部が

出していること，津波安全評価の確率論の研究の成果として，福島第一原発に１０15 

ｍを超える津波が１年あたりに来る確率が１０のマイナス４乗と１０のマイナス５

乗の間であったこと，ロジックツリーアンケートで本件長期評価の見解を支持する

意見が過半数を超えていたこと，東通発電所の設置許可申請において本件長期評価

の見解が俎上に上がっていたこと，ロジックツリーアンケートで本件長期評価の見

解を支持していた阿部が保安院のバックチェック審査の会議の主査をしていたこと20 

等を理由とするものであった。そして，平成２０年１月，東電設計に対し，福島第

一原発等に係る詳細な津波評価を委託した。（乙Ｆ７の１・３２頁以下） 

また，土木調査グループの高尾は，本件長期評価の耐震バックチェックへの反映

等についての専門家の意見を得るため，同年２月２６日，今村と面会した。この際，

今村は，福島県沖海溝沿いで大地震が発生することは否定できないため，波源とし25 

て考慮するべきである，しかし，福島県沖では海溝沿いで既往津波は発生していな
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いため，波源モデルは三陸沖と房総沖のものを使うしかない，茨城県波源モデルと

等価なモデルで想定津波のパラメータスタディを行う点は，それでよいと考える，

などとコメントした。（乙Ｆ１の１・２５頁以下，乙Ｆ７の１・５９頁以下） 

 東電設計による津波の算出（本件算出津波） 

委託を受けた東電設計では，福島県沖の海溝寄りの領域で津波地震が発生した場5 

合の福島第一原発における津波の水位の算出を行った。その手法は，まず，福島県

沖の海溝寄りの領域に，津波評価技術の中で示されていた明治三陸地震の波源モデ

ルを基準断層モデルとして設定した（ただし，走行θについては，その領域に合わ

せて１８９度から２０５度に変更した。）。そして，津波評価技術に基づき，位置と

走行θについて概略パラメータスタディを実施し，その中で水位が最も上昇したケ10 

ース及び最も下降したケースを用いて，さらに断層面上縁深さｄ，傾斜角δ，すべ

り角λの詳細パラメータスタディを実施するというものであった。（甲Ｆ２・２２頁

以下） 

その結果は，朔望平均満潮位（Ｏ．Ｐ．＋１．４９０ｍ）時の津波高さは，２号

機取水ポンプ（Ｏ．Ｐ．＋４ｍ盤）で最大Ｏ．Ｐ．＋９．２４４ｍとなるなど，１15 

～４号機の東側正面の津波高さはＯ．Ｐ．＋１０ｍを超えないものであった。しか

し，敷地南側（Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ盤）で津波高さが最大Ｏ．Ｐ．＋１５．７０７ｍ

（浸水深５．７０７ｍ）になるなど，敷地南側でＯ．Ｐ．＋１０ｍを超えて津波が

侵襲してくることが示された。そして，南側から侵入した津波が福島第一原発内で

広がることにより，４号機原子炉建屋中央付近（Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ盤）で津波高さ20 

Ｏ．Ｐ．＋１２．６０４ｍ（浸水深２．６０４ｍ），４号機タービン建屋中央付近（Ｏ．

Ｐ．＋１０ｍ盤）で津波高さＯ．Ｐ．＋１２．０２６ｍ（浸水深２．０２６ｍ）に

なるなどと算出された。（甲Ｂ１７８・９頁以下。本件算出津波）  

つまり，本件算出津波は，福島県沖の海溝寄りの領域で明治三陸地震と同様の波

源モデルによる津波が発生した場合，福島第一原発の東側正面からは津波がＯ．Ｐ．25 

＋１０ｍ盤に遡上することはないが，福島第一原発の敷地南側からはＯ．Ｐ．＋１
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０ｍ盤を大きく超えて津波が遡上し，１号機から４号機までの建屋が浸水しうるこ

とを示したものであった。そして，このように南側の津波高だけ大きくなるのは反

射波の影響を受けるためであった。すなわち，福島県沖は南の方が深くなっている

ところ，津波は水深が大きいほど津波の伝播は早くなるという性質があるため，本

件算出津波は南側から回り込んで福島第一原発に近づいてくる形になる。そして，5 

その津波が福島第一原発の南側の防波堤にぶつかることにより反射波が生じ，その

反射波と敷地に向かってくる津波が重なることにより，南側の津波高さが高くなる

ためであった。（甲Ｆ２・７２頁以下） 

この算出結果は，平成２０年３月１８日（一部訂正された最終のものは同年４月

１８日），土木調査グループに報告された。（乙Ｆ７の１・６９頁以下・８３頁） 10 

 本件算出津波を受けての被告東電の検討状況等 

本件算出津波は，平成１９年１１月にした概略的な検討結果であるＯ．Ｐ．＋７．

７ｍを大きく上回る算出結果であったため，どのように対応するか検討が必要な状

況になった。 

土木調査グループは，武藤栄原子力・立地本部副本部長らに対し，津波安全性評15 

価の検討状況について随時報告しており，平成２０年６月１０日，上記算出結果，

及び対策として防潮堤や防潮壁の設置が考えられることを報告した。その際，波源

に関し，本件算出津波の波源モデルは，福島県沖の既往津波が得られていないこと

から，土木学会が設定している明治三陸地震の波源モデルを流用した算出結果であ

ること，今後，推進本部の設定している波源モデルや，茨城県波源モデルに基づい20 

た波源モデルについても検討を行い，福島県沖の海溝沿いの津波高さを算定する予

定であること，推進本部の設定している波源モデルや茨城県波源モデルを用いれば

水位が低減することが見込まれるが，領域内でどこでも津波地震が発生することを

前提とした場合，相対的に精度の高い三陸沖モデルを用いないことの説明が困難と

考えられることなどが報告された。これに対し，武藤らは，Ｏ．Ｐ．＋４ｍ盤への25 

遡上高さを低減するための概略検討，沖に防潮堤を設置するために必要となる許認
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可の調査等を指示し，再度打ち合わせを行うこととなった。（甲Ｆ１４・２５頁以下，

乙Ｆ７の１・９１頁以下） 

土木調査グループは，上記指示に係る検討を行い，同年７月３１日，その検討結

果を武藤らに報告した。その際，想定津波について，三陸沖とそれ以南で地震の発

生様式が異なると説明できれば，房総沖のモデルを用いることができ，水位を低減5 

できる可能性があり，現在地震発生様式について検討を実施中であることが報告さ

れた。こうした報告を受け，武藤は，波源の信頼性に疑問があるため，その波源を

専門家に検討してもらう必要がある旨のコメントを行い，酒井は，そうであれば津

波評価部会に波源の検討を依頼することを提案した。その結果，三陸沖から房総沖

の海溝寄りの領域の津波地震の波源等の検討を土木学会に依頼し，それまでは平成10 

１４年の津波評価技術に基づいて対策を行う方針をとることとされた。また，耐震

バックチェックにおいてこの方針が否定されないよう，事前に専門家に説明してそ

の了解を得ることも指示された。（甲Ｂ２本文編３９６頁以下，甲Ｆ１４・２９頁以

下，乙Ｆ７の１・１０８頁以下，乙Ｆ８の２・５２頁以下） 

 本件算出津波２について 15 

土木調査グループでは，同年７月３１日，福島県沖の日本海溝沿いに延宝房総沖

地震の波源モデルを設定して津波評価技術による津波のシミュレーションをするこ

とを東電設計に依頼したところ，同年８月２２日，その結果が報告された。その内

容は，朔望平均満潮位（Ｏ．Ｐ．＋１．４９０ｍ）時の津波高さは，２号機取水ポ

ンプ（Ｏ．Ｐ．＋４ｍ盤）で最大Ｏ．Ｐ．＋７．２８３ｍとなるなど，１～４号機20 

の前面の津波高さはＯ．Ｐ＋１０ｍを超えないものであったが，敷地南側の津波高

さが最大Ｏ．Ｐ．＋１３．５５２ｍになるなどというものであった（甲Ｆ２・４４

頁以下，乙Ｆ７の２・２頁以下。本件算出津波２）。 

この算出結果は，平成１９年に茨城県波源モデルが公表されていたが，同モデル

はアスペリティを反映した断層モデルであり，津波評価技術をそのまま用いること25 

ができないモデルであったため，東電設計において，津波評価技術の中で示されて
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いた延宝房総沖地震の断層モデルに断層の長さを北へ８０ｋｍ延長するとの改良を

加え，さらにＭｗを８．３と切りのいい数字にした上で，この断層モデルを基準断

層モデルとして設定し，パラメータスタディを行って，最大津波水位を算出したも

のであった。（甲Ｆ２・９０頁以下，乙Ｆ９の１・８６頁以下，乙Ｆ９の２・２３頁

以下，乙Ｆ１３・１０頁以下） 5 

ウ 被告東電の方針に対する反応等 

土木調査グループは，平成２０年８月６日，東北電力等他の電力会社に，波源の

検討を土木学会に依頼するなどという方針をとることを伝えたところ，これにつき

異論はなかった。また，同年９月１０日，電事連の土木技術委員会において，波源

モデルに関する検討等，津波水位評価技術の高度化を土木学会に委託することが了10 

承された。（乙Ｆ７の２・１頁以下） 

そのため，同年１０月以降，土木調査グループは，津波評価部会を構成する専門

家等に対し，上記方針の説明に赴くこととした。そうしたところ，同月１６日に面

会した首藤及び同月１７日に面会した佐竹は，被告東電が上記方針をとることにつ

いて了承した。また，同月２３日に面会した高橋も，本件長期評価を取り入れない15 

ことについては根拠をもって対外的に説明する必要がある旨を述べたが，本件長期

評価の指摘どおりに津波地震が福島沖を含めてどこでも一様に起きる可能性がある

とは考えていなかったため，上記方針について了承はした。さらに，同月２８日に

面会した今村も，上記方針に問題はない旨述べ，また，福島県沖において明治三陸

地震の波源を考慮しなくてもいい旨コメントした。同年１２月１０日に面会した阿20 

部は，本件長期評価を取り入れないのであれば，積極的な根拠が必要である旨を述

べたが，上記方針についての否定的な意見までは述べなかった。（甲Ｆ１２・９頁以

下，乙Ｂ２１０・６頁以下，乙Ｆ１の１・２８頁以下，乙Ｆ７の２・１１頁以下，

乙Ｆ１４・４５頁以下） 

さらに，土木調査グループは，保安院から貞観津波に関する検討状況の説明を求25 

められて行われた平成２１年８月２８日及び同年９月７日のヒアリングにおいて，
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貞観津波の検討状況とともに，本件長期評価についても波源を検討した上で対応し

ていくなどといった上記方針を説明し，保安院からも了承を得た。（乙Ｆ７の２・３

６頁以下）  

エ 津波評価部会による波源の検討状況等 

こうした経過を経て，平成２１年１１月から始まった第４期津波評価部会におい5 

ては，波源モデルに関する検討等がなされた。（乙Ｂ３０４の１ないし５） 

そして，平成２２年３月２日に行われた第２回津波評価部会において，現在の津

波評価技術が，アスペリティを反映した断層モデルに対応していないことから，ア

スペリティモデルを用いた津波評価手法の検討の方針が示されるなどした。（乙Ｆ

９の２・３１頁以下，乙Ｆ９の３資料９３・弁護人提示資料８ないし１０） 10 

また，平成２２年１２月に行われた第４回（平成２２年度第２回）津波評価部会

においては，同部会の幹事団から，日本海溝沿いの海域の波源モデルについての提

案がなされた。この提案は，三陸沖から房総沖の海溝寄りプレート間大地震につい

て，北部と南部を分割し，各活動領域内のどこでも津波地震は発生するが，北部領

域に比べ，南部領域はすべり量が小さいため，南部については，１６７７年の延宝15 

房総沖地震を参考にするというものであり，これに対し特段異論はなく，承認され

た。（乙Ｆ１の１・３２頁以下，乙Ｆ１０・３３頁以下，乙Ｆ１１・３２頁以下） 

しかし，延宝房総沖地震は，太平洋プレートとフィリピン海プレートがちょうど

交差したところで発生したものであったため，この地震の波源を参考にするとして

も，どのように参考にした上で，福島県沖に波源モデルを設定するかについては，20 

なお議論が必要な状況であった。また，茨城県波源モデルはアスペリティモデルで

あったため，これをどのように用いて想定津波を設定するかについてもなお議論が

必要な状況であった。（乙Ｂ２８８の１・２０頁以下，乙Ｆ１の１・８６頁以下，乙

Ｆ１０・４２頁以下，乙Ｆ１３・１０１頁以下）。 

そして，その結論は，平成２４年１０月を目途に出される予定であった（甲Ｂ２25 

本文編・４００頁）。 
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オ 被告東電内部における津波対策方法についての検討状況等 

上記のとおり，本件長期評価に関しては，土木学会に波源モデルの検討等が依頼

された。しかしながら，被告東電では，福島第一原発において津波対策が必要とな

ることを想定し，その対策方法を検討するため，福島地点津波対策ワーキングが立

ち上げられ，以下のような検討がなされた（甲Ｂ２本文編・４００頁）。 5 

 第１回会議 

平成２２年８月２７日に行われた第１回会議では，土木調査グループから防潮堤

の設置は発電所周辺の一般家屋等に影響が生じて好ましくないという上層部の意向

が示されているため，設備側での対応が必要である旨の指摘がされた。機器耐震技

術グループからは，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの津波の衝撃力に電動機及びポンプが耐えら10 

れないため，津波対策として水密化電動機を採用する場合には，防波堤，防護壁，

建屋等の津波衝撃力緩和策及び漂流物防止策も同時に実施することが必須であるこ

とが指摘された。また，建築耐震グループからは，Ｏ．Ｐ．＋４ｍ盤にある非常用

ポンプについて，建屋扉の水密化等の対策が必要であることなどが指摘された。（乙

Ｆ７の３・４８頁以下，乙Ｆ９の１・１０６頁以下，乙Ｆ９の３資料８９） 15 

 第２回会議 

同年１２月６日に行われた第２回会議では，建築耐震グループから非常用海水ポ

ンプを格納する建屋を設置することは，他のポンプ，機器・配管等が濫立している

ため困難であることなどが報告された。そして，非常用海水ポンプに関する津波に

よる影響評価や非常用海水ポンプ周辺における津波高さの低減を図る対策の検討を20 

次回までに行うことなどが決められた。（乙Ｆ７の４資料１７２，乙Ｆ９の１・１０

８頁以下） 

 第３回会議 

平成２３年１月１３日に行われた第３回会議では，津波の侵入を防ぐため護岸上

に壁を設置した場合，Ｏ．Ｐ．＋９．０ｍ（接地面から５ｍ程度）の高さが必要と25 

なるが，その設置にあたり，スペースの問題や取水路上の重量物の設置等の課題が
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あることが指摘されるなどした。そして，今後の予定として，津波による衝撃力・

漂流物については機電側での対応が困難であるため，土木・建築側で対策を講じ，

水位上昇や海水回り込みに対しては，土木・建築側での対策検討と機電側の対策検

討（水密化など）を並行して検討し，両者合わせた最適な対策を検討することとさ

れた。さらに，津波の侵入を防ぐために設置する護岸上の壁や，非常用海水ポンプ5 

を収容する建物・構造物及びポンプ室の評価・強化工事について，継続して検討す

るなどとされた。（乙Ｆ７の４資料１７８） 

 第４回会議 

同年２月１４日の第４回会議では，土木調査グループから，土木関係の津波対策

工（防波堤嵩上げ，防潮堤構築，スクリーンポンプ室強化等）について，工事の成10 

立性（効果，コスト，工期等）を検討していくことが説明された。また，津波対策

工（防波堤嵩上げ，防潮堤構築）を実施することにより機器に与える波力を低減す

ることは可能であるが，浸水をすべて食い止める対策にはならないこと，そのため，

津波対策（非常用ポンプ，建屋等の浸水防止）については，土木・建築・機電が連

携して検討していく必要があることなどが報告された。そして，今後，工事のコン15 

セプトを確定することや，敷地南側からの遡上を防ぐための防潮堤の設置等，原子

炉建屋やタービン建屋においても津波の遡上による浸水を防ぐ対策を検討すること

とされた。（乙Ｆ７の４資料１７９） 

７ 本件事故の経過等 

⑴ 本件津波の到来等 20 

平成２３年３月１１日午後２時４６分，マグニチュード９．０の地震が発生した

（本件地震）。本件地震の震源域は，岩手県沖から茨城県沖まで及んでおり，その南

北の長さは約４５０ｋｍ，東西の幅は約２００ｋｍ，最大すべり量は５０ｍ以上で

あった（なお，明治三陸地震のすべり量は約１０ｍであり，５０ｍ以上滑ることは，

当時の地震学者は全く想定していないことであった。乙Ｂ８２・２２頁，乙Ｆ４の25 

１・４５頁以下）。また，三陸沖南部海溝寄り，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの
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一部で大きなすべり量が観測されている上，三陸沖中部，宮城県沖，福島県沖，茨

城県沖の複数の領域も震源域として連動して発生した，世界の観測史上４番目の規

模の巨大地震であり，推進本部においても想定していなかった地震である。（甲Ｂ２

本文編１５頁以下，乙Ｂ５，丙Ｂ５の１・６頁以下）  

本件地震後，これに伴う津波の第１波が同日午後３時２７分頃に，第２波が同日5 

午後３時３５分頃に福島第一原発に到来した（本件津波）。本件津波は，敷地南側か

ら１０ｍ盤を超えて４号機付近へ遡上するとともに，１～４号機の東側正面からも

１０ｍ盤を超えて遡上し，これにより１～４号機の海側エリア及び主要建屋設置エ

リアのほぼ全域が浸水した。その浸水高は，１～４号機の多くの地点でＯ．Ｐ．＋

１４～１５ｍに及んでおり，局所的には最大Ｏ．Ｐ．＋１６～１７ｍにまで至って10 

いる。（甲Ｂ２本文編１９頁・資料編２０頁，乙Ｂ３３６） 

本件地震当時，１～３号機は，定格出力運転中であり，他方，４～６号機は，定

期検査のため停止していた。そして，本件地震により１～３号機は，自動的に緊急

停止し，非常用ＤＧが起動するなどしていたところ，本件津波により非常用ＤＧが

被水するなどしたため，同日午後３時４２分頃にかけて，１，２，４号機が全電源15 

喪失に至り，３号機についても全交流電源喪失（直流電源のみ残っている状態）に

至った。（甲Ｂ１・２３頁，甲Ｂ４・３９頁以下） 

⑵ 本件事故の経過等（甲Ｂ１・１４４頁以下，甲Ｂ２本文編７７頁以下，甲Ｂ

４・５２頁以下） 

ア １号機 20 

 １号機の事故経過  

原子炉は，停止しても膨大な熱を発し続けるため，原子炉の損傷を防ぎ，放射性

物質を放出させないためにはこれを冷やし続けなければならない。そのため，１号

機では，本件地震後，ＩＣによる冷却がなされるなどしていたが，全電源喪失に至

り，ＩＣの冷却機能も失われた（なお，ＩＣは，動力を必要とせず自然循環で冷却25 

できる仕組みであり，このＩＣの冷却機能が失われた原因については，異常事態に
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なると開状態となっている隔離弁がすべて閉となるフェールセーフ機能が作動した

ためと指摘されている。）。 

しかしながら，全電源喪失により計測機器が機能しなくなり，原子炉水位等のパ

ラメータを監視することができなくなったため，ＩＣの作動状況が認識されないま

ま時が過ぎ，ＩＣの停止が認識されたのは，同日午後１１時５０分頃に，小型発電5 

機を中央制御室に持ち込んで１号機のＤ／Ｗ圧力を測定した時点であった。この測

定を受け，ＩＣが正常に機能していないことを認識した吉田は，すぐにベントの準

備をするよう指示を出すなどしたが，こうした想定外の状況に対する訓練等がされ

ていたわけではなかったため，ベントの準備には時間を要し，実際にベントを実施

できたのは，同月１２日午後２時３０分頃であった。そして，炉心損傷の過程で発10 

生したと考えられる水素が１号機の原子炉建屋内に蓄積され，これが発火したこと

により，同日午後３時３６分，同建屋が爆発し，大量の放射性物質が放出されるに

至った（甲Ｂ３本文編４０頁以下）。 

また，本件津波による瓦礫が散乱するなどし，福島第一原発の道路は車両が往来

できない状態になったものの，２号機と３号機の間のゲートを開放するなどして，15 

同月１１日午後７時頃には１～４号機への車両の通行ルートが確保された（丙Ｂ５

の１・１２７頁）。そして，１号機に対しては，同月１２日午前４時頃から消防車に

よる注水が開始され，断続的にではあるが，注水が継続されたことにより，その後

１号機の状況が落ち着くに至った。 

 １号機の炉心損傷時期等についての解析 20 

本件事故後の被告東電の解析評価によれば，同月１１日午後６時頃に燃料が露出

し，同日午後７時頃に炉心損傷が始まったものと推定されている。その後，原子炉

への注水がなされていなかったため，崩壊熱により炉心溶融し，溶融した燃料が下

部プレナム（原子炉の炉心周りの冷却材の充満している空間）に移行した後，地震

発生から約１５時間後（同月１２日午前６時頃）には原子炉圧力容器（ＲＰＶ）の25 

損傷に至ったとされている。（乙Ｂ１の１・Ⅳ－３９頁） 
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保安院のクロスチェック解析によれば，同月１１日午後５時頃に燃料が露出し，

同日午後６時頃に炉心損傷が始まり，同日午後８時頃には原子炉圧力容器が破損し

たとされている（乙Ｂ１の１・Ⅳ－４０頁）。 

政府事故調は，同月１１日午後８時７分頃以降，同月１２日午前２時４５分頃ま

での間に，溶融燃料落下による圧力容器底部の破損の可能性を含め，その閉じ込め5 

機能を喪失するような損傷が生じたと考えるのが自然である，その後，同月１１日

午後９時５１分頃までに原子炉格納容器の閉じ込め機能を損なうような損傷が生じ

ていた可能性があり，さらに遅くとも同月１２日未明までには，格納容器の閉じ込

め機能を損なうような損傷が生じていたと考えられる，などとしている。（甲Ｂ３本

文編２８頁以下） 10 

イ ３号機 

３号機では，直流を除く全交流電源を喪失したもののＲＣＩＣによる冷却は続け

られていたが，同月１２日午前１１時３６分頃にＲＣＩＣが停止したため，ＨＰＣ

Ｉによる冷却が開始されることとなった。ＨＰＣＩを同月１３日午前２時４２分頃

に手動停止した後，再起動を試みたものの奏功しなかったため，３号機についても15 

ベントを実施することとなった。しかしながら，ベントの準備に時間を要し，また，

実施してもベントがなかなか安定せず，さらに同日午前９時２５分頃から始まった

消防車による注水も何度か中断し，そうした中で，同月１４日午前１１時０１分，

３号機の原子炉建屋も水素爆発を起こし，放射性物質が大量に放出されるに至った。 

なお，同月１５日午前６時１０分頃に運転停止中であった４号機の原子炉建屋も20 

水素爆発を起こしているが，これは，３号機のベントの際に，共通排気筒への経路

の途中から４号機原子炉建屋４階に水素が逆流入したためと考えられている。 

ウ ２号機 

２号機については全電源を喪失したもののＲＣＩＣによる冷却がなされていたが，

同月１４日午後０時３０分頃までには注水機能が喪失した。その後，２号機につい25 

てもベントの実施を試みたが，ベント機能が十分に果たされず，代替注水を開始す
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るも，断続的かつ不十分な注水量しか確保できなかった。その結果，同日午後９時

１８分頃までには圧力容器又はその周辺部にその閉じ込め機能を損なうような損傷

が生じ，その後格納容器についてもその閉じ込め機能を大きく損なうような損傷が

生じて，大量の放射性物質が放出されたと考えられている。（甲Ｂ２本文編２２８頁

以下，甲Ｂ３本文編３２頁以下） 5 

エ ５号機及び６号機 

５号機には，タービン建屋前面での浸水深が約１ｍに及ぶ津波が襲来し，６号機

についてもタービン建屋前面で浸水深が約１．５ｍに及ぶ津波が襲来した。その結

果，５号機についても一部のＰ／Ｃを除いてすべての電源設備が機能喪失し，全交

流電源喪失となった。しかしながら，６号機は，一部の非常用ＤＧが被水を免れ，10 

交流電源が確保され，５号機へ電気融通を行うことにより，５，６号機については，

各種監視計器が確認でき，また，原子炉圧力の減圧，原子炉への注水といったプラ

ント制御に必要な操作を行うことができた。そして，本件津波による被害によりＲ

ＨＲを起動させることができない状況となったものの，原子炉を制御しながらＲＨ

Ｒの復旧を進めるという方針で事故対処にあたり，ＲＨＲが復旧するなどしたため，15 

炉心融解等することなく冷温停止に至った。（甲Ｂ２資料編Ⅱ－１１，甲Ｂ３本文編

８５頁以下） 

⑶ 被告東電による事故原因の分析等 

ア 福島原子力事故調査報告書（丙Ｂ５の１） 

被告東電は，事故原因等を明らかにすること等を目的として，社内に，福島原子20 

力事故調査委員会を設置して調査・検証を進め，平成２４年６月２０日，福島原子

力事故調査報告書を作成・公表した。そのうち，津波への備え，安全確保への備え，

事故原因とその対策についての記載の概要は以下のとおりである。 

 津波への備え（丙Ｂ５の１・１６頁以下） 

本件長期評価では，「津波の波源として想定すべき波源モデルが定まっていない25 

こと」（丙Ｂ５の１・２１頁）や，本件算出津波は，「三陸沖など他の地域に設定さ
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れていた波源モデルを仮に借用して計算したものに過ぎなかった」（丙Ｂ５の１・３

２頁）ことなどから，「波源を確定していくための活動の一環として・・・平成２１

年６月に土木学会に波源モデル策定について審議を要請した。」（同３３頁）として

いる。また，「既設プラントの津波評価については，・・・明確な基準がないために，

時として審査が長引き，検討などにおいて手戻りを生じる結果となる。・・・審査の5 

判断基準を明確にすることが重要であり，津波においては第三者機関で波源モデル

を決定することが必要不可欠と考えていた。・・・今回のような大きな地震や津波が

くるとは想定していなかったし，想定できなかったのが実態である。」（同頁以下）

などとしている。 

 安全確保への備え（丙Ｂ５の１・３５頁以下） 10 

「自社，他社プラントの運転経験をはじめとする知見を随時発電所の状況確認，

設備・運転の改善に反映し，原子力災害のリスク低減策について継続的に取り組ん

できた。」（丙Ｂ５の１・３９頁），「事故の対応に必要な「止める」，「冷やす」，「閉

じ込める」機能及びその電源系は，多重性や多様性及び独立性を備え，設計上の想

定事象を超えた範囲においても事故の発生を想定し，できる限り事故時に設備機能15 

を喪失することがないよう強化してきた。・・・しかしながら，今回の事象は，この

ような我々の設計を超えた想定事象を大幅に上回るものであり，備えの前提を大き

く外れるものであった。」（同４１頁以下）などとしている。 

 事故原因と対策（丙Ｂ５の１・３２５頁以下） 

「今回の津波のような事例に対抗するためには，基本的な考え方として想定を超20 

える事象が発生することを考慮した上で，以下の考えに沿って対策を講じる。①津

波に対して遡上を未然に防止する対策を講じる。②さらに，津波の遡上があったと

しても，建屋内に侵入することを防止する。③万一，建屋内に津波が侵入したとし

ても，機器の故障と違って，津波の影響範囲は甚大で多くの機器に影響を与える可

能性があることから，その影響範囲を限定するために，建屋内の水密化や機器の設25 

置位置の見直し等を実施する。④上記①～③の徹底した対抗策の実施により津波に
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よるプラントへの影響は，最小限にとどめることができると考えられるが，それさ

えも期待せず，津波により発電所のほとんどの全ての設備機能を失った場合を前提

としても，原子炉への注水や冷却のための備えを発電所の本設設備とは別置きで配

備することで事故の収束を図る。」として，今後，原子力発電所の津波対策として，

上記①～④の対策を講ずるとしている。 5 

そして，上記①～④の対抗策の具体的イメージとして，①については防潮堤，②

については，防潮壁，防潮板，扉水密化，③については重要機器水密化，④につい

ては可動式熱交換器設備，消防車，電源車，ガスタービン発電機車を挙げている。 

イ 福島原子力事故の総括および原子力安全改革プラン（東電総括報告書。甲Ｂ

３０） 10 

上記福島原子力事故調査報告書について，事故を防げなかった原因に関して十分

な分析結果が示されていないなどとの批判を受け，被告東電は，新たに原子力改革

特別タスクフォースを設置して本件事故の原因分析等を行い，平成２５年３月２９

日，福島原子力事故の総括および原子力安全改革プランを作成・公表した。 

同報告書において，被告東電は，総括として，原子力発電所設備面の不備と，事15 

故時の広報活動の２点について深く反省するとしている。前者について，このよう

な事態に至ってしまったのは，設計段階から外的事象を起因とする共通原因故障へ

の配慮が足りなかったことなどが原因であり，そうした設計段階の技術力不足や更

にその後の継続的な安全性向上の努力不足により本件事故を引き起こしたことを深

く反省するとしている。後者については，炉心融解が生じていることを公表したの20 

が平成２３年５月２４日と大幅に遅れるなど，広報活動全般が迅速さと的確さを欠

き，全国・全世界の方々の不安や不信を招いてしまったことを深く反省するとして

いる。 

そして，同報告書では，前者に関し，過酷事故の想定と対策の状況，津波高さの

想定と対策の状況，事故対応状況などといった観点から，その問題点が具体的に列25 

挙されているところ，そのうち，過酷事故の想定と対策の状況，津波高さの想定と
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対策の状況について被告東電自ら指摘した具体的問題点は以下のとおりである。 

 過酷事故の想定と対策（甲Ｂ３０・１１頁以下） 

①旧原子力経営層は，過酷事故の発生を経営リスクと捉えず，継続的に安全性を

高めていく活動を重要な経営課題として明示していなかった。内的事象に対するア

クシデントマネジメント策終了後，１０年たっても外的事象に対する目立った対策5 

は行わなかった。 

②アクシデントマネジメント策を規制要件とすることに対し，当社を含む電気事

業連合会は，国に対し強く反対していた。新たに安全対策を規制要件化することで

訴訟において不利になったり，規制化されコストに見合わない対策を求められるこ

とを恐れていた。 10 

③発電所における原子炉安全に関する組織が弱くなっていた。 

④外的事象に対する確率論的リスク評価の手法開発に時間が掛かった。 

⑤テロ対策関連の情報をとらえることができなかった。 

⑥９・１１テロを見て，自ら対策を実施するに至らなかった。 

⑦深層防護の観点での対策の発想がなかった。 15 

⑧海外の運転経験の調査を，的確に安全性の向上対策に活かすことに消極的であ

った。すなわち，平成１１年１２月にフランスのルブレイエ原子力発電所において

洪水により３プラントの建屋内に水が侵入し，電源喪失事故に陥る事故が発生した。

平成１３年３月には台湾の馬鞍山原子力発電所において，送電線事故により外部電

源喪失事故が発生し，更に非常用ディーゼル発電機の起動失敗が重なったため，全20 

電源喪失事故となった。平成１６年１２月にはインドのマドラス原子力発電所にお

いて，スマトラ島沖地震によって発生した津波によってマドラス原子力発電所の海

水ポンプが浸水した。こうした事故が生じていたにもかかわらず，影響ありと判断

し対策を実施することになると，新たな仕事を増やすことにつながることから消極

的な調査にとどまるなどしていた。 25 

⑨運転経験情報検討手順が教訓を拾い上げにくいプロセスになっていた。 
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⑩規制当局の判断に依存し，自ら深く考察して問題を発見する姿勢が不足してい

た。 

 津波高さの想定と対策（甲Ｂ３０・１６頁以下） 

津波高さの想定と対策の経緯に関し，土木学会の津波評価技術が定まった以降に

も，平成１４年に本件長期評価が出された時，平成１６年にスマトラ沖津波が発生5 

した時，平成１８年に溢水勉強会に関連して津波影響を評価した時，平成２０年に

本件算出津波を試算した時などと，津波に対して有効な対策を検討する機会がいく

つもあったとした。その上で，「土木学会の検討だけに頼らず，自ら必要な対策を考

えて電池室の止水や予備電源の準備等の対策が実施されていれば，今回の東北地方

太平洋沖地震津波に対しても一定の影響緩和が図られ，大量の放射性物質の放出と10 

いう最悪の事態を防げた可能性がある。」とした。 

その上で，具体的な問題点として，以下の５つを挙げている。 

①津波という不確かさが大きな自然災害に慎重に対処するという謙虚さが不足し

た。旧原子力経営層は，巨大津波が発生するか否かに傾注してしまい，災害として

発生した際の影響度が大きい（クリフエッジ事象である）ことを踏まえて迅速に対15 

策を実施するという意識が不足した。 

②法令や規格・基準を満たしていれば十分とし，規格・基準を超えて自ら慎重に

リスクを検討する力が欠けていた。安全及び設備設計担当部門は，土木学会の「原

子力発電所の津波評価技術」は福島県沖の海溝沿いには津波波源はないとの見解を

保証したものではないことを認識していなかった。旧原子力経営層は，自社内の試20 

算だけでは対策につなげる根拠は弱いとして，土木学会の専門家に検討を依頼し，

迅速な対策は実施されなかった。 

③原子力の設計では保守的に判断することが一般的であるが，新しい知見・見解

の取り入れに対しては消極的であった。地震本部の見解も多数の専門家が集まって

出した結論であり，土木学会だけに頼らず，真摯に提言に耳を傾ける姿勢が旧原子25 

力経営層に不足した。旧原子力経営層は，高い安全意識を持って自然災害が原子力
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災害につながるリスクを慎重に考え，深層防護に則った対策を実施するべきであっ

た。 

④防潮堤による津波防止対策は考えるが，原子力災害が発生した後の緩和策とい

う柔軟な考えに至らず，実効性があり迅速に適用できる対策を採用できなかった。

安全，設備設計及び津波評価部門は，津波を完璧に防ぐ対策を基本とし，影響緩和5 

対策（深層防護の第３層，第４層）の発想が乏しかった。 

⑤完璧に津波の影響を封じることができる対策でないと，立地地域及び規制当局

のみなさまに納得してもらえないと思いこんだ。 

⑷ 被害の状況等 

本件事故により，ヨウ素換算でチェルノブイリ原発事故の約６分の１に相当する10 

およそ９００ＰＢｑ（ペタベクレル）という大量の放射性物質が放出され，これに

より，福島県内の１８００平方キロメートルもの広大な土地が，年間５ｍＳｖ以上

の空間線量を発する可能性のある地域となり，本件事故による避難人数は平成２３

年８月２９日時点で約１４万６５２０人にまで及んでいる（甲Ｂ１・３２９頁以下）。 

第２ 損害賠償請求の訴訟要件 15 

１ 将来請求部分の訴えの適法性 

請求の趣旨第３項の請求に対し，被告国は，将来給付に係る部分は権利保護の要

件を欠くものであって，将来の給付を求める訴えにおける請求権としての適格を有

するとはいえない旨主張していることから，この点について検討する（将来請求部

分の訴えの適法性は訴訟要件であることから，被告東電に対する請求についても職20 

権で検討する。）。 

原告らは，請求の趣旨第３項について，定期金による賠償を求めるものではなく，

避難状態が継続し，損害が継続していることを前提とした請求である旨主張してい

る（原告第６１準備書面２頁）から，同請求のうち，将来の履行を求める部分は，

いまだ損害が現実化しておらず，損害賠償請求権が発生していない将来の給付を求25 

めるものと解される。 
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そのような将来発生すべき損害賠償請求権については，たとえ同一態様の損害が

将来も継続されることが予測される場合であっても，損害賠償請求権の成否及びそ

の額をあらかじめ一義的に明確に認定することができず，具体的に請求権が成立し

たとされる時点において初めてこれを認定することができ，かつ，その場合におけ

る権利の成立要件の具備については債権者においてこれを立証すべきであり，事情5 

の変動を専ら債務者の立証すべき新たな権利成立阻却事由の発生としてとらえてそ

の負担を債務者に課するのは不当であると考えられるようなものは，将来の給付の

訴えを提起することのできる請求権としての適格を有しないものと解するのが相当

である。（最高裁昭和５６年１２月１６日大法廷判決・民集３５巻１０号１３６９頁，

最高裁平成１９年５月２９日第三小法廷判決・集民２２４号３９１頁，最高裁平成10 

２８年１２月８日第一小法廷判決・裁時１６６５号５頁） 

そして，本件における損害賠償請求権の成否及びその額は，原告らの生活状況の

変化，津島地区の空間線量率の変化及びこれに伴う避難指示の解除の有無等の事情

によって左右されるものであり，損害賠償請求権の成否及びその額をあらかじめ一

義的に明確に認定することができるとは言えない。また，損害発生の有無やその額15 

などといった損害賠償請求権の成立要件の具備については，原告側において立証す

べき事項といえ，原告らの個別の生活状況の変化等，事情の変動の立証の負担を被

告らに課すのは不当といえる。 

そうすると，請求の趣旨第３項のうち，被告らに対し，本件口頭弁論終結日の翌

日以降の金員の支払を求める部分は，将来請求としての適格性を欠き，いずれも不20 

適法である。 

２ 被告東電の主張について 

また，被告東電は，請求の趣旨第２項に係る請求は，そもそも執行することがで

きない内容を請求内容とするものであり，実現不可能な行為を被告らに求めるもの

であるところ，第３項に係る請求も，かかる不適法な請求が履行可能であることを25 

前提とするものであるから，不適法であり，全部却下されるべきと主張する。しか
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しながら，仮に被告東電の主張するとおり，津島地区全域の放射線量を毎時０．２

３マイクロシーベルトに至るまで低下させることが実現不可能であるなどと考えた

としても，そうした事情は将来請求の終期に関わる事情にすぎない。そうすると，

そのことによって，将来給付を求める部分の請求の適格性の判断に影響を与えるこ

とはありうるとしても（同部分がいずれにしろ不適法であることは前記のとおりで5 

ある。），それに加えて，現在給付を求める部分まで請求の適格性が失われることに

なるとは考えられない。 

以上からすれば，第３項の請求を全部却下すべきとの被告東電の主張は採用でき

ない。 

第３ 被告国の損害賠償責任（国家賠償法１条１項） 10 

１ 規制権限の有無 

⑴ 当事者の主張 

原告らは，主位的には，平成１４年か，平成１８年，また遅くとも平成２０年に

は，福島第一原発が浸水する程度の津波の予見可能性が認められることから，省令

６２号４条１項の基準に適合していないとして，被告国は技術基準適合命令を発す15 

べきであった旨主張している。また，仮に津波の危険性が存しても当時の省令６２

号の基準には適合していると解される場合に備え，予備的に，省令６２号に本件事

故後と同様の省令の改正をした上で，技術基準適合命令を発すべきであった旨主張

している。 

他方，被告国は，原告らの主張する事項は，基本設計ないし基本的設計方針（基20 

本設計等）の安全性に関わる事項であるところ，これらの事項はそもそも技術基準

適合命令を発令することはできないものであったなどと主張している。 

すなわち，被告国は，原告らの主張する規制権限行使の内容は，敷地高さを超え

る津波を想定した設備上の対策を講じるというものである，これは，敷地高さと想

定津波との間に十分な高低差があることをもって，津波による浸水等から原子炉施25 

設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないとしていた福島第一原発の設置
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（変更）許可処分における津波対策に係る基本設計等と相いれない，したがって，

そのような対策を講じるには基本設計等の変更が当然に必要となる，そうしたとこ

ろ，電気事業法３９条により適合維持義務が課されている技術基準は，基本設計等

の妥当性が原子炉設置許可の段階で確認されていることを前提に，これを踏まえた

詳細設計に基づき，工事がされ，使用に供される事業用電気工作物の具体の部材，5 

設備等の技術基準として省令６２号により定められているものであり，同法４０条

は，かかる技術基準に適合していないと認められる場合にこれを技術基準に適合さ

せるための措置を命ずることを規定したものである，したがって，基本設計等の安

全性に関する事項について，技術基準適合命令を発することはできなかったなどと

主張している。 10 

⑵ 技術基準適合命令を発する権限が認められること 

 ア そこで検討すると，被告国は，原告らの主張する技術基準適合命令の内容が，

基本設計等の変更を求めるものであることを前提とした上で，上記主張をしている

ところ，そもそもその前提自体に疑問がある。すなわち，確かに福島第一原発の設

置許可処分においては，敷地高さと想定津波との間に十分な高低差があることをも15 

って津波による浸水を防ぐことを前提としていたと認められる。しかしながら，そ

の後にさらに高い津波に対する対策が必要となった場合に，原告らの主張するよう

な水密化や可搬式設備による補完措置等の対策を講じるとしても，それは，Ｏ．Ｐ．

＋１０ｍ盤に福島第一原発を設置することで浸水を防ぐという津波対策の基本方針

等を変更するわけではなく，いわばその対策と重畳する形でこうした措置をも講じ20 

るものである。したがって，これらの措置は基本設計等の妥当性が確認された後の

段階で行われる対策とも考えられるのである。実際，東海第二発電所において防水

扉や防潮シャッターといった対策を講じられた際も，そうした措置は原子炉設置許

可の記載事項を変更するものではないため，原子炉設置変更許可は不要であるとさ

れている（乙Ｆ１３通し番号２０８頁）。そうすると，原告らの主張する技術基準適25 

合命令は，必ずしも基本設計等の変更を求めるものとはいえない。 
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また，技術基準適合命令の内容には，経済産業大臣が電気事業法３９条の定める

技術基準に適合していないと判断した理由が具体的に記載されるとは考えられるも

のの，更に進んで，その改善のためにいかなる具体的措置を取るべきかまでは命令

中では特定されず，その点は命令を受けた被告東電において具体的措置を検討し，

適宜の方法を選択することになると解される。そうすると，原告の主張するような5 

技術基準適合命令を発した場合において，被告東電が基本設計等を変更するという

方法で技術基準に適合させようとするのか，基本設計等は変更しないで技術基準に

適合させようとするのか，発令時点において経済産業大臣には把握できないはずで

ある。それにもかかわらず，上記命令に対して，被告東電が基本設計等の変更とい

う形で対応すると，その命令についてそもそも経済産業大臣の権限がなかったこと10 

になる，などという解釈は，不自然不合理と言わざるを得ない。 

さらに，仮に被告国の主張するとおり，原告の主張する技術基準適合命令の内容

が基本設計等の変更を求めるものであると解釈したとしても，被告国の主張は採用

できない。なぜなら，電気事業法３９条においては，「経済産業省令で定める技術基

準に適合するように維持しなければならない」と規定されているにすぎないのであ15 

って，ここで定める技術基準に，基本設計等は含まれないものと解釈しなければな

らないような文言は見当たらない。実際，これを受けた省令６２号においても，例

えば，原子炉施設等が津波等によって損傷を受けるおそれがある場合に，「防護施設

の設置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならない」と規定され

ている（４条１項）など，基本設計にも関わると解される基準が定められている。20 

実質的に考えても，設置許可後，原子炉周辺環境の変化や，知見の進歩等によって，

基本設計等について安全性を欠くに至る場合は想定しうるところ，かかる場合にお

いて，もし被告国の主張するとおりに解釈すれば，被告国としては，強制力を有し

ない行政指導をするか，設置等許可処分を取り消すなどといった両極端の規制手段

しかとりえなかったということになる。しかしながら，そうした規制手段しかない25 

となると，被告国において実効的な規制を行うことが困難になることは明らかであ



 

 

 80 

って，かかる解釈は，厳重な安全規制によって安全性を確保するという原子力基本

法，炉規法，電気事業法の趣旨，目的に照らし，不合理と言わざるを得ない。 

以上からすれば，上記被告国の主張は採用できない。 

イ そして，平成１４年当時の省令６２号４条１項において「津波・・・により

損傷を受けるおそれがある場合」などと定められており，平成１７年に改正された5 

後の省令６２号４条１項においても「自然現象（・・・津波・・・）により原子炉

の安全性を損なうおそれがある場合」などと定められていた（前記第１・１⑷）こ

とからすれば，経済産業大臣は，津波により事故が生じるおそれがあると認められ

た場合には，省令６２号を改正することなく，当時の省令６２号４条１項の定める

基準に適合していないとして，技術基準適合命令を発する権限自体は有していたと10 

認められる。 

２ 違法性 

⑴ 違法性の判断枠組み等 

そこで，次に，平成１４年，平成１８年，または遅くとも平成２０年までに，被

告国において，省令６２号４条１項の基準に適合していないとして，技術基準適合15 

命令を発する義務があったか否かについて検討する。 

まず，前記第１・１⑶⑷記載のとおり，技術基準適合命令について定めた電気事

業法４０条は，「経済産業大臣は，事業用電気工作物が前条第一項の経済産業省令で

定める技術基準に適合していないと認めるときは，事業用電気工作物を設置する者

に対し，その技術基準に適合するように事業用電気工作物を修理し，改造し，若し20 

くは移転し，若しくはその使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用を制限

することができる。」と定め，また，省令６２号４条１項は，平成１４年当時におい

て，「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン

及びその附属設備が地すべり，断層，なだれ，洪水，津波又は高潮，基礎地盤の不

同沈下等により損傷を受けるおそれがある場合は，防護施設の設置，基礎地盤の改25 

良その他の適切な措置を講じなければならない。」と定め，平成１８年当時は，「原

javascript:void(0);
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子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及びその

附属設備が想定される自然現象（地すべり，断層，なだれ，洪水，津波，高潮，基

礎地盤の不同沈下等をいう。ただし，地震を除く。） により原子炉の安全性を損な

うおそれがある場合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなけ

ればならない。」と定めていた。このように，電気事業法４０条が「・・・できる。」5 

と定めるなど，これらの規定が技術基準適合命令の発令要件等を一義的に明確に定

めているわけではないことや，原子力発電所の安全性の確保は専門的技術的判断を

要する事項であることに鑑みれば，これらの規定は，経済産業大臣に専門的技術的

裁量を認めているものと解される。 

このように，技術基準適合命令という規制権限の行使に裁量が認められているこ10 

とに鑑みれば，その規制権限の不行使は，規制権限を定めた法令の趣旨，目的や，

その権限の性質等に照らし，具体的事情の下において，その不行使が許容される限

度を逸脱して著しく合理性を欠くと認められる場合に，被告国に作為義務違反が認

められ，違法性が肯定されるものと解すべきである。かかる違法性の有無を判断す

るにあたっては，規制権限を定めた法が保護する利益の内容及び性質，被害の重大15 

性及び切迫性，予見可能性，結果回避可能性，現実に実施された措置の合理性，規

制権限行使以外の手段による結果回避困難性（被害者による被害回避可能性），規制

権限行使における専門性，裁量性などの諸要素の全部または一部を総合的に考慮し

て検討すべきといえる。（最高裁平成元年１１月２４日第二小法廷判決・民集４３巻

１０号１１６９頁，最高裁平成７年６月２３日第二小法廷判決・民集４９巻６号１20 

６００頁，最高裁平成１６年４月２７日第三小法廷判決・民集５８巻４号１０３２

頁，最高裁平成１６年１０月１５日第二小法廷判決・民集５８巻７号１８０２頁，

最高裁平成２６年１０月９日第一小法廷判決・民集６８巻８号７９９頁） 

そして，本件では，上記考慮要素のうち，予見可能性が激しく争われているため，

まず予見可能性について検討することとする。そして，原告らは，技術基準適合命25 

令義務を生じさせる予見可能性の基礎となる事情として，さまざまな事実を指摘し
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ている。もっとも，原告らの予見可能性の主張の中心は本件長期評価であるから，

まずは本件長期評価について論ずることとする。 

⑵ 予見可能性 

ア 予見可能性の判断枠組み 

 まず，被告国は，予見可能性の判断枠組みについて，伊方原発判決（最高裁5 

平成４年１０月２９日第一小法廷判決・民集４６巻７号１１７４頁）を参考に，設

定された具体的審査基準に不合理な点があるか否かと，その基準を当てはめた判断

過程に看過し難い過誤，欠落があるか否かという二段階の審査によって判断すべき

である旨主張している。 

 しかしながら，同判決は，設置許可処分の取消しが問題となった事案であり，10 

そこでは許可処分という作為の違法性一般が問題となっている。他方，本件では，

規制権限を行使しなかったという不作為の違法性が問題となっており，その判断の

実質は，原告の主張する作為義務が認められるか否かであるから，許可処分という

作為の違法性一般の判断基準をそのまま本件に用いることには疑問がある。そもそ

も，不作為の違法が問題となる場合には，規制機関が何もしておらず，判断過程が15 

存在しない場合が多いと考えられる。実際，本件でも，前記第１・６記載のとおり，

被告国は，平成１４年８月に，本件長期評価を確率論的安全評価で扱うことを是と

した後，本件長期評価から予見可能な津波に対する対策の要否等について特段検討

をしていない。それにもかかわらず，不作為の違法について，規制機関の判断過程

に着目して審査するなどというのは，審査対象が不明確と言わざるを得ない。（なお，20 

この点を考慮してか，被告国は，判断過程とは，原子力規制機関の規制行政上の判

断過程一般を含む趣旨であるなどと主張している（被告国第４０準備書面１０頁）。

しかしながら，「一般」などといった広汎かつ漠然とした過程を判断対象とするので

あれば，その検討は，結局，規制機関がいかなる知見をいつ得たか，その時点で何

らかの作為を行うべきであったかといった検討にならざるを得ないと考えられるか25 

ら，判断過程を審査すべきとの被告国の主張と，当裁判所の判断手法に，もはや実
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質的な差異はないとも考えられる。） 

さらにいえば，被告国は，予見可能性の判断枠組みとして上記二段階審査の枠組

みを主張するが，伊方原発判決でも，違法性の判断枠組みとして上記基準を用いて

いると解されるのであり，それにもかかわらず，違法性判断の一要素である予見可

能性にこの判断基準を用いるのも相当でない。 5 

 これに対し，被告国は，①原子炉施設の安全審査に当たって，極めて高度な

最新の科学的，専門技術的知見に基づく総合判断が必要となるという点は，原子炉

施設の設置許可処分段階と使用開始後で異なるものではなく，設置許可処分段階の

原子炉施設の安全審査は，その性質上，上記二段階の審査とならざるを得ないので

あるから，使用開始後の原子炉施設の安全性に関する司法審査も，上記二段階の審10 

査でなされるべきである旨主張する。また，②原子炉施設の使用開始後においては，

原子力規制機関が，炉規法２４条１項４号の「災害の防止上支障がない」か否かを

判断し，必要があれば規制に取り入れるなどしており，これが適切になされていれ

ば，原子炉施設の安全審査は適切に行われていることになるから，本件において，

裁判所が予見可能性の有無について審査を行うことは，原子炉施設の使用開始後に15 

おいて，炉規法２４条１項４号の「災害の防止上支障がない」か否かを判断するの

と同じことに帰着するなどとも主張する。 

しかしながら，①当裁判所が被告国の主張する二段階審査の枠組みを採用しない

のは，あくまで，伊方原発判決の事案と異なり本件では不作為が問題となっている

からである。当裁判所としても，使用開始後の原子炉施設の安全性に関する行政庁20 

の作為が問題となる場面においてまで，二段階審査の枠組みを採用しない旨述べて

いるわけではない。また，②炉規法２４条はあくまで設置許可の定めであるし，炉

規法７３条は，電気事業法及び同法に基づく命令の規定による検査等を受けるべき

原子炉施設であって実用発電用原子炉にかかるものについては，炉規法２７条（設

計及び工事の方法の認可），２８条（使用前検査等），２９条（施設定期検査）は適25 

用しない旨定め，これらの規制を電気事業法に委ねている（前記第１・１⑵）。そう
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すると，本件は，端的に電気事業法３９条の技術基準の適合性が問題となっている

ととらえるべきであり，炉規法２４条１項４号の要件該当性の問題ととらえるのも

相当ではない。 

よって，上記被告国の主張はいずれも採用できない。 

 以上より，当裁判所は，端的に，本件長期評価等の各証拠から，いつ，いか5 

なる予見可能性が認められるかを検討することとする。 

イ 予見可能性の対象，程度 

次に，予見可能性の対象，程度についても争いとなっているところ，この点につ

いて，原告らは，予見可能性の対象は，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの福島第一原発が浸水す

るような津波が襲来することについての予見可能性で足りる旨主張し，予見可能性10 

の程度は，客観的かつ合理的根拠を有する科学的知見で足りる旨主張している。他

方，被告国は，予見可能性の対象は，本件地震及びこれに伴う津波と同規模の地震

及び津波が福島第一原発に発生又は到来することであり，その程度は，客観的かつ

合理的根拠をもって，通説的見解といえる程度に形成，確立した科学的知見に基づ

く具体的な法益侵害の危険性を予見することができることが必要であるなどと主張15 

している（被告国第３準備書面３頁以下）。 

そこで検討すると，まず，本件津波と同規模のものの到来の予見可能性がなけれ

ば違法性を肯定しえないとか，通説的見解といえる程度に形成，確立していないと，

およそ予見可能性を肯定しえないとの被告国の主張は採用できない。なぜなら，福

島第一原発の主要な電源系統が１階ないし地下１階に設置されていた（前記第１・20 

２⑷イ）ことなどからすれば，本件津波と同規模の巨大な津波でなくとも，福島第

一原発が浸水するような津波が襲来すれば，本件事故と同様に電源を喪失するなど

して事故に至る可能性は認められる。そうすると，そのような津波が予見できる場

合において，被告国に津波対策の作為義務が生じうることは十分に考えられる。ま

た，被告国の主張するような高度に確立した知見でなくとも，予見される被害の重25 

大性等，その余の作為義務の考慮要素次第では，被告国に作為義務が生じうること
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も十分に考えられるからである。 

以上からすれば，原告らの主張は，そのような対象・程度の予見可能性であって

も，作為義務が生じ得るという点で，基本的に相当といえる。 

しかしながら，翻って考えてみるに，そもそも，予見可能性は違法性判断の一要

素である。そして，原告らの主張する，福島第一原発が浸水するような津波といっ5 

ても，同原発がわずかに浸水する津波か，大きく浸水する津波かによって，その危

険性は大きく異なる。また，原告らの主張するような予見可能性の程度で作為義務

が生じることがありうるとしても，その程度にとどまる場合と，高度な予見可能性

が認められる場合とでは，対策の必要性の高さや優先度も大きく異なる。このよう

に，予見できる津波の規模や程度によって，危険度や対策の必要性等は大きく変わ10 

ってくるのであって，そういった事情も加味して違法性を判断するのが相当といえ

る。  

以上より，当裁判所としては，本件長期評価からいかなる津波の予見可能性がど

の程度認められるかを認定した上で，それを一要素として違法性を判断することと

する。 15 

そして，本件では，予見可能性を検討していく上では，この検討が，いまだ津波

や地震を科学的に十分に解明できたとはいえない状況の中で，原子力発電所という

一たび事故が発生すれば甚大な被害を発生させる危険性が生じる施設を運転する場

面でのものであることに留意しなければならない。 

すなわち，前記第１・２⑵記載のとおり，原子力発電所は一たび事故が発生すれ20 

ば甚大な被害を生じさせる危険性を有しており，それゆえ万が一にも事故が生じな

いように対策を講ずることが求められるといえる。そうしたところ，いまだ津波や

地震を科学的に十分に解明できたとはいえない状況にあっては，その時点で解明で

きた，最先端ともいえる知見をもって予見したとしても，それを超える規模や態様

の地震や津波が発生することがあり得ることは，本件の地震及び本件津波の事例か25 

らも明らかである。このような中で，原子力発電所を運営する以上，それまでの知
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見から解明できた規模や態様の津波をいわば上限として対策を講じ，これを超える

津波に対して，想定外であるとして対策を講じないということは許されないという

べきである。本件で求められる予見可能性の程度の検討に当たっても，上記の点に

留意して検討されるべきである。 

ウ 津波算出義務 5 

 津波算出義務の有無 

ａ 当事者の主張 

そこで，次に，本件長期評価からいかなる予見可能性が認められるかを検討する

と，この点について，原告らは，原発の危険性などからすれば，被告国には危険性

に関する調査研究義務（予見義務）があるのであって，平成１４年に本件長期評価10 

が公表された時点で，同長期評価に基づき，明治三陸地震の波源を福島県沖に置い

て津波を算出すべきであった旨主張している。他方，被告国は，保安院において本

件長期評価について調査検討をする必要が生じたことは認めるものの，本件長期評

価の科学的根拠について調査をしたところ，本件長期評価が客観的かつ合理的根拠

に裏付けられた知見であるとは認められなかったなどとして，これを争っている。 15 

ｂ 被告国の調査状況 

そこで，保安院がいかなる調査を行ったかについてみてみると，その調査内容は，

前記第１・６⑴記載のとおり，概要，以下のようなものであった。 

本件長期評価の公表を受け，平成１４年８月，保安院は，被告東電に対し，福島

県沖で発生する津波地震のシミュレーションを求めたが，被告東電からこれを拒ま20 

れたため，推進本部がどのような根拠から本件長期評価を示したか委員に確認する

よう指示した。被告東電は，佐竹にメールにてこれを尋ねたところ，佐竹は，自分

を含め反対意見はあったが，慶長三陸地震と延宝房総沖地震の波源がはっきりしな

いため，海溝沿いのどこで起きるかわからないとされた，谷岡・佐竹論文と本件長

期評価のどちらが正しいかよくわからないが，谷岡・佐竹論文と異なり推進本部で25 

は約４００年間のデータを考慮しているなどと回答した。保安院は，被告東電から
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上記回答の報告を受け，本件長期評価は具体的な理学的根拠が伴うものとは確認で

きないとして，シミュレーションを行わずに確率論で扱うことを了承したなどとい

うものである。 

ｃ 調査義務を尽くしたとは認められないこと 

そこで，このような調査により，調査義務を尽くしたといえるかを検討すると，5 

ここではまず，原子力発電所においては高度な安全性が要求されることを指摘しな

ければならない。すなわち，原子力発電所は，人体に有害な放射性物質を極めて広

範囲に発散させる危険性を有しており，その事故の損害は，昭和３５年当時の報告

書で，最大で，損害額３兆７３００億円，９万９０００人の早期立退き，１７６０

万人の６か月避難・移住，１５万平方キロメートルの農業制限に及ぶなどとも算出10 

されていたのであり（前記第１・２⑵），それから５０年以上も経ち，当時と人口規

模も，経済規模も大きく異なる平成１４年当時では，避難人員や生じる損害額は，

これとは比較にならないものとなることも念頭に置かなければならないというべき

である。そして，本件事故により現実に発生したところは，福島県内の１８００平

方キロメートルもの広大な土地が，年間５ｍＳｖ以上の空間線量を発する可能性の15 

ある地域となり，本件事故による避難人数は平成２３年８月２９日時点で約１４万

６５２０人にまで及ぶという甚大なものであった（前記第１・７⑷）。 

原子炉が原子核分裂の過程において高エネルギーを放出する核燃料物質を燃料と

して使用する装置であり，その稼働により，内部に多量の人体に有害な放射性物質

を発生させるものであって，原子炉を設置しようとする者が原子炉の設置，運転に20 

つき所定の技術的能力を欠くとき，又は原子炉施設の安全性が確保されないときは，

当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命，身体に重大な危害を及ぼし，周

辺の環境を放射能によって汚染するなど，上記のような深刻な災害を引き起こすお

それがあることに鑑み，こうした災害が万が一にも起こらないようにするため，原

子力基本法，炉規法，電気事業法等の各法令（第１・１）が，規制者側に事業者に25 

対する規制権限を付与し,安全性を確保しようとしたものと解され，本件において
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問題となる電気事業法４０条の技術基準適合命令も，違反者に対して刑罰による制

裁を課してまで，安全性を確保しようとしているのである。こうしたことにも鑑み

れば，被告国において課されている調査義務も，上記趣旨に照らして高度なものと

いうべきである。したがって，原子力発電所において何らかのリスクが示された場

合には，そのリスクにより原発事故が生じないよう，被告国においてそのリスクの5 

危険性等を十分に調査しなければならないといえる。 

そうしたところ，本件長期評価は，津波評価技術においては想定されていなかっ

た，福島県沖の海溝寄りの領域でも津波地震が発生しうるという新たなリスクを示

したものであった（前記第１・４⑴）。そして，本件長期評価を公表した機関は，地

震防災対策特別措置法という法律上の根拠に基づき，地震の長期評価を行う等の目10 

的で組織された公的な機関であり，本件長期評価は，島崎，都司，佐竹などの専門

的研究者が，複数回に及ぶ議論を経て取りまとめたものであったのであるから（前

記第１・４⑴⑵），単なる一研究者の意見とは一線を画するものであった。本件長期

評価が相当な信用性を有することは，平成１６年のロジックツリーアンケートにお

いても，「ＪＴＴ１～ＪＴＴ３は一体の活動域で，活動域内のどこでも津波地震が発15 

生する」との考え方が，加重平均で０．５となるなどしており，福島県沖でも津波

地震が発生する可能性があることを指摘する専門家も相当数いたことや（前記第１・

５⑴イ），平成１４年の本件長期評価公表以降，専門家等から様々な指摘がなされた

にもかかわらず，平成２１年の本件長期評価の改訂においても，福島県沖でも明治

三陸地震と同様の地震が発生しうるとした点について特段変更が加えられておらず20 

（前記第１・４⑸オ），本件長期評価の内容が平成２１年に至っても合理性を失って

いなかったと認められることなどからも裏付けられる。 

そうすると，本件長期評価は相当程度の信頼性を有する知見なのであるから，被

告国においては，福島県沖の海溝寄りの領域で発生する津波地震による福島第一原

発への影響について，速やかに調査を行うことは必須であったといえる。 25 

しかしながら，保安院での調査の内容は，前記ｂ記載のとおりであり，確かに被
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告東電へのヒアリングはしているが，そこでの被告東電の報告内容は，佐竹という

一人の委員から，メールにて，自身を含め反対意見はあったが本件長期評価ではど

こで起きるか分からないとされた，本件長期評価と谷岡・佐竹論文ではどちらが正

しいかわからない，などという回答を得たというものにすぎない。そうした佐竹等

による反論もある中で，いかなる経緯で本件長期評価の見解に至ったのか，他方，5 

本件長期評価を支持する専門家はいかなる意見を有しているのかといった点につい

て何ら確認をしていない。そうすると，保安院において，本件長期評価の信用性を

判断する材料はいまだ乏しかったといわざるを得ない。それにもかかわらず，保安

院は，それ以上の調査をすることなく，本件長期評価について具体的な理学的根拠

を確認できないなどと判断するに至っている。また，仮に保安院が判断したように10 

本件長期評価について根拠に乏しいものと認められるとしても，福島県沖で津波地

震が発生した場合に生じ得る被害が甚大である場合は，なお対策の必要性は否定さ

れないものと認められる。そうすると，本件長期評価の根拠が乏しいものと判断し

ても，そのことをもって，津波のシミュレーションすら不要になるとは考え難いの

であって，根拠が乏しいと判断したことをもって，津波のシミュレーションの依頼15 

を撤回したことについても，合理性があったとはいいがたい。 

このように，保安院は，平成１４年８月２２日という，本件長期評価の公表から

１か月もたたない段階で，上記の佐竹への聴取などといった調査だけで具体的根拠

を確認できないなどと判断して本件長期評価に関する調査を終え，津波のシミュレ

ーションすら不要とし，本件長期評価について確率論的安全評価で扱うのを相当と20 

したのである。 

そして，津波の確率論的安全評価は，平成１４年当時はもとより，本件事故当時

においてもなお，実際の施設に適用することができるレベルには達していなかった

というのであるから，（前記第１・５⑴），確率論で扱うとしたことは，本件長期評

価を，津波の確率論的安全評価を取り込むまでに要する期間（取り込みに要する期25 

間は相当な期間に及ぶことが推認される），福島第一原発の津波対策に取り込まな
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いことを意味するものといわざるをえない。そうすると，結局，被告国は，平成１

４年８月２２日の時点において，合理的な理由なく本件長期評価の信用性の程度を

軽視した上，速やかに何らかの調査や対策を講じなかったのであり，いわば，調査

や対策を先延ばしにしたものといえる。 

以上からすれば，被告国が調査義務を尽くしたとは言えず，被告国は，平成１４5 

年に本件長期評価が公表され，福島第一原発の津波に対する新たなリスクが示され

たのであるから，福島県沖で発生する津波地震による福島第一原発への影響の有無

等について速やかに調査すべきであったといえる。そして，被告国は，その調査の

一環として，福島県沖で津波地震が発生した場合の津波の算出を行うよう，被告東

電に命ずべきであったといえる。 10 

 本件長期評価の信用性等に関する被告国の主張についての検討 

これに対し，被告国は，本件長期評価は信用性が乏しく，これを直ちに福島第一

原発の決定論的安全性評価に取り込むまでの必要性はなかった旨を主張し，その理

由として，さまざまな点を指摘しているので，そうした指摘について，更に検討を

進めることとする。 15 

ａ 被告国の指摘①－明治三陸地震と同様の地震が発生するとしたことへの異論 

⒜ 被告国の主張 

被告国は，本件事故前において，福島県沖の領域において発生する地震について

は最大でも福島県東方沖地震のようなＭ７．５クラスであるという考え方が支配的

であったことから，マグニチュード８クラスの大地震が発生する可能性は低いと考20 

えられていたなどと主張している。 

また，被告国は，津波地震は，特定の領域や特定の条件下のみで発生する極めて

特殊な地震であると考えられており，明治三陸地震と同様の津波地震が福島県沖の

海溝寄りで発生する可能性があるとする見解は皆無であったと指摘する。すなわち，

明治三陸地震が発生した場所付近の海底には凹凸があり，凹んでいる部分（地溝）25 

には堆積物が入る一方で，凸の部分（地類）には堆積物が溜まらず，陸側のプレー
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トとより強くカップリング（固着）するため，そのような場所では，海溝付近でも

地震が発生し，津波地震になる一方で，海底地形に凹凸がないところでは堆積物が

一様に入ってくるので，堆積物の下ではカップリング（固着）が弱くなって地震を

起こしにくいとして，津波地震は，三陸沖の海溝寄りの領域のような，特定の場所

で発生するという見解が支配的であった，そうしたところ，平成１４年当時，三陸5 

沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域とでは，海底の深部構造が異なっ

ていること（福島県沖の海溝寄りの領域についてはそのような海底構造を有してい

ないこと）が明らかになりつつあり，実際平成１４年１２月に公表された鶴哲郎等

による論文においては，日本海溝の海溝軸付近では堆積物が厚く積みあがっている

のに対し，南部ではプレート内の奥まで堆積物が広がり，北部のように厚い堆積物10 

が見つかっておらず，海底構造が異なることが示されているなどと主張している。

そして，津波評価技術では，その策定当時の科学的知見の集積を踏まえて，客観的

かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見を評価した結果，福島県沖の海溝寄りの

領域と三陸沖の海溝寄りの領域では地震地体構造が異なると判断されていたとも主

張している。 15 

さらに，被告国は，平成１５年に地震地体構造の最新の知見として公表された垣

見マップは，そもそも本件長期評価を新たな地震地体構造上の知見としてみなして

もいない上，仮に本件長期評価を地震地体構造上の知見として取り扱うにしても，

垣見マップにおける福島県沖の地震地体構造区分は，本件長期評価の領域区分とは

異なるものであったなどと主張している。 20 

⒝ 検討 

しかしながら，マグニチュード８クラスの大地震が発生する可能性が，防災対策

上無視してよいほどに低いことが知見として確立しているのであれば，地震学者の

専門家等が集まり，多数回の議論を経て作成された本件長期評価において，福島県

沖においてもＭｔ８．２前後の地震が発生するなどといった指摘がなされること（前25 

記第１・４⑴）は考えられない。確かに，比較沈み込み学が有力に主張されていた
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とは認められ，その考え方に鑑みれば，被告国の指摘するとおり，福島県沖でその

ような地震が発生しないと考えるのが自然であったとは認められる（前記第１・３

⑹ ａ）。しかし，そうした見解について熟知していた地震学者等が集まった議論

を経て作成された本件長期評価において，Ｍｔ８．２前後の地震が発生しうること

が指摘されているのは，そのような知見がなお確立したものとはいえず，福島県沖5 

でマグニチュード８クラスの地震が発生する可能性が，防災対策上無視してよいほ

どに低いとは言えなかったことの証左というべきである。 

また，被告国は，津波地震の発生メカニズムについて，海底の凹凸に着目する見

解（谷岡・佐竹論文で示された見解）が支配的であったなどと主張するが，かかる

見解は有力に主張されていたにとどまり，平成１４年当時，津波地震の発生メカニ10 

ｂ）。このように被告国が指摘する見解は，複数の見解の一つにすぎなかったのであ

るから，その見解をもって，明治三陸地震のような津波地震が福島県沖では発生し

ないとまでは言い切れない。また，津波地震の発生メカニズムについて，付加体に

着目する見解も有力に主張されていたところ，福島県沖においてはそうした付加体15 

はあまり発達していなかったとは認められる（前記第１・３⑹ が，この付加

体に着目する見解も，仮説の域にとどまっていたからこそ，本件長期評価において

は，福島県沖も含めて，明治三陸地震と同様の地震が発生しうるとしたものと考え

られる。松澤も，「三陸沖の津波地震に関してはこういう原因でもって起こったんじ

ゃないかという話は幾つかあったわけですね。だけど，それが正しいかどうかは分20 

からないわけなんです。そのモデルに従えば，福島沖はどうも津波地震が起こらな

いように見えるわけです。・・・だけれど，そのモデルは正しいという証拠もないわ

けですね。そうしたらば，福島沖で確率ゼロと置くことは，やはりちゅうちょしま

す。・・・先ほどの付加体の議論は私自身は非常にもっともらしいと思いましたけれ

ども，評価として使うレベルまでいっているかと言われると，多分，多くの委員は25 

ちゅうちょしたんだろうなというふうに理解しました。」（乙Ｆ４の１・８５頁以下）
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などと，明治三陸地震の発生モデルについての見解が仮説にとどまり，福島県沖で

津波地震が発生する可能性を否定できるようなものでなかった旨供述している。さ

らに，津波評価技術において福島県沖の海溝寄りの領域に波源が設定されなかった

のは，これまで同領域において発生した津波地震が確認できないからにとどまり，

波源を設定すべきか否かが津波評価部会において議論されたわけでもない（前記第5 

１・３⑺イ）。 

その上，確かに平成１５年には垣見マップが公表されており，この領域区分は，

本件長期評価とは異なる領域分けとなっている（前記第１・４⑸ア）。しかし，この

垣見マップも，ある特定の専門家による領域分けにすぎない。また，地震地体構造

区分は，どの性質に着目するかによってその区分が異なってくるものであるところ10 

（前記第１・４⑸ア），本件長期評価は過去の地震の起こり方に着目して区分けした

ものであり（前記第１・４⑴⑵），他方，垣見マップは地殻内地震の規模の地域差を

重視したものであり（前記第１・４⑸ア），それぞれ異なる点に着目して区分された

ものと認められる。そうすると，垣見マップが本件長期評価と異なる領域分けをし

たことをもって，多数人の専門家の複数回の議論を経て形成された本件長期評価の15 

領域分けの合理性が失われるとは言えない。 

ｂ 被告国の指摘②－慶長三陸地震及び延宝房総沖地震の評価への異論 

⒜ 被告国の主張 

被告国は，本件長期評価は，慶長三陸地震及び延宝房総沖地震を日本海溝沿いで

発生した津波地震と考えることを前提とする見解であるところ，この前提について20 

多くの異論があったと主張している。具体的には，大竹が，推進本部に対し，本件

長期評価は極めて不確実性が高いものである旨の意見書を送り，対応を求めたこと，

石橋が「史料地震学で探る１６７７年延宝房総沖津波地震」において，本件長期評

価が延宝房総沖地震を取り込んだことについて異論を述べていること，都司が，「慶

長１６年（１６１１）三陸津波の特異性」において，慶長三陸地震について本件長25 

期評価の見解と異なる考え方を示していること，今村・佐竹・都司ら「延宝房総沖
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地震津波の千葉県沿岸～福島県沿岸での痕跡高調査」（平成１９年）において，延宝

房総沖地震について，波源モデルの設定に更なる課題があることが指摘されていた

ことなどを指摘している。 

また，被告国は，本件長期評価の議論経過をみると，慶長三陸地震については震

源域が明らかでなく，日本海溝沿いではなく千島沖で発生したとする見解があった5 

ほか，延宝房総沖地震については，震源域が明らかでないばかりかそもそもプレー

ト間地震ではなく，プレート内地震であるとする見解も存在しており，長期評価部

会及び地震調査委員会自身が，本件長期評価の見解に対して問題点や異なる領域設

定を検討する必要性を指摘していたなどとも主張している。（被告国第１１準備書

面９５頁以下等） 10 

⒝ 検討 

しかしながら，前記第１・４⑵記載の本件長期評価の議論経過を見れば明らかな

ように，慶長三陸地震や延宝房総沖地震をいかなる地震と評価するかについては，

本件長期評価を作成する過程で活発に議論がなされているものと認められる。そし

て，都司が海溝型分科会の委員として本件長期評価の議論に参加していることや（甲15 

Ｂ１１３・３９頁），第１２回海溝型分科会において，延宝房総沖地震に関し，「石

橋さんはそれが海溝よりももっと陸地に近くていいと言っている。そういう意見も

ある。」（前記第１・４⑵オ）などと石橋の意見が指摘されていることを踏まえると，

被告国の主張するような慶長三陸地震や延宝房総沖地震についての異論も踏まえた

上で議論した上で，本件長期評価がまとめられたものと評価すべきである。そうす20 

ると，本件長期評価は，被告国の主張するような異論を踏まえた上で至った結論と

いうべきものであるから，本件長期評価公表後も同様の異論が示されていることを

もって，本件長期評価の信用性が下がるとは言えない。なお，被告国は，延宝房総

沖地震の波源モデルの設定に更なる課題があることが示されたことも指摘している

25 

参照）から，この指摘は，本件長期評価の信用性に影響を与えるものではない。 
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また，本件長期評価の作成に至る議論経過を見ると，確かに「次善の策として三

陸に押し付けた。あまり減ると確率が小さくなって警告の意がなくなって，正しく

反映しないのではないか，という恐れもある。」との発言がなされる（前記第１・４

⑵）などしており，慶長三陸地震や延宝房総沖地震について，防災の観点から，警

告の意をより強く持たせるために，日本海溝沿いで発生した津波地震と評価した面5 

は認められる。しかしながら，その前提には，慶長三陸地震や延宝房総沖地震につ

いてはそもそも不明な点が多く（前記第１・３⑹ア），日本海溝で発生した津波地震

であった可能性がそれなりに認められることがあるのであり，何ら合理性なく日本

海溝沿いの津波地震と評価しているわけではない。また，慶長三陸地震や延宝房総

沖地震について，不明な点が多いからこそ，これらも日本海溝沿いの津波地震と整10 

理して警告の意を強くし，いわば安全寄りに評価することには一定の合理性がある

のであり，そのことは，原子力発電所という高度な安全性が求められる施設におい

てはなお一層あてはまるというべきである。 

さらにいえば，仮に慶長三陸地震や延宝房総沖地震が日本海溝沿いで発生した津

波地震でないとしても，そのことは，本件長期評価が示した，津波地震の発生確率15 

の部分に影響を与えるにとどまり，明治三陸地震と同様の津波地震が福島県沖でも

発生しうるとした部分の信用性についてまで直接影響を与えるわけではない。そし

て，本件長期評価は，日本海溝沿いで発生する津波地震の発生頻度を，過去４００

年に３回発生していることから，この領域全体では１３３年に１回の割合で発生す

ると推定されるなどとしている（前記第１・４⑴）ところ，慶長三陸地震や延宝房20 

総沖地震が日本海溝沿いで発生した津波地震でないとすれば，この発生間隔が４０

０年程度になると推測される。しかしながら，そのように発生間隔が長くなったか

らといって，直ちには，炉心損傷頻度について１０のマイナス４乗／年程度，格納

容器機能喪失頻度について１０のマイナス５乗／年程度（前記第１・５⑴ウ）とい

った高度な安全性が要求される原子力発電所において，本件長期評価の知見を取り25 

込まなくていいということにはならない。 
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以上からすれば，慶長三陸地震や延宝房総沖地震についての本件長期評価の評価

に異論が示されていたことは，福島県沖の海溝寄りで発生しうる津波地震について，

シミュレーション等の調査をしなかったことの理由にはならないというべきである。 

ｃ 被告国の指摘③－本件長期評価の信用性を否定する意見等 

⒜ 被告国の主張 5 

被告国は，推進本部自身も，平成１５年３月２４日に公表した「プレートの沈み

込みに伴う大地震に関する長期評価の信頼度について」において，本件長期評価の

発生領域の評価の信頼度及び発生確率の評価の信頼度をいずれもＣ（やや低い）と

評価していたこと（前記第１・４⑶）を指摘している。 

また，被告国は，本件長期評価は，それまでの科学的知見からは導かれない新た10 

な考え方であったにもかかわらず，その考え方を採用した科学的根拠が示されてい

なかった上，本件長期評価公表後も，同見解に整合しない論文ばかりが公表されて

いたと主張している。そして，そうした論文の具体例として，上記に指摘した論文

の他に，松澤・内田論文において，最新の調査結果等を踏まえれば福島県沖で低周

波地震が発生しても津波地震に至る可能性が低いとされていたことを指摘している。 15 

さらに被告国は，津村，松澤，今村，首藤，谷岡，笠原，佐竹といった専門家が，

いずれも本件長期評価が理学的根拠に乏しいものであった旨供述しており，本件長

期評価は，多数の専門家から十分な理学的根拠を伴わないものとして懐疑的な評価

が下されていたと主張している（被告国第１１準備書面８６頁以下，第１３準備書

面１９頁以下等）。 20 

⒝ 検討 

そこで検討すると，確かに，本件長期評価は，発生領域の評価の信頼度Ｃ，発生

確率の評価の信頼度Ｃと評価されているし，三陸沖から房総沖までの日本海溝沿い

の領域を一括りに評価している点についても，日本海溝においては陸側のプレート

の下に太平洋プレートが沈み込んでいる点で構造が共通している以上の具体的な根25 

拠を示してはおらず，その点で，多数の専門家が指摘するとおり，その信用性に限
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度があることは否定できない。 

しかしながら，そもそも日本海溝沿いの領域は，大地震として貞観地震，慶長三

陸地震，延宝房総沖地震，明治三陸地震の４つしか確認されておらず，しかも明治

三陸地震以外はよくわかっていない状況にあったのである（前記第１・３⑹ア）。そ

うすると，本件長期評価の基礎となるデータは乏しかったと言わざるを得ない状況5 

にあったのであるから，そもそも日本海溝沿いの領域については，信頼性の高い評

価をすることが困難であったと認められる。発生領域の評価の信頼度Ｃが，「発生場

所を特定できず，地震データも少ないため，発生領域の信頼性はやや低い」ことを

意味しており，発生確率の評価の信頼度Ｃが，「想定地震と同様な地震は領域内で２

～４回と少ないが，地震回数をもとに地震の発生率から発生確率を求めた。発生確10 

率の値の信頼性はやや低い。」ことを意味している（前記第１・４⑶）ことから明ら

かなように，こうしたＣ評価も，データの乏しさに起因している。 

そして，本件長期評価は，こうした信頼性の高い評価が困難な状況において，信

頼性の高い評価ができないからといって何らの評価も示さないのは相当ではないと

して，防災行政の観点から，安全寄りにみた一定の評価を示したものなのであり，15 

そうした評価を示すことには一定の合理性があるというべきである。被告国がその

供述を指摘する専門家のうち，松澤は「調査委見解は，海溝軸近くのプレートが沈

み込み始めた領域という，構造の同一性に着目して一つの領域を設定しているもの

ですから，全く科学的根拠がないとまではいえませんが，それほど強い根拠でもあ

りません。それでもなぜ，このような見解を調査委が示したかということなると（原20 

文ママ），当時の海溝型分科会や長期評価部会では，長期評価が対象としない空白域

を作るよりも，防災上の観点から，信頼度は低くても，何らかの評価を行った方が

よいと考えて，海溝沿いの領域はどこも同じ性質であると仮定してしまったのだと，

私は理解しています。」（乙Ｂ８２・１６頁）と述べたり，谷岡は「可能性が否定で

きない上，地震調査委員会の立場ではひとまず防災行政的な警告をするためにも，25 

明治三陸地震と同様の地震が，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこで
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も発生する可能性があるという見解を出す意義はあると思う」（乙Ｂ１４２・１８頁）

と述べたりするなど，本件長期評価が防災の観点から一定の評価を行ったことに理

解を示している。 

問題は，このような，データが少ないなどといった限られた情報の中で，防災行

政的な観点も踏まえて安全寄りに示された本件長期評価の見解を，根拠が乏しいこ5 

とを理由に福島第一原発の決定論的安全性評価に取り入れる必要のない知見とみる

ことが相当か否かである（なお，被告国は，本件長期評価を確率論的安全評価で考

慮しているなどと主張するが，確率論的安全評価はいまだ作成の途上にあったので

あり，確率論的安全評価で用いるということは，結局調査や対策を先延ばしにする

ことを意味することは前記のとおりである。）。そうしたところ，原子力発電所は，10 

事故が生じた場合の被害があまりに甚大であり，それゆえに高度な安全性が要求さ

れ，原子力基本法，炉規法，電気事業法等の法令も，万が一にも災害を生じさせな

いために規制権限を付与していることは前記

防災行政的な観点を踏まえて安全寄りに示された本件長期評価を，根拠が乏しいと

いった理由から福島第一原発の決定論的安全性評価に取り入れないことは，相当と15 

はいえないというべきである。 

ｄ 被告国の指摘④－本件長期評価が公表後採用されていないこと 

⒜ 被告国の主張 

被告国は，平成１７年に推進本部が公表した地震動予測地図において，本件長期

評価は，科学的根拠が乏しいため，「震源断層を特定した地震動予測地図」における20 

決定論的ハザード解析の基礎資料として取り扱われなかったと主張している。 

また，被告国は，平成１８年に公表された日本海溝・千島海溝報告書の策定にあ

たり，中央防災会議において，地震学のみならず，津波学や工学等の専門家から成

る専門調査会で本件長期評価について検討した結果，本件長期評価は将来の地震の

発生可能性が客観的かつ合理的根拠に裏付けられた見解ではないと判断されたとも25 

主張している。 
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さらに，被告国は，平成２１年の推進本部による長期評価の一部改訂においても，

本件長期評価について，客観的かつ合理的根拠を与えるような新たな記載がされて

いないと主張する。 

加えて，被告国は，平成２１年度から平成２３年度にかけて開催された第４期津

波評価部会では，本件長期評価を踏まえた波源モデル設定に関する検討が行われた5 

ものの，同部会においても，同見解が客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見で

あるとは判断されず，明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の海溝寄りに移すとい

う本件長期評価の考え方が否定されているとも主張している。 

また，被告国は，保安院内における調査の過程においても，本件長期評価が客観

的かつ合理的に裏付けられた科学的知見として評価されることはなかったなどとも10 

主張している。 

⒝ 検討 

そこで検討すると，確かに，「震源断層を特定した地震動予測地図」の作成におい

て，本件長期評価が示した日本海溝沿いの津波地震は基礎資料とされていない（前

記第１・４⑸イ）。しかしながら，その理由について検討すると，そもそも「震源断15 

層を特定した地震動予測地図」は，地震調査委員会においてそれまでに行っていた

強振動評価結果を取りまとめたものである。そして，強振動評価においていかなる

地震を対象にするかについては，長期評価がなされた地震のうち，発生確率や周辺

地域への影響の大きさを考慮するとともに，強振動予測手法の高度化の観点で選び

出されている（乙Ｂ２５２の１・３頁）。このように，強振動評価は，必ずしも信頼20 

性の高さのみに着目してその対象となる地震を選び出しているわけではない。そう

すると，これを取りまとめた「震源断層を特定した地震動予測地図」において本件

長期評価が基礎資料とされていなくても，そのことは，本件長期評価の信用性が乏

しいことを意味するとはいえない。 

また，確かに日本海溝・千島海溝報告書において，本件長期評価の見解は採用さ25 

れていない（前記第１・４⑸ウ）。しかしながら，中央防災会議で検討される防災対
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策は，中央防災会議が内閣府に設置され，防災基本計画の作成等を担っていること

などからも明らかなように，原子力発電所に限ったものではなく，主として国とし

ての防災全般の対策を検討したものである。したがって，そのような全般的な対策

を検討する中で本件長期評価の見解が取り上げられなかったことをもって，被害の

甚大さからより高度な安全性が求められる原子力発電所の安全性の検討においても5 

取り上げなくていいことにはならない。そのことは，日本海溝・千島海溝報告書に

おいて，「本専門調査会での被害想定は，主として国としての対策を検討する上で必

要となる事項について実施している。このため，地方公共団体や事業者は，今回の

被害想定を踏まえ，各々の地域や施設等に応じた被害想定を実施し，国と共に連携

を図りつつ，詳細な対策を検討・実施することが望まれる。」などと記載され（前記10 

第１・４⑸ウ），各々の施設において別途詳細な対策を検討，実施することが求めら

れていることからも明らかである。 

さらに，被告国は，平成２１年の推進本部による長期評価の一部改訂において，

本件長期評価について新たな記載がされていないこと（前記第１・４⑸オ）を指摘

するが，このことは，時の経過を経ても本件長期評価の見解が維持されたことを示15 

しているから，むしろ，本件長期評価の信用性を裏付ける事情といえる。 

また，確かに第４期津波評価部会においては，福島県沖の海溝寄りの領域につい

ては延宝房総沖地震の波源モデルを参考に波源モデルを設定するという方向で議論

が進められており，明治三陸地震の波源モデルを同領域に設定することは考えられ

ていない（前記第１・６⑵エ）。しかしながら，後記 記載のとおり，こうした福島20 

県沖の海溝寄りで津波地震が発生しうることを前提とした議論がなされている事実

は，福島県沖の海溝寄りで発生しうる津波地震について被告国が調査義務を負うこ

とを基礎づける事実といえるのであって，被告国が調査しないことの合理性を裏付

ける事実とはいえない。 

被告国は，保安院内における調査の過程においても，本件長期評価が客観的かつ25 

合理的に裏付けられた科学的知見として評価されることはなかったなどとも主張し
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ている。しかしながら，保安院は，内閣府に設置された規制機関であり，こうした

保安院を含む規制機関が，本件長期評価公表後，津波算出義務を負ったか否かがこ

こでの検討の対象となっているのであるから，保安院が本件長期評価を客観的かつ

合理的な知見として評価しなかったことは，検討の対象でこそあれ，被告国が本件

長期評価を決定論的安全評価に取り込まなかったことを正当化するものではない。5 

そうではなく，保安院がこのように本件長期評価を客観的かつ合理的な知見として

評価しなかった根拠が正当なものであったか否かがここで検討すべき事柄であると

ころ，その根拠は，上記ａないしｄで被告国が指摘しているものと同様のものと考

えられる。そして，そうした指摘が，津波算出義務がなかったとするには不十分な

ものであることは，これまでに指摘したとおりである。 10 

ｅ 被告国の指摘⑤―津波評価技術の相当性 

⒜ 被告国の主張 

さらに，被告国は，想定津波に関して，原子力規制機関が津波に対する安全性に

係る審査又は判断の基準として取り入れていた津波評価技術の波源設定の考え方

（地震地体構造の知見を考慮して，既往地震の発生領域以外の領域にも波源モデル15 

を設定することで，「既往最大」の津波ではなく，「想定しうる最大規模の津波」を

評価するという考え方）は，専門家の間で原子力規制に取り入れられる正当な見解

として是認される知見であったというだけでなく，安全寄りに波源モデルを設定す

る考え方であったから，原子力規制機関が，想定津波に関して，波源モデルの設定

に係る審査又は判断の基準として，津波評価技術の波源モデルの設定と同様の考え20 

方を採用していたことに不合理な点はなかったなどとも主張する。 

⒝ 検討 

そこで検討すると，確かに，津波評価技術は，既往津波の波源からパラメータス

タディを行うなどすることにより，科学的根拠をもって合理的に想定津波を算出す

る手法であると認められるし，波源の設定方法について，地震地体構造の知見を踏25 

まえて波源を設定するなどとしている点も，合理性があるものと認められる（前記
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第１・３⑺アイ）。そして，被告東電は，津波評価技術の公表を受け，平成１４年に

福島第一原発についてこれに基づいた津波のシミュレーションを行った上，６号機

の非常用海水ポンプ電動機のかさ上げ等の対策を講じている（前記第１・３⑺ウ）。 

しかしながら，かかる被告東電の津波評価技術に基づくシミュレーションは，①

福島県沖の日本海溝沿いに波源を設定していない点，②日本海溝沿いの波源に関す5 

る資料が乏しい点で限界があったものと言わざるを得ない。 

すなわち，①上記被告東電の津波のシミュレーションは，福島県沖の海溝寄りの

領域を波源とする津波のシミュレーションまではしていないが，このように被告東

電がかかるシミュレーションを行わなかったことは，そもそも津波評価技術におい

て，同領域に波源モデルが設定されていないことに基づくものである（前記第１・10 

３⑺イ）。しかしながら，津波評価技術において，同領域に波源モデルが設定されな

かったのは，同領域においてこれまで既往津波が確認されていなかったからにすぎ

ない。第１期津波評価部会においては，津波のシミュレーション方法について議論

がなされ，波源の検討は第２期以降に検討することとされていたのであり，同領域

に波源を設定するべきか否かの議論をした結果，波源を設定しなかったというわけ15 

ではない（前記第１・３⑺アイ）。そうすると，被告東電による上記シミュレーショ

ンは，同領域で津波地震が発生しうるか否かについて，さらなる検討が必要なもの

であったといえる。 

また，②津波評価技術は，前記のとおり，既往津波から想定津波を算出する手法

であるから，その算出結果の精度は，既往津波の資料やデータに依存する関係にあ20 

る。したがって，既往津波の資料やデータが少なければ，いくら算出方法自体が合

理的であっても，その精度は高いものにはなりえない。そうしたところ，津波評価

技術では，概ね信頼性があると判断される痕跡高記録が残されている津波が評価対

象とされ，日本海溝沿いの領域においては延宝房総沖地震や明治三陸地震の断層モ

デルなどといった，わずか４００年程度の期間の地震が整理されているだけであっ25 

た（前記第１・３⑺イ）。このように，津波評価技術が算出の基礎に置くことのでき
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る既往断層モデルのデータがわずか４００年程度の期間のものにとどまっていたこ

とは，原子力発電所において炉心損傷頻度につき１０のマイナス４乗／年程度など

といった安全性が求められていること（前記第１・５⑴ウ）や，耐震設計審査指針

において，基準地震動の策定に関し，後期更新世（１３～１２万年前）以降の活動

が否定できないものが対象とされていた（前記第１・１⑸ウ）ことにも照らせば，5 

資料として乏しいものであったと言わざるを得ない。その上，その４００年という

期間の地震の波源モデルについても十分に知見が揃っていたわけでもなく，慶長三

陸地震や延宝房総沖地震については，その発生位置を含め，分かっていないことの

多い状況だったのである（前記第１・３⑹ア）。そうすると，日本海溝沿いで発生す

る津波地震について，津波評価技術を用いて津波を算出したとしても，その精度は10 

高いものにはなりえなかったといわざるを得ない。 

このように，津波評価技術に基づく上記被告東電の津波シミュレーションは，福

島県沖の海溝寄りの領域に波源を設定していないことについてなお検討を要する状

況であった点，日本海溝沿いの領域についてはそもそも津波算出の基礎となる資料

やデータが乏しい点でその精度には限界があると言わざるを得ないものであった。15 

また，津波評価技術では，補正係数について合理的な数値が設定できないことから

１．０とされており（前記第１・３⑺ア），パラメータスタディを実施している点を

考慮しても，そうした精度の限界に対する対処が十分に講じられているともいいが

たいものであった。したがって，津波評価技術を用いて津波を算出した場合，平均

で既往津波の痕跡高の約２倍となるなど，津波評価技術という算出方法自体が安全20 

寄りの考え方であり，上記算出方法から想定し得る最大規模の津波を評価する方法

であったことを考慮しても，やはり精度に限界があると言わざるを得ないものであ

り，上記被告東電の津波シミュレーションは，これを超える高さの津波が発生する

可能性が，原子力防災上無視してよいほどに低いことまで意味するものではなかっ

たというべきである。そして，そのことは，福島第一原発のある東北地方では８６25 

９年に貞観津波という巨大な津波に襲われたことが確認されているところ，貞観津
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波については，その詳細が分かっていなかった（前記第１・３⑹ア）ため，津波評

価技術において取り上げられておらず，それゆえ，貞観津波は，上記被告東電の津

波シミュレーションを超える規模のものであった可能性が否定できないことからも

裏付けられる。 

そうすると，原子力規制機関が，想定津波に関して，波源モデルの設定に係る審5 

査又は判断の基準として，津波評価技術の波源モデルの設定と同様の考え方を採用

し，津波評価技術から算出される津波に対する対策が講じられていることをもって

津波に対する安全性が確保されているものと判断していたことが合理的であったと

は言えない。 

 津波算出義務についての小括 10 

ａ 以上のとおり，被告東電は，確かに，平成１４年に津波評価技術が公表され

たことを受けて，同技術を用いた津波シミュレーションを行い，これに基づき対策

を講じるなどしていた。しかしながら，福島県沖の日本海溝沿いに波源を設定して

いない点についてなお検討を要する状況であったことや，日本海溝沿いの波源に関

する資料が乏しいことから，かかるシミュレーションを超える津波が発生する可能15 

性はいまだ残存していたのであり，そうした津波の発生可能性やそれによる福島第

一原発への影響の有無・程度等についてのさらなる検討が必要な状況であった。 

そうした状況において，まさに上記シミュレーションにおいてさらに検討が必要

であった領域である，福島県沖の海溝寄りの領域について，専門家の議論を経た上

で津波地震が発生する可能性を指摘し，同領域に波源を設定しない上記シミュレー20 

ションだけでは不十分であることを露見させたのが，本件長期評価であった。そし

て，本件長期評価については，確かに専門家から複数の疑問が呈されるなどしてい

たが， それらの疑問は，同領域で発生する津波地震に関する

調査を不要にするほどのものではなかったのである。 

ｂ そして，さらに指摘しておかなければならないことは，被告国の指摘する本25 

件長期評価への疑問の多くは，明治三陸地震と同様の地震が発生しうるとした点に
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向けられているにとどまり，福島県沖の海溝寄りの領域で津波地震が発生しうると

した点まで批判するものではないことである。 

すなわち，ここで問題となっているのは，福島県沖の海溝寄りという，津波評価

技術では波源が設定されていない領域における津波地震による津波を算出する義務

が被告国にあったといえるかどうか，というものである。この領域に，仮に明治三5 

陸地震と同様の津波地震が発生する可能性がなかったとしても，他の波源モデルに

よる津波地震が発生する可能性があるのであれば，当然こうした津波のシミュレー

ション等の調査が必要となってくるのであり，被告国としては，その領域にいかな

る波源を置くべきかなどといった点も含めて調査を行い，津波を算出する義務があ

るといえる。福島県沖の海溝寄りの領域に明治三陸地震と同様の波源モデルを置く10 

必要がなかったことをもって，同領域に何らの波源モデルもおかないことまで正当

化されるわけではない。 

そうであるところ，本件長期評価は，福島県沖の海溝寄りの領域においても津波

地震が発生する可能性を示した上で，その震源域に関し，明治三陸地震と同様の地

震が発生しうるとしたのである。そして，確かに本件長期評価については，例えば15 

ａ記載のとおり，日本海溝沿いは北部と南部で地震地体構造が異なるなどと

いった疑問が呈されていたが，こうした疑問の多くは，明治三陸地震と同様の地震

が発生しうるとした点に向けられたものであり，福島県沖の海溝寄りの領域におい

て津波地震が発生しうるとした点にまで疑問を呈したものではなかった。そうする

と，仮にこうした疑問を考慮したとしても，福島県沖の海溝寄りの領域で津波地震20 

が発生する可能性を考慮してその調査を行う義務まで否定されるわけではない。こ

の領域において津波地震が発生しうるとすることが相当なことは，福島県沖でも陸

のプレートの下に海のプレートが潜り込んでいること，第４期津波評価部会におい

て実際に福島県沖の海溝寄りの領域で発生する津波地震の波源モデルの検討が進め

られていたこと（前記第１・６⑵エ），平成２０年ロジックツリーアンケートにおい25 

て，「過去に発生例がある三陸沖（１６１１年，１８９６年の発生領域）と房総沖（１
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６７７年の発生領域）でのみ過去と同様の様式で津波地震が発生する」との考えの

全体加重平均後の重みが０．４にとどまること（前記第１・５⑴オ），本件長期評価

に否定的な松澤・内田論文でも「津波地震が巨大な低周波地震であるならば，三陸

沖のみならず，福島県沖から茨城県沖にかけても津波地震発生の可能性がある」な

どとされている（前記第１・４⑷イ）ように，津波地震の発生可能性自体は認めら5 

れていることなどからも裏付けられるといえる。 

以上からすれば，明治三陸地震と同様の津波地震が福島県沖の海溝寄りの領域で

発生しうるとは考えられない，などといった本件長期評価に対する疑問は，同領域

にいかなる波源モデルを設定すべきかについて被告国に調査義務を課す事情になり

こそすれ，同領域で発生する津波について調査を不要とする事情にはなりえないと10 

いうべきである。 

ｃ そうすると，その余の被告国の主張を考慮しても，平成１４年に本件長期評

価が公表されたことにより，被告国には，福島県沖の海溝寄りの領域において津波

地震が発生する可能性や，発生した場合の福島第一原発への影響の有無等について

調査をする義務が生じたものと認められる。そして，その調査の一環として，同領15 

域で津波地震が発生した場合に福島第一原発にいかなる影響が及ぶかを把握すべく，

その津波のシミュレーションをするよう被告東電に命ずるなどして，津波を算出す

べきであったと認められる。しかしながら，被告国は，そうした津波算出を行わせ

るなどしていないのであるから，津波算出義務に違反したものと言わざるを得ない。 

エ 被告国が得られたと認められる知見 20 

 本件算出津波 

ａ 平成１４年に本件算出津波の知見が得られたこと 

⒜ このように，被告国には平成１４年の時点において津波算出義務違反が認め

られるのであるから，被告国の予見可能性を検討する上では，被告国が上記津波算

出義務を尽くしたのであれば得られたであろう知見も被告国が得ていたものと扱う25 

べきである。 
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⒝ そして，被告国が，平成１４年の時点において，上記算出義務に基づき，被

告東電に津波の算出を命じた場合には，被告東電は，本件算出津波と同様の算出を

したものと認められる。なぜなら，本件算出津波は，明治三陸地震の波源モデルを

走行θのみ修正して福島県沖の海溝寄りの領域に設定した後，パラメータスタディ

を行って算出されたものである（前記第１・5 

三陸地震の波源モデルは津波評価技術ですでに示されていたことや（前記第１・３

⑺イ），パラメータスタディを用いるなどという津波評価技術を用いた算出自体は

平成１４年にも被告東電が行っていること（前記第１・３⑺ウ）などからすれば，

平成２０年の本件算出津波の算出の際に行ったものと同様の算出は，平成１４年時

点においても十分に可能であったと認められるからである。 10 

そして，かかる計算結果は，計算を命じた被告国にも報告されたと考えられるこ

とからすれば，被告国は，平成１４年には本件算出津波と同様の算出結果を得るこ

とができたであろうと認められる。 

⒞ これに対し，被告国は，海底地形等のデータが変わっている可能性を指摘し

て，本件算出津波と同様の算出結果が出たとは限らない旨主張している（被告国第15 

４準備書面６０頁以下等）。しかしながら，平成１４年と平成２０年で海底地形等の

データが具体的に変わったとは認められないから，被告国の上記主張は採用できな

い。 

ｂ 本件算出津波の精度 

もっとも，本件算出津波は，波源モデルの検討を経ずに算出されたものであった20 

から，次のとおり，波源モデルの検討を進め，さらにその精度を高める必要のある

ものであったといえる。 

すなわち，津波評価技術を用いて津波を計算する上では，波源モデル（基準断層

モデル）を適切に設定する必要がある（前記第１・３⑺ア）。そうしたところ，本件

算出津波は，明治三陸地震の波源モデルを，走行θのみ修正するだけで，ほとんど25 

そのまま福島県沖に移動させて津波を算出したものである（前記第１・
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そして，確かに本件長期評価は，福島県沖の日本海溝沿いでも明治三陸地震と同規

模の地震が起きる可能性があると指摘しているから，本件長期評価から，上記のよ

うなそのまま波源モデルを移動させて算出するという津波算出方法が導かれること

は考えられるものではある。しかしながら，本件長期評価は，あくまで震源域（震

源で発生した破壊が広がった震源断層を含む領域）の検討において明治三陸地震と5 

同様の地震が発生しうると指摘しているにとどまっており，波源モデル（断層は，

震源から始まった破壊がある速さで広がっていき，ある時間をかけて断層面が完成

されるところ，その過程や結果をモデル化して表したもの。基準点位置（緯度，経

度），断層長さＬ，走向θ，断層幅Ｗ，傾斜角δ，すべり量Ｄ，すべり角λ，断層面

上縁深さｄといったパラメータで表現される。）まで検討したものではない。本件長10 

期評価の作成に至る議論経過を見ても，福島県沖にいかなる波源モデルを設定すべ

きかまで議論された形跡はない（前記第１・４⑵）。 

そうすると，本件算出津波を算出したとしても，波源モデルについてはなお検討

を要する状況であったといえ，そのような検討を更に進めて津波算出の精度を高め

ていく必要があったものと認められる。 15 

ｃ 敷地を超えて浸水してくる津波への対策の必要性 

⒜ しかしながら，上記ｂのとおり，本件算出津波を算出したとしても，更に津

波算出の精度を高める必要があることは，精度が高まるまで，津波対策を講じる必

要がないことまで意味するものではないというべきである。①本件算出津波により，

福島県沖の海溝寄りの領域で津波地震が発生した場合に津波高が相当高くなる危険20 

性が示されたこと，②本件算出津波の精度を高めても，それを超える津波の発生の

可能性を否定できないことからすれば，本件算出津波は，敷地を超えて津波が浸水

してくる可能性を示す知見としては十分であり，かつ直ちに対策に着手すべきであ

ることを示したものというべきであって，被告国は，被告東電に速やかに津波対策

を求めるべきであったといえる。 25 

⒝ すなわち，①本件算出津波は，福島第一原発の敷地南側（Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ
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盤）で津波高さが最大Ｏ．Ｐ．＋１５．７０７ｍ（浸水深５．７０７ｍ）になるな

ど，敷地南側でＯ．Ｐ．＋１０ｍを大きく超えて津波が浸水してくることを示した

ものであった（前記第１・ そして，津波高さがここまでの高さに及んだ

のは，福島県沖は南の方が深くなっているため，津波が南側から回り込む形になる

ところ，その津波が南側の防波堤にぶつかることにより反射波が生じ，それと津波5 

が重なることが要因であった（前記第１・ 。 

このように，南側で津波が高くなる要因が，福島県沖の地形や防波堤にあること

からすれば，福島県沖の海溝寄りで発生する津波地震による津波の算出の精度を高

めても，その算出結果は，南側が高く算出されたと考えられる。そして，本件算出

津波においてＯ．Ｐ．＋１５．７０７ｍという，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを大きく超える10 

数値が算出されていることにも鑑みれば，津波算出の精度を高めても，Ｏ．Ｐ．＋

１０ｍを超える数値が算出されたものと推認され，福島県沖の日本海溝沿いに延宝

房総沖波源モデルを設定して行った本件算出津波２で敷地南側の津波高さが最大Ｏ．

Ｐ．＋１３．５５２ｍになるなどとの算出結果がでていること（前記第１・６⑵イ

これを裏付けるといえる。 15 

そうすると，本件算出津波は，福島第一原発の敷地を超えて浸水する津波が発生

しうることを具体的に示した知見というべきである。 

⒞ また，②日本海溝沿いの領域の地震については，約４００年という期間の地

震の資料しかない上，明治三陸地震や延宝房総沖地震についてはいまだわかってい

ないことが多かったのであり（前記第１・３⑹ア），福島県沖の海溝寄りの領域に設20 

定すべき波源モデルを検討する上で参考となる資料はそもそも乏しい状況にあった。

また，福島県沖の海溝寄りの領域などといった，これまで既往津波が確認できてい

ない領域にいかなる波源モデルを設定するかは難しい問題であり，精度の高い波源

モデルを設定することはそもそも難しい作業である。そうすると，たとえ本件算出

津波の精度を高めるために検討を進めたとしても，それでもなおその精度には一定25 

の限界があったと考えざるを得ず，そうして算出された津波水位を超える津波が発
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生する可能性を残す算出結果にならざるを得なかったものと認められる。 

そうだとすれば，本件算出津波の精度を高め，そうして算出された津波に対して

仮に防潮堤や防波堤といった対策を講じたとしても，それを超える津波への対策は

いずれにせよ必要になると認められる。 

⒟ 以上に加え，原子力発電所では高度な安全性が要求されるところ，後記⑷イ5 

記載のとおり，福島第一原発は，主要な電源設備が地下や１階に設置されている

など，敷地を超えてくる津波に対して脆弱であったこと，津波算出の精度を高める

には相当な時間がかかること（例えば，波源モデルの検討が土木学会で開始された

のは平成２１年であるが，本件事故時においても，福島県沖にいかなる波源モデル

を設定すべきかについて結論は出ていなかった（前記第１・６⑵エ）。）にも鑑みれ10 

ば，本件算出津波の精度が高まるまで，敷地に浸水してくる津波への対策を求めな

いことにもはや合理的な理由は見いだすことはできない。対策を講じないことを是

認することは，原子力発電所の高度な危険を放置し，周辺住民等の安全を脅かすこ

ととなるものと評価せざるを得ない。 

この点に関し，ＩＡＥＡも「以前の予測を超えるハザードの修正予想値に直面し15 

た時には，修正値の精度を評価する一方で，新たなハザード予想値に対して暫定的

是正措置を実施することによって，施設の安全性を確保することが重要である。」

（甲Ｂ１９０・６５頁）として，精度の評価と同時に，対策を講じるべきであった

としている。被告東電自身も，東電総括報告書において，津波対策の問題点として，

旧原子力経営層は，巨大津波が発生するか否かに傾注してしまい，災害として発生20 

した際の影響度が大きい（クリフエッジ事象である）ことを踏まえて迅速に対策を

精度を高めることに傾注して，迅速な対応を実施しなかったことが問題であったと

自認している。また，新規制基準においても，防潮堤などによるドライサイトの維

持を基本にした上で，「Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区画については，25 

浸水防護重点化範囲として明確化するとともに，津波による溢水を考慮した浸水範
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囲及び浸水量を保守的に想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のあ

る経路及び浸水口（扉，開口部及び貫通口等）を特定し，それらに対して浸水対策

を施すこと。」がその方針として定められており，防潮堤等に加えて，これを超えて

敷地に浸水してくる津波への対策を求めている（前記第１・１⑹）ところ，本件事

故前において，これと同様の対策を求める必要がなかったとは認められないし，求5 

めることができなかったとも認められない。 

 以上のとおり，本件算出津波の高さや，その高さの要因が防潮堤や地形に起

因していることに鑑みれば，本件算出津波は，その精度自体は低いものの，福島第

一原発の敷地を超えて津波が浸水してくる危険性を示す知見としては十分なもので

あったというべきである。そして，本件算出津波の精度を高めてもそれを超える津10 

波が生じ得ることや，高度な安全性の確保が求められていることなどからすれば，

本件算出津波は，敷地を超えて浸水してくる津波に対する対策を直ちに行うべきで

あることを示した知見というべきである。  

 土木学会による波源の検討等 

なお，平成１４年に本件算出津波を算出していた場合，本件算出津波の精度を高15 

めるために，被告東電において，平成２０年以降実際にそうした（前記第１・６⑵

イ）ように，平成１４年のうちに，土木学会に福島県沖の海溝寄りの領域に設定す

べき波源モデルの検討を委託したであろうことが考えられる。そして，第４期津波

評価部会の結論が平成２４年１０月に出される目処であったこと（前記第１・６⑵

エ）に鑑みれば，平成１４年にこうした委託がなされていれば，遅くとも平成１８20 

年までには，同領域に設定すべき波源や，津波の算出方法について，一定の結論が

出されたであろうとは考えられる。もっとも，そのようにして算出された津波が，

いかなる高さ，規模の津波となったかは本件証拠からは認定できないといわざるを

得ない。 

よって，本件で被告国が予見できたと証拠上認定できる，具体的な規模感を伴う25 

津波は，本件算出津波であったということになり，前記のとおり平成１４年に委託
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していれば平成１８年までに得られたであろう一定の結論を本件判断の基礎に置く

ことはできない。 

オ 予見可能性についての小括 

 以上のとおり，被告国は，本件長期評価が公表された時点において，被告東

電に算出を命ずるなどして，福島県沖の海溝寄りの領域で発生する津波地震により5 

いかなる津波が発生するかを算出する義務があったといえる。そして，そうしてい

れば，平成１４年のうちに本件算出津波の知見を得ることができたものと認められ

る。 

そして，本件算出津波は，確かに波源モデルの検討を経ておらず，その精度を高

める必要があるものではあったが，福島第一原発の敷地が浸水するような津波が生10 

じ得ることを示す知見としては十分なものであった。 

くる津波に対して脆弱性を有する設備であった。そして，前記第１・２⑵記載のと

おり，原子力発電所においてそのような事故が生じた場合の被害が甚大であること，

前記のとおり本件算出津波の精度を上げたとしても，なおこれを超える津波が発生15 

する危険性が残ることからすれば，津波算出の精度が高まるまで福島県沖の津波地

震による津波に対して何らの対策もしないことに合理性があるともいえないもので

あった。 

以上からすれば，被告国が平成１４年に得ることができたと認められる本件算出

津波の知見は，福島第一原発の敷地を超えて浸水してくる津波が発生しうることを20 

具体的に示し，かつ，福島第一原発においてそうした津波に対する対策を速やかに

講じる必要性があることを示す知見であったと認められる。 

そして，この知見は，被告国に対し，規制権限の行使を義務付けるに足りる知見

であったというべきである。 

 これに対し，被告国は，①敷地を浸水させる津波というのみでは，その波高25 

等が不明であり，予見可能性の対象としてあまりにも抽象的にすぎるというほかな
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い（被告国第４１準備書面１３８頁以下），②想定を超えた地震及び津波についての

対策は，シビアアクシデント対策となるところ，我が国の法制度上，シビアアクシ

デント対策は法規制の対象とはされていなかったなどとも主張する（被告国第４１

準備書面８６頁以下）。 

そこで検討すると，①確かに，作為義務を基礎づける予見可能性については，一5 

般に具体性が求められている。しかしながら，このような具体性が求められる根拠

は，抽象的な予見可能性により作為義務を認めると行為者の行動の自由を過剰に制

約してしまうことにある。そうすると，行動の自由を制約する合理的な理由がある

のであれば，ある程度抽象的な予見可能性にとどまる場合であっても作為義務を課

すことに支障はない。そうしたところ，原子力発電所の事故被害が甚大であること10 

からすれば，事業者の行動の自由を相当程度制限してでも，そうした事故を回避す

る必要があることは明らかである。したがって，「敷地を超えて浸水してくる津波」

を予見可能性の対象として，被告らに作為義務を課すことに支障はないといえる。 

また，②省令６２号４条１項では，平成１４年には「原子炉施設・・・が・・・

津波・・・により損傷を受けるおそれがある場合は，防護施設の設置，基礎地盤の15 

改良その他の適切な措置を講じなければならない。」と定められ，平成１８年時点で

も「原子炉施設・・・が想定される自然現象（・・・津波・・・） により原子炉の

安全性を損なうおそれがある場合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適切な措

置を講じなければならない。」と定められていたにすぎない（前記第１・１⑷）ので

あるから，設計津波水位を超える津波が生じる蓋然性が認められる場合において，20 

同項の規定する「おそれがある場合」に該当するとして，敷地を超えて浸水してく

る津波に対する対策を講ずるよう技術基準適合命令を発することは可能であったと

認められる。 

以上からすれば，省令６２号４条１項の技術基準をもって，敷地を浸水する津波

に対する対策を求めることは可能であったと認められるから，本件事故前の法令で25 

は敷地を超えて浸水してくる津波への対策を求めることができないとはいえない。 
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⑶ 結果回避可能性 

ア 結果回避可能性の対象が，敷地を超えて侵入してくる津波であること 

 次に，結果回避可能性について検討すると，被告国は，本件算出津波に対し，

防潮堤・防波堤等の設置によってドライサイトであることを維持する対策を講じた

としても，本件事故を回避できなかったなどと主張して，結果回避可能性がない旨5 

主張している。 

しかしながら，本件で結果回避可能性を検討する際の対象となる結果は，「敷地を

超えて侵入してくる津波から生じ得る結果」と考えるべきであって，本件事故とい

う「現実の結果」と考えることは相当でない。すなわち，原告らは，ここでは，予

見可能性の対象を，本件津波ではなく，あくまで「敷地を超えて侵入してくる津波」10 

として，規制権限不行使の違法性を主張している。そうすると，本件で審理の対象

となる被告国の結果回避義務の内容も「敷地を超えて侵入してくる津波」による事

故を回避する義務となる。そうだとすれば，この義務の発生の前提となる結果回避

可能性も，あくまで「敷地を超えて侵入してくる津波」による事故の回避可能性を

論ずべきである。このように解することなく，あくまで「現実の結果」が回避でき15 

たかどうかという観点から結果回避可能性を判断するとなると，違法性の考慮要素

である結果回避可能性の判断の中に，本件津波という行為後の事情を取り込んで判

断することになり，違法性判断の基準時が行為時であることと整合しないことにな

ってしまう。 

 これに対し，被告国は，本件事故という現実の結果を前提にしなければ，そ20 

もそも本件の規制権限不行使が違法か否かを評価することなどできないはずであり，

現実に生じた結果を前提とせずに違法性の有無を論じることには何ら意味がないな

どと主張する（被告国第４１準備書面２５１頁以下）。 

しかしながら，違法性判断の基準時を行為時と解する以上，行為後の事情である

現実の結果を違法性判断の前提に置かないことは当然の帰結であって，なぜ「現実25 

の結果」を前提とせずに違法性の有無を論じることが何ら意味がないことになるの
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か，被告国の主張からは明らかでない。そもそも，結果回避可能性は，被告らがい

かなる措置を講じ得たか，かかる措置により結果を回避できたか，という主に二つ

の観点から審理判断すべきであるところ，前者のいかなる措置を講じ得たかという

場面において，被告国は，事故後の後知恵を排し，事故前の知見により判断すべき

ことを繰り返し主張しているのである（被告国第４１準備書面２８６頁以下等）。し5 

かしながら，後者の，かかる措置により結果を回避できたか，との場面においては，

本件津波が最大Ｏ．Ｐ．＋１６～１７ｍにまで至っていることが確認されている（前

記第１・７⑴）などといった本件事故後の知見を用いた上，回避可能性がなかった

から本件事故前の時点でも作為義務はない旨主張することは，主張として整合して

いないように思われる。 10 

 したがって，結果回避可能性を検討する上では，本件津波による事故という

「現実の結果」が回避可能であったかという観点からではなく，「敷地を超えて侵入

してくる津波」による事故が回避可能であったか，という観点から，結果回避可能

性を論ずべきといえる。 

 そして，敷地を超えて浸入してくる津波による被害の結果回避可能性が肯定され15 

るときには，被告国が結果回避可能性の中で主張している，現実の結果である本件

津波の場合に結果が回避できたか否かは，因果関係の存否の問題として整理するの

が相当である。 

イ 結果回避可能性が認められること 

そうしたところ，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの敷地を超えて浸水してくる津波による事故20 

は，対策義務を課すことすら躊躇されるような，回避不可能なものではない。実際，

新規制基準においても，「基準津波による遡上波を地上部から到達又は流入させな

いこと」（前記第１・１⑹）を第一としてドライサイトを維持することを基本としつ

つも，「Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区画については，浸水防護重点化

範囲として明確化するとともに，津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水量を25 

保守的に想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び浸水
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口（扉，開口部及び貫通口等）を特定し，それらに対して浸水対策を施すこと。」（前

記第１・１⑹）を対策の方針として定めており，敷地に浸水してくる津波に対する

浸水対策をすることを求めている。 

なお，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの敷地を超えて浸水してくる津波という予見可能な津波

に対しても講じることが可能な有効な対策がなく，結果回避可能性が認められない5 

というのであれば，福島第一原発を津波災害に対して安全に稼働させること自体が

困難であり，福島第一原発を停止させるべきであったなどとの結論に至りかねない

こととなるが，被告国がそうした主張をしているものとは解されない。 

⑷ その余の違法性の考慮要素 

次に，その余の違法性の考慮要素について検討する。 10 

ア 規制権限を定めた法が保護する利益の内容及び性質 

技術基準適合命令について定めた電気事業法は，１条において，電気使用者の利

益保護と電気事業の健全な発達を図ることだけでなく，電気工作物の工事，維持及

び運用を規制することによって，公共の安全を確保するとともに環境の保全を図る

ことを目的とする旨定めている。そして，電気事業法４０条は，事業用電気工作物15 

が技術基準に適合していないと認めるときに，技術基準適合命令を発する権限を経

済産業大臣に与えており，かかる権限は，命令に違反した者に対して懲役３年以下

の懲役若しくは３００万円以下の罰金に処し，又はこれを併科するという刑罰も課

しうる重大な権限である。そして，その技術基準については，人体に危害を及ぼし，

又は物件に損傷を与えないようにすることを定めることを電気事業法３９条が要求20 

している。（前記第１・１⑶） 

また，炉規法７３条は，電気事業法及び同法に基づく命令の規定による検査等を

受けるべき原子炉施設であって実用発電用原子炉にかかるものについては，炉規法

２９条（施設定期検査）などは適用しない旨定め，これらを電気事業法の規制に委

ねてはいるが，これは，炉規法の趣旨が実用発電用原子炉に及ばないことを意味す25 

るものではなく，原子炉等の安全規制を包括的に扱う炉規法の趣旨は，当然，実用
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発電用原子炉に対する技術基準適合命令についても及んでいると解すべきである。

そうしたところ，炉規法１条は，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の利用による

災害を防止することを炉規法の目的の１つに明確に定めている。（前記第１・１⑵） 

これらの規定に鑑みれば，規制権限を定めた法は，原子炉施設において事故が生

じた場合には，人体に有害な放射性物質が周囲に飛散することとなり，原子炉施設5 

の周辺住民等の生命，身体，財産が害されるのみならず，周辺環境も害されること

となることに鑑み，周辺住民等の生命，身体，財産等の利益を保護することを目的

としているものと解される。そして，こうした生命，身体，財産等の利益が，保護

する必要性の高い重要な権利利益であることは明らかである。 

イ 被害の重大性及び切迫性 10 

 被害が甚大であること 

原子力発電所において事故が生じた場合の被害が甚大であることは先に述べたと

おりではあるが，改めて確認すると，原子力発電所は，人体に有害な放射性物質を

極めて広範囲に発散させる危険性を有しており，その事故の損害は，昭和３５年当

時の試算であっても，最大で，損害額３兆７３００億円，９万９０００人の早期立15 

退き，１７６０万人の６か月退避・移住，１５万平方キロメートルの農業制限に及

ぶなどとも算出されていたのである（前記第１・２⑵）。また，本件事故により，福

島県内の１８００平方キロメートルもの広大な土地が，年間５ｍＳｖ以上の空間線

量を発する可能性のある地域となり，本件事故による避難人数は平成２３年８月２

９日時点で約１４万６５２０人にまで及んでいる（前記第１・７⑷）。このように，20 

ひとたび原子力発電所で事故が発生した場合の被害が甚大であることからすれば，

規制権限を与えられた経済産業大臣においては，そうした事故が生じないよう，福

島第一原発で事故が生じる可能性のある知見が示された場合には，その可能性の程

度に応じて，適時にかつ適切に規制権限を行使すべきであったといえる。 

この点，被告東電においても，福島第一原発で事故が生じる可能性が示されたと25 

きは，これに対応する安全対策を講ずべきか検討することとなるが，被告東電は事
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業者の立場であり，安全対策を講じようとすれば自ずと時間と予算を必要とするこ

ととなることから，その必要性，相当性を慎重に判断し，直ちに対策を講じること

に躊躇があることも考えられる。しかし，そうであるからこそ，事業者を規制する

国としては，事業者の姿勢に沿わないものであったとしても，適時かつ適切に規制

権限を行使すべきであったというべきである。 5 

 被告国の主張の検討 

この点に関し，被告国は，グレーデッドアプローチの観点から検討した場合，本

件事故前は，津波のリスクに切迫性はなく，一連の地震対策が優先されるべき状況

であったのであるから，被告国において，被告東電に対し，地震対策に優先して津

波対策をさせる作為義務が生じていたとは認められないなどと主張している（被告10 

国第１１準備書面１４４頁以下）。 

そこで検討すると，確かに被告らが，本件事故以前において，本件長期評価から

予見可能な津波に対して切迫感をもって対策を講じていたとは認められない。しか

しながら，被告らが切迫感をもって対策を講じていなかったのは，津波の危険性を

十分に把握していなかったがゆえであり，本来は切迫感をもって対策を講ずべきで15 

あったといえる。すなわち，本件事故の経過から明らかなように，福島第一原発は，

主要な電源系統設備が，ほぼ１階や地下１階といった敷地に近い高さに設置されて

いた（前記第１・２⑷）のであり，津波が一たび敷地高さを超えて流入して浸水す

れば，すべての電源を喪失して冷却手段を失い，一気に炉心損傷に至る危険性を有

する，まさにクリフエッジが存在していたのであり，その意味で，福島第一原発は20 

津波に対して脆弱性を有する施設であった。そうすると，確かに，わが国において

は津波より地震の方が多く発生しており，それゆえ，福島第一原発において地震対

策をする必要性が高いことは明らかではあるが，そのことを鑑みても，津波対策の

必要性は，地震対策の必要性に決して劣るものではなかったといえる。 

また，平成１８年には，保安院も参加する溢水勉強会において，敷地高さからわ25 

ずか１ｍ高い水位の津波に福島第一原発が浸水した場合には，非常用海水ポンプが
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使用不能になるのみならず，タービン建屋の電源設備の機能が喪失する可能性があ

る上，原子炉の安全停止に関わる電動機，弁等の動的機器が機能を喪失するなどと

いう結果が示されたのである（前記第１・５⑵）。そうすると，遅くともこの時点に

おいては，被告国は，福島第一原発の津波に対する脆弱性を認識すべきだったこと

は明らかといえる。 5 

以上からすれば，遅くとも平成１８年の時点においては，被告国において，切迫

性をもって福島第一原発の津波対策を進めるべきであったといえるのであって，津

波のリスクに切迫性はなく，一連の地震対策が優先されるべき状況であったなどと

いう被告国の上記主張は採用できない。 

ウ 現実に実施された措置の合理性 10 

 本件長期評価に対する対応をしていないこと 

本件長期評価に対して被告国がいかなる措置を講じていたかについてみてみると，

前記 のとおり，被告国は，本件長期評価が平成１４年に公表されたにも

かかわらず，十分な調査をすることもなく，本件長期評価について確率論で扱いた

い旨の被告東電の要望を受け入れ，津波のシミュレーションすら求めなかったもの15 

であり，かかる被告国の対応が相当性を欠くことはすでに述べたとおりである。 

また，その後の被告国の本件長期評価に対する対応状況を見ても，被告東電に対

し，本件長期評価に対する対応を促した形跡はなく，例えば，本件長期評価の公表

から７年余りが経過した平成２１年８月及び９月のヒアリングの場において，本件

長期評価について波源を検討した上で対応するなどといった方針を被告東電から伝20 

えられた際にも，それをそのまま了承するにとどまり（前記第１・６⑵ウ），波源の

検討を急ぐよう求めることもしていない。 

そうすると，被告国が本件長期評価を受けて実際に行った措置が合理性を有する

とみることも困難である。 

 被告国の主張の検討 25 

この点について，被告国は，規制権限不行使の違法性を判断するに当たり，被告
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国が現実に講じた措置を考慮する必要がある旨主張し，具体的には，耐震設計審査

指針の改定やこれに基づくバックチェックを指示するなどしてきたこと，シビアア

クシデント対策についても，同対策が電気事業者の自主的な取組となった後も継続

的に行政指導等を行っていたことなどが考慮されるべきであると主張している（被

告国第１３準備書面７７頁以下）。 5 

しかしながら，被告国は，本件長期評価が示した福島県沖で発生する津波地震に

よる津波に対しては，シミュレーションを求めることすらせず，特段の対応してい

なかったといわざるを得ないのであって，その余の対策を講じていたことをもって，

上記津波への対応しなかったことが正当化されるわけでもない。 

また，被告国は，シビアアクシデント対策を行っていたなどと主張しているが，10 

例えば安全設計審査指針２７には，「原子炉施設は，短時間の全交流動力電源喪失に

対して，原子炉を安全に停止し，かつ，停止後の冷却を確保できる設計であること。」

などと定め，長時間のＳＢＯに対する対応をそもそも求めない（前記第１・１⑸イ）

などしていたのであって，本件事故のように，長時間にわたりＳＢＯが継続するこ

とは想定されておらず，シビアアクシデント対策も不十分であったと言わざるを得15 

ない。この点については，例えば東京大学原子力工学教授を退任後に原子力安全委

員会委員長を務めていた班目春樹自身も，「原子炉の安全設計審査指針も奇怪です。

「長期間にわたる全交流動力電源喪失は，送電線の復旧又は非常用交流電源設備の

修復が期待できるので考慮する必要はない」と解説にわざわざ書いてある。国会事

故調，政府事故調ともに，この一文が今回の事故をもたらしたと指摘しています。20 

私も「明らかな間違い」だと思っていました。」（甲Ｂ７６・１４４頁以下）などと

述べている。また，被告東電自身も，東電総括報告書において，旧原子力経営層は，

過酷事故の発生を経営リスクと捉えず，継続的に安全性を高めていく活動を重要な

経営課題として明示していなかった，内的事象に対するアクシデントマネジメント

策終了後，１０年たっても外的事象に対する目立った対策は行わなかったなどとし25 

ており，シビアアクシデント対策が不十分であったことを自認している（前記第１・
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以上に対し，被告国は，全交流電源喪失事象については，その発生を防止するた

め，様々な設計上の要求を課すことにより，発生頻度が非常に低いと考えられてい

た上，我が国においては外部電源系および非常用ディーゼル発電機の信頼性が高か

ったことからすれば，安全設計審査指針２７において短時間の全交流電源喪失を規5 

定したことが不合理なものであったとはいえないなどと反論している（被告国第４

１準備書面８０頁以下）。しかしながら，平成３年溢水事故において，わずか約２２

ｍｍ×４０ｍｍの貫通穴が生じただけで，非常用ディーゼル発電機や高圧盤などと

いった多くの設備が浸水するに至っていること（前記第１・３⑵），金属閉鎖配電盤

（Ｍ／Ｃ）などといった配電盤が被水して機能停止すると，外部電源や非常用ＤＧ10 

が機能していたとしても電力を必要とする機器に電力を供給することができなくな

ること（前記第１・２⑷，丙Ｂ５の１・１０８頁）などからすれば，全交流電源喪

失が生じる危険性が，被告国の主張するほどに低かったとはいいがたい。また，非

常用ＤＧや配電盤が被水したことにより電源喪失に至れば，短時間で復旧すること

も困難と考えられることからすれば，平成３年溢水事故は長時間の全交流電源喪失15 

が生じる危険性をも示した事象であった。吉田も，本件事故におけるヒアリングに

おいて「前にも実は同じような事象がありまして，平成３年に１号機でありまして，

そのときも，もう水に浸かってしまうと，しばらく使えないというのはよくわかっ

ていたんですね。・・・水が１号機のＤＧがタービンビルの中にありますから，ＤＧ

の部屋まで流れて込んでしまってという事象があって，これは，非常に大変な事故20 

だったと，いまだに思っている。今回の事故よりは全然あれですけれども，日本の

事故の中で，一番大きい事故だと，私は思っているんですけれど」（甲Ｂ２０８の１・

３頁以下）などと，平成３年溢水事故が相当危険な事故であった旨を述べている。

そうすると，かかる事故が実際に生じたにもかかわらず，短時間の全交流電源喪失

を規定していたことは不合理と言わざるを得ない。 25 

したがって，上記被告国の反論も，シビアアクシデント対策が不十分であったと
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の判断に影響を与えるものではないというべきである。 

エ 規制権限行使以外の手段による結果回避困難性及び規制権限行使における専

門性，裁量性 

原子力発電所の管理監督については専門性が高く，それゆえ，技術基準適合命令

を発するか否かについて，経済産業大臣に裁量が認められることは前記２⑴記載の5 

とおりである。 

しかしながら，そもそも経済産業大臣に規制権限が与えられているのは，前記イ

記載のとおり原子力発電所が高度な危険性を有していることに鑑み，そのような原

子力災害を防止し，原子力発電所の周辺住民の安全等を確保するためである。そし

て，専門的技術的知見等も有しない周辺住民等が，自ら原子力災害による被害を回10 

避することは事実上不可能であって，原子力発電所が安全に運転され，原子力災害

を防ぐためには，経済産業大臣による適切な権限行使が不可欠といえる。そうする

と，経済産業大臣が原子力発電所の安全確保のために適切に権限を行使することは，

周辺住民等から強く期待されていたものといえ，経済産業大臣としても，その期待

に応えるべき立場にあったことは明らかである。以上からすれば，経済産業大臣に15 

裁量が認められるとしても，その裁量は必ずしも広範なものとはいえず，経済産業

大臣としては，福島第一原発で津波対策が適切に講じられているか否かについて厳

格な観点から判断すべきであったといえる。 

⑸ 違法性についてのまとめ 

ア 平成１８年に技術基準適合命令義務違反が認められること 20 

以上のとおり，技術基準適合命令を定めた法が，生命，身体，財産といった人々

の重要な権利を保護することをその目的としていること，原子力災害の被害が甚大

であること，規制権限行使以外の手段による結果回避が困難であることなどからす

れば，経済産業大臣は，福島第一原発において，津波により安全性が損なわれるお

それがあるか否かについて，厳格な観点から判断すべきであったといえる。 25 

そうしたところ，確かに福島第一原発では，津波評価技術に基づいて津波のシミ
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ュレーションが実施され，これに基づき対策が講じられていた。しかしながら，同

シミュレーションは，福島県沖の海溝寄りの領域に波源を設定していない点につい

て検討がなされていなかった上，そもそも日本海溝沿いの津波地震については資料

が乏しく，精度の高い算出をすることが困難であったのであり，そうした意味で，

同シミュレーションは，これを上回る津波が生じる可能性が，原子力防災上無視し5 

てよいほどに低いことまで意味するものではなかった。そして，実際に福島第一原

発のある場所では貞観津波という詳細の不明な巨大津波が過去に生じていたのであ

って，敷地を超えて浸水してくる津波が発生する可能性を否定できない状況にあっ

た。 

かかる状況において，本件長期評価は，多数人の専門家の議論を経た上で，福島10 

県沖の海溝寄りの領域においても津波地震が発生する可能性を指摘したのであった。

そして，平成１４年に津波算出義務を尽くしていれば，被告国は本件算出津波の知

見を得ることができたものと認められるところ，確かに，その算出結果は，精度と

して十分なものではなかった。しかしながら，本件算出津波はＯ．Ｐ．＋１５．７

０７ｍなどという敷地を大きく超える数値になっており，その要因が地形や防潮堤15 

の影響によることなどを考慮すれば，本件算出津波は，敷地を超えて津波が浸水し

てくる具体的な可能性を示す知見としては十分なものであった。 

そうしたところ，福島第一原発は，主要電源設備が１階や地下１階に設置されて

おり，津波により敷地が浸水してしまうと，一気に全ての電源を喪失し，炉心損傷

に至る危険があったのであり，その意味で，津波に対して脆弱な施設であった。そ20 

して，被告国は，遅くとも第３回溢水勉強会の行われた平成１８年にはそのことを

認識すべきであった。 

そうだとすれば，経済産業大臣において，遅くとも平成１８年の時点では，福島

第一原発について津波により安全性が損なわれるおそれがあると判断するに十分な

状況にあったといえる。 25 

そして，確かに本件算出津波の精度は高いものではなかったから，防潮堤等の対
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策を講ずるために，本件算出津波の精度を高める必要はあったとは認められる。し

かしながら，本件算出津波の精度を高め，それに基づき防潮堤等の対策を講じたと

しても，その精度には限界があるため，これを超えて敷地を浸水してくる津波が発

生する可能性がなお否定できず，いずれにしろ敷地に浸水してくる津波への対策が

必要となることは明らかな状況であった。また，精度を高めるには相当な時間がか5 

かることにも鑑みれば，精度を高めるまで対策を講じないことに合理性もなかった。 

したがって，被告国としては，遅くとも平成１８年の時点では，本件長期評価が

指摘した，福島県沖で発生しうる津波地震による津波の算出精度を高めるのと同時

に，福島第一原発の敷地を超えて浸水してくる津波に対する対策を講じるよう被告

東電に命ずべきであったといえる。しかしながら，被告国は，本件長期評価が福島10 

県沖で津波地震が発生しうることを指摘したにもかかわらず，福島県沖で発生する

津波地震による津波のシミュレーションすら求めず，敷地を超えて浸水してくる津

波に対する対策を怠り続けていたのである。 

以上からすれば，遅くとも平成１８年の時点においては，経済産業大臣が福島第

一原発について省令６２号４条１項の基準を満たしていないとして技術基準適合命15 

令を発しなかったことは，法の趣旨，目的や，その権限の性質等に照らし，著しく

合理性を欠くものであったといえ，国賠法１条１項の適用上違法であるというべき

である。  

イ 各報告書の指摘等 

本件事故後，被告東電による事故調査（前記第１・７⑶）の他にも，国会事故調20 

や政府事故調による調査がなされ，その結果が報告書にまとめられているところ（甲

Ｂ１ないし３），そこでも，当裁判所と同様の指摘がなされている。 

例えば，国会事故調は，「福島第一原発は４０年以上前の地震学の知識に基づいて

建設された。その後の研究の進歩によって，建設時の想定を超える津波が起きる可

能性が高いことや，その場合すぐに炉心損傷に至る脆弱性を持つことが，繰り返し25 

指摘されていた。しかし，東電はこの危険性を軽視し，安全裕度のない不十分な対
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策にとどめていた。平成１８（２００６）年の段階で福島第一原発の敷地高さを超

える津波が到来した場合に全交流電源喪失に至ること，土木学会手法による予測を

上回る津波が到来した場合に海水ポンプが機能喪失し炉心損傷に至る危険があると

いう認識は，保安院と東電との間で共有されていた。・・・津波の確率論的安全評価

が技術的に不確実であるという理由で実施せず，対策の検討を先延ばしにしていた。5 

東電の対応の遅れは保安院も認識していたが，保安院は具体的な指示をせず，バッ

クチェックの進捗状況も適切に管理監督していなかった。」（甲Ｂ１・２７頁）など

としており，被告らが平成１８年には炉心損傷に至る危険を認識しながら津波対策

を先延ばしにしていたことを批判している。 

また，政府事故調も，被告らの事前の事故防止策に関する問題点をいくつも指摘10 

する中で，「東京電力は，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津

波地震）については領域内のどこでも発生する可能性がある旨の文部科学省地震調

査研究推進本部の「三陸沖から房総沖にかけての地震活動への長期評価」報告書に

おける指摘・・・により，福島第一原発において設計上の想定を超える津波波高の

数値を得たが，福島第一原発における具体的な津波対策に着手するには至らなかっ15 

たこと・・・東京電力は，津波についてのＡＭ策を検討・準備していなかったこと。

また，津波に限らず，自然災害については設計の範囲内で対応できると考えており，

設計上の想定を超える自然災害により炉心が重大な損傷を受ける事態についての対

策は極めて不十分であったこと・・・全電源喪失について，東京電力は，複数号機

が同時に損壊故障する事態を想定しておらず，非常用電源についても，非常用ＤＧ20 

や電源盤の設置場所を多重化・多様化してその独立性を確保するなどの措置は講じ

られておらず，直流電源を喪失する事態への備えもなされていなかったこと」（甲Ｂ

３本文編４０９頁以下）を問題点と指摘するなど，設計上の想定を超える津波数値

を得ながらも，そうした想定を超える津波に対する対策を講じなかったことを批判

している。 25 

さらに，被告東電も，東電総括報告書において，土木学会の検討だけに頼らず，
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自ら必要な対策を考えて電池室の止水や予備電源の準備等の対策が実施されていれ

ば，今回の東北地方太平洋沖地震津波に対しても一定の影響緩和が図られ，大量の

放射性物質の放出という最悪の事態を防げた可能性がある，法令や規格・基準を満

たしていれば十分とし，規格・基準を超えて自ら慎重にリスクを検討する力が欠け

ていた，地震本部の見解も多数の専門家が集まって出した結論であり，土木学会だ5 

けに頼らず，真摯に提言に耳を傾ける姿勢が旧原子力経営層に不足した，旧原子力

経営層は，高い安全意識を持って自然災害が原子力災害につながるリスクを慎重に

考え，深層防護に則った対策を実施するべきであったなどと問題点を列挙しており

（前記第１・７⑶イ），本件長期評価から予見可能な津波に対して速やかな対策を講

じなかったことなどが問題であったと自認している。 10 

⑹ 違法性の結論 

以上より，被告国について，遅くとも平成１８年には技術基準適合命令違反が認

められ，国賠法１条１項の適用上違法であると認められる。 

３ 因果関係 

次に，因果関係，すなわち，技術基準適合命令を発していれば，本件事故を回避15 

することができたと認められるか否かについて，検討する。（以下，上記平成１８年

時点において被告国が発すべきであった技術基準適合命令を「本件命令」という。） 

⑴ 被告東電が講じたであろう措置 

ア 措置の内容の選択は被告東電が行うこと 

経済産業大臣が本件命令を発した場合，その内容には，経済産業大臣が電気事業20 

法３９条の基準適合性が失われていると判断した理由を具体的に記載することが必

要であり，それにより，命令を受けた者においていかなる点を改善すべきであるか

が明示されることになると解されるが，更に進んで，その改善のためにいかなる具

体的措置を取るべきかまでは本件命令中では特定されず，その点は命令を受けた被

告東電において具体的措置を検討し，適宜の方法を選択することになると解される25 

（いわゆる生業訴訟に係る仙台高等裁判所令和２年９月３０日判決同旨）。 
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イ 被告東電が講じたと考えられる措置の内容 

 以上を踏まえ，本件命令，すなわち，敷地を浸水してくる津波に対する対策

を講ずるよう命ぜられた場合に，被告東電がいかなる措置を講じたと認められるか

について検討する。 

この点について，原告らは，佐藤の供述（甲Ｂ２５７，２６０）ないし証言（第5 

１６回及び第１９回口頭弁論調書添付の尋問調書）に基づき，短期対応として，Ａ

－１：安全停止系保護のための水密化（安全停止系に属する構造物，系統，機器の

設置されている場所を特定した上で，その保護の対象となる機器が設置された部屋

に水密扉を設置し，警報機能のある溢水検知器を２系統以上設置し，保護の対象と

する機器は床面から３０ｃｍ以上の高さに置くなどし，圧縮空気を駆動源とするダ10 

イアフラム・ポンプを２系統設置する，などという対策），Ａ－２：安全停止系が設

置された建屋の水密化（大物搬入口の扉を強化し，給排気口を高い位置に移設する

対策）といった水密化の措置，Ａ－３：可搬式設備による補完措置（可搬式の高圧

ポンプや電源設備などをそろえ，それらを移動して繋ぎ込みを終えて使用できるよ

うにするまでの間，原子炉の冷却機能を維持するために，原子炉からの高圧蒸気を15 

駆動力とするタービン式の高圧ポンプによる冷却系（ＲＣＩＣ系）を完全にマニュ

アル操作で起動，運転するための手順の用意と訓練を行う，などといった対策）を

とり，中期対応としてＢ：簡易バンカー設備（３時間耐火壁で守られたＡＦＩ（補

助給水注水系）ポンプ室を原子炉建屋，タービン建屋，制御建屋のいずれの建屋か

らも３００フィート（９０ｍ）以上離れたところに設置させるなどという対策）を20 

行い，長期対応としてＣ－１：バンカー施設（既設の安全停止系を安全に喪失した

ときでも，十分に離れた安全な場所から遠隔で，原子炉を冷温停止に導く運転を行

うのに必要なすべての電源系，冷却系，計測制御系を格納し，制御室もある独立し

た建屋を設置するという対策）やＣ－２：防潮堤を講じたはずである旨を主張して

いる。 25 

 そこで検討すると，本件事故前において，被告東電内部において，防潮堤で
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防ぎきれない津波に対して水密化の対策を講じることを検討していた（前記第１・

６⑵オ）ことに鑑みれば，本件命令が発せられ，敷地を浸水するような津波に対す

る対策を講じなければならない場合には，Ａ－１：安全停止系保護のための水密化

や，Ａ－２：安全停止系が設置された建屋の水密化などといった水密化の対策を講

ずることに着手したであろうことが十分に考えられるといえる。 5 

また，被告東電が本件事故前から実際に高圧電源車や低圧電源車を保有していた

（丙Ｂ５の１・２４８頁）ことに鑑みれば，本件命令が発せられ，敷地を浸水する

ような津波に対する対策を講じなければならなくなった場合に，電源喪失に対する

対応として，電源車を配備するなどといった，Ａ－３：可搬式設備による補完措置

の対策を講じることに着手したであろうことが十分に考えられるといえる。 10 

他方，そうした水密化や可搬式設備による補完措置により敷地を浸水するような

津波への対策が可能と考えられることからすれば，それを超えて，さらに，Ｂ：簡

易バンカー設備，Ｃ－１：バンカー施設といった対策を講じたとまでは考えられな

いというべきである。 

 そして，このように，被告東電が，本件命令に対して水密化や可搬式設備に15 

よる補完措置に着手したものと認められることは，被告東電の作成した福島原子力

事故調査報告書からも裏付けられる。 

すなわち，被告東電は，同報告書において，想定を超える津波への対策として，

今後以下の①～④の対策を講じるとしている。（前記第１  

①津波に対して遡上を未然に防止する対策を講じる。②さらに，津波の遡上があ20 

ったとしても，建屋内に侵入することを防止する。③万一，建屋内に津波が侵入し

たとしても，機器の故障と違って，津波の影響範囲は甚大で多くの機器に影響を与

える可能性があることから，その影響範囲を限定するために，建屋内の水密化や機

器の設置位置の見直し等を実施する。④上記①～③の徹底した対抗策の実施により

津波によるプラントへの影響は，最小限にとどめることができると考えられるが，25 

それさえも期待せず，津波により発電所のほとんどすべての設備機能を失った場合
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を前提としても，原子炉への注水や冷却のための備えを発電所の本設設備とは別置

きで配備することで事故の収束を図る。 

そして，同報告書では，①の具体策として防潮堤を，②の具体策として防潮板，

防潮壁，扉水密化を，③の具体策として重要機器の水密化を，④の具体策として可

動式熱交換器設備，消防車，電源車，ガスタービン発電機車を掲げている。 5 

同報告書は，確かに本件事故後に作成されたものではあるが，敷地を超えて浸水

する津波に対する対策を被告東電が考えた場合において，被告東電が，扉の水密化

や，重要機器の水密化，電源車の設置などといった，原告らの主張する対策を着想

するであろうことを端的に示すものといえる。そして，本件事故前に敷地を浸水し

てくる津波への対策を考えた場合には，被告東電がこれらの対策を着想できなかっ10 

たとも認められない。したがって，本件命令が発せられていれば，被告東電は，原

告の主張するような，Ａ－１：安全停止系保護のための水密化，Ａ－２：安全停止

系が設置された建屋の水密化，Ａ－３：可搬式設備による補完措置のいずれかの対

策に着手したと認められるのである。 

ウ 被告国の主張の検討 15 

 これに対し，被告国は，①福島第一原発の主要建屋等が存在する１０ｍ盤に

敷地高を超える津波が到来することが想定される場合，原子炉施設の安全性を確保

するために講じるべきであった対策は，防潮堤・防波堤等の設置によってドライサ

イトを維持するというものであって，それ以外の結果回避措置が導かれる余地はな

い。津波が敷地内に侵入することを容認した上で建屋等の全部の水密化を行うこと20 

は，合理性，信頼性のある対策とはいえず，規制機関がそのような対策を是認する

ことはあり得ず，そのような対策を命じる規制権限の行使が義務付けられることも

ない。多重・深層防護の概念から，ドライサイトの維持のほかに，建屋の水密化が

求められることもない。②ＩＡＥＡの安全基準や，我が国及び諸外国における建屋

等の全部の水密化の実例を踏まえても，規制要求に基づき津波の敷地内への侵入を25 

容認した上での全面的な水密化が行われていたとはいえない，などと主張する。 
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 しかしながら，①前記２⑸ア記載のとおり，本件命令時においては本件算出

津波の精度を並行して高めている状況にあったのであるから，被告東電は，その時

点では，直ちに，防潮堤や防波堤といった対策を講ずることができなかったと考え

られる。なぜならば，防潮堤等を設置することに多額の費用や時間がかかる（甲Ｂ

２５７・３２頁以下，第１６回口頭弁論証人佐藤尋問調書５６頁以下）ことに鑑み5 

れば，精度が高まった後に作り替えることを前提に被告東電が防潮堤等を講ずるこ

とは考えられない。そして，防潮堤等を設置することが津波対策として根本的で大

きな威力を発揮するものであり，ドライサイトコンセプトの有効性は肯定されるべ

きものであるが，上記のとおり，防潮堤等の設置までには多額の費用や時間がかか

るのに対し，本件算出津波で示された津波高は福島第一原発の敷地高を大きく超え10 

るものであり，緊急に対策を講じるべき必要性が生じているのであるから，防潮堤

等の設置が可能となるまでの対策として，原告らが主張するような水密化等の措置

を講じる（これらの措置を講じる方が，防潮堤等を設置するのに比べて，費用や時

間の面で，緊急の必要性に対する対応が容易であり，合理性があると認められる）

必要性があったというべきである。 15 

 また，被告国は，規制機関がかかる対策を是認するはずがないなどとも指摘する

が，新規制基準においては，「Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区画につい

ては，浸水防護重点化範囲として明確化するとともに，津波による溢水を考慮した

浸水範囲及び浸水量を保守的に想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能

性のある経路及び浸水口（扉，開口部及び貫通口等）を特定し，それらに対して浸20 

水対策を施すこと。」が方針として定められており（前記第１・１⑹），実際に浸水

量を保守的に想定した上での浸水対策を求めているのであるから，規制機関が水密

化の対策を是認しないとも認められない。 

さらに，②の主張についても，当裁判所は，被告東電が，津波が敷地内にそのま

ま侵入することを前提とした水密化等の措置を講じたであろうと認定しているわけ25 

ではない。本件命令を受けた被告東電は，本件算出津波の精度を高めるのと同時に，
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敷地を浸水してくる津波に対して水密化等の対策を講じたはずであると考えており，

算出精度が高まった場合には，被告東電は，それを前提とした防潮堤等の対策をも

講ずることを前提としている。したがって，ここでの被告国の指摘も，当裁判所の

判断を揺るがすものではない。 

エ 小括 5 

以上からすれば，その余の被告国の主張を考慮しても，平成１８年に本件命令が

発せられていれば，被告東電は，Ａ－１：安全停止系保護のための水密化，Ａ－２：

安全停止系が設置された建屋の水密化，Ａ－３：可搬式設備による補完措置のいず

れかの対策に着手したものと認められる。したがって，被告国の主張は採用できな

い。 10 

⑵ 本件事故回避の蓋然性 

そこで，本件命令を受けて水密化ないし可搬式設備による補完措置といった対策

に着手していれば，本件事故を回避できたといえるか，すなわち，本件津波が到来

するまでに対策が講じられたと認められるか否か，及び，その講じられた措置によ

って本件事故に至らなかったかと認められるか否かについて，以下検討する。 15 

ア 可搬式設備による補完措置 

 本件津波が到来するまでに対策が講じられたと認められること 

まず，Ａ－３：可搬式設備による補完措置（原告の主張によれば，可搬式の高圧

ポンプや電源設備などをそろえ，それらを移動して繋ぎ込みを終えて使用できるよ

うにするまでの間，原子炉の冷却機能を維持するために，原子炉からの高圧蒸気を20 

駆動力とするタービン式の高圧ポンプによる冷却系（ＲＣＩＣ系）を完全にマニュ

アル操作で起動，運転するための手順の用意と訓練を行う，などといった対策）と

いう対策を本件津波が到来するまでに講じることができたかどうかについて検討す

ると，本件命令が発せられたと考えられる平成１８年から本件津波が到来する平成

２３年までに約５年もの歳月がある。また，本件命令が発せられた場合には，被告25 

東電において，福島第一原発の稼働停止を求められることを避けるため，相当急い
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で対策を講じたと考えられる。さらに，少なくとも本件事故時において被告東電は

実際に高圧電源車や低圧電源車を所有していた（丙Ｂ５の１・２４８頁）し，本件

事故後には，実際に柏崎刈羽原子力発電所に空冷式ガスタービン発電機車（軽油の

燃焼ガスでタービン（羽根車）を回して電気を作る発電機を搭載した車）や電源車

を配備している（甲Ｂ２０２・１７頁以下）。こうした事情に鑑みれば，本件津波が5 

到来するまでに，敷地を超えてくる津波への対策として，少なくとも電源車などの

可搬式電源設備を，福島第一原発の標高３０～３５ｍの土地上に用意し，浸水した

場合にはこれを用いて電源が復旧できるように準備・訓練をしておくなどといった，

可搬式電源設備による対策を講ずることは十分にできたと認めるのが相当である。

（なお，高圧ポンプを製造するには相当の重量，サイズになると考えられるため，10 

可搬式の高圧ポンプまで製造できたとは認められない。佐藤証人尋問調書（第１９

回口頭弁論調書）８１頁以下） 

 本件事故を回避できたと認められること 

そこで，次に，上記可搬式電源設備により，本件事故を回避できたといえるかど

うかについて検討する。 15 

この点について，被告国は，平成２３年３月１１日に本件津波が到来した直後の

道路状況は，がれきが散乱するなど可搬式設備を移動させることが難しい状況であ

ったし，同日午後７時頃になってようやく車両の通行ルートが開通したことなどか

らすれば，可搬式設備による補完措置を講じたとしても本件事故を回避できたとは

認められないなどと主張する（被告国第２７準備書面１６頁以下）。 20 

そこで検討すると，確かに１号機においては，同日午後６時頃に燃料が露出し，

同日午後７時頃に炉心損傷が始まったものと推定されている（前記第１・７⑵ア ）。

しかしながら，福島第一原発には，放射性物質の施設外への放出を防止するため，

ペレット，被覆管，原子炉圧力容器，原子炉格納容器，原子炉建屋といういわゆる

５重の防壁によって，放射性物質の漏洩が防止される設備が整えられていたのであ25 

る（前記第１・２⑶ウ）。そうすると，炉心損傷が始まったとしても，なお，原子炉
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圧力容器，原子炉格納容器，原子炉建屋という防壁が存在するのであるから，それ

によって即大量の放射性物質の漏洩に至るとは考えられない。 

そして，同月１１日午後７時頃には車両の通行ルートが確保されているのである

から（前記第１・７⑵ア ），電源車等を設備していれば，そのころには，１号機に

電源車を移動させて電気を供給したはずであり，そうしていれば，計測機器の復旧5 

によりＩＣが機能していないことが把握できたと考えられるし，速やかにベントを

実施したり，冷却機能を復旧させたりするなどして，原子炉の冷却ができたものと

認められる（なお，本件事故の実際の経過においては，配電盤が被水していたこと

などから電源車による送電に成功しない（丙Ｂ５の１・２４７頁以下）。しかしなが

ら，本件命令を受けて被告東電が電源車等を配備する場合には，配電盤が浸水する10 

ことも想定した上で電源車による送電が可能になるような措置ないし訓練を講じて

いたであろうと認められる。したがって，本件事故時において電源車による送電が

できなかったことは，前記認定を左右するものではない。）。 

そうしたところ，被告東電の解析によれば，原子炉圧力容器の損傷に至ったのは

同月１２日午前６時頃であったというのであり，また，保安院のクロスチェック解15 

析によっても原子炉圧力容器が破損したのは同月１１日の午後８時頃であったとい

うのであるから（前記第１・７⑵ア ），同日午後７時頃に上記のような電源車によ

る電源の供給がなされていれば，原子炉圧力容器が損傷して放射性物質が漏洩する

にまで至ったとは考えられない。 

また，３号機については，同月１３日午前２時４２分頃までＲＣＩＣないしＨＰ20 

ＣＩによる冷却が続けられていたのであるし，２号機についても同月１４日までＲ

ＣＩＣによる冷却が続けられていた（前記第１・７⑵イウ）。したがって，それまで

に電源車を移動させ電源供給をすることは十分可能であったと認められ，そのよう

にしていれば，２，３号機についても放射性物質が大量に漏洩する事態には至らな

かったものと認められる。 25 

以上からすれば，可搬式の電源設備を備えていれば，本件事故を回避できたもの
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と認められる。  

イ 水密化 

 本件津波が到来するまでに対策を講じることができたと認められること 

ａ 次に，Ａ－１：安全停止系保護のための水密化（原告の主張によれば，安全

停止系に属する構造物，系統，機器の設置されている場所を特定した上で，その保5 

護の対象となる機器が設置された部屋に水密扉を設置し，警報機能のある溢水検知

器を２系統以上設置し，保護の対象とする機器は床面から３０ｃｍ以上の高さに置

くなどし，圧縮空気を駆動源とするダイアフラム・ポンプを２系統設置する，など

の対策）や，Ａ－２：安全停止系が設置された建屋の水密化（原告の主張によれば，

大物搬入口の扉を強化し，給排気口を高い位置に移設する対策）といった水密化の10 

対策を本件津波が到来するまでに講じることができたかどうかについて検討すると，

前記ア と同様に，本件命令が発せられれば被告東電は急いでこれらの対策を講じ

ると考えられるところ，そのように取り組めば６か月から１年程度で対策を終える

ことができること（甲Ｂ２５７の１・３３頁），本件命令から本件津波の到来まで約

５年もの歳月があることなどからすれば，少なくとも，被告東電は，保護対象機器15 

が設置された部屋に水密扉を設置するなどし，または大物搬入口の扉を強化した上，

給排気口を高い位置に移設するといった水密化対策を講じることができたものと認

められる。 

ｂ これに対し，被告国は，本件事故前の状況及び設置変更許可などの許認可手

続に要する時間等を考慮した場合，本件津波までに対策工事を終えることができな20 

いなどと主張する。 

しかしながら，こうした水密化の措置を講じる際に，設置変更許可まで必要にな

るとは考えられず，実際に東海第二発電所で水密化の措置を講じた際にも設置変更

許可がなされていないことは，前記１⑵に記載したとおりである。したがって，被

告国の上記主張も採用できない。 25 

 本件事故を回避できたと認められること 
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そこで，次に，上記の水密化の措置により本件事故を回避できたと認められるか

どうかについて検討すると，この点について，被告国は，本件算出津波と本件津波

は大きく異なっているから，水密化の措置を講じたとしても，本件事故を回避でき

たとは認められない旨主張している（被告国第２７準備書面１３頁以下）。そして，

本件算出津波と本件津波の違いとして，具体的には，本件算出津波は１０ｍ盤に津5 

波が流入してくるのは南側からのみになる一方，本件津波は南側のみならず東側か

らも１０ｍ盤を超えて津波が流入している点で津波の遡上方向に違いがあること，

本件算出津波は，越流地点である敷地南側に最も近い４号機原子炉建屋付近が２．

６０４メートル，タービン建屋付近が２．０２６メートルで最も浸水深が大きくな

っているが，１号機付近では１メートル未満の浸水深となっている一方，本件津波10 

では総じて２ないし５メートル程度の浸水深となっている点で，浸水深にも違いが

あること，津波の継続時間を見ても，本件算出津波では，１ないし４号機の取水口

前面の水位が０メートルからおよそ６メートル程度に達した後に，再び０メートル

に低下するまでの時間は，およそ１０分弱程度であるところ，本件津波では，港湾

内の検潮所位置付近における水位の時間経過は，水位が５メートルを超えて最大１15 

３．１メートルに達した後に，０メートルに低下するまでの時間のみでもおよそ１

７分程度であるという違いがあることなどを指摘している。 

しかしながら，本件命令を受けていかなる水密化の措置が講ぜられたかを検討す

ると，敷地を浸水してくる津波がどの程度の高さや水量になるかを具体的に予測で

きないのであるから，被告東電は，本件算出津波それ自体をいわばピンポイントと20 

して検討するのではなく，相当な裕度をもって，水密化の措置を講じたであろうと

認められる。実際，新規制基準においても，敷地に流入してくる津波の対策に関し

「Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区画については，浸水防護重点化範囲

として明確化するとともに，津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水量を保守

的に想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び浸水口（扉，25 

開口部及び貫通口等）を特定し，それらに対して浸水対策を施すこと。」などと解釈
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されており（前記第１・１⑹），津波による溢水について，浸水範囲や浸水量を保守

的に想定することとされている。 

また，確かに，本件算出津波と本件津波は，被告国が主張する差違があることは

認められるものの，本件算出津波においても敷地南側の地点では浸水深が５．７０

敷地高を大きく5 

超えて津波が福島第一原発敷地に襲来し，浸水高は５ｍを超え，一定時間はその浸

水がひかないという状況は共通しているのであり，被告国が主張するような差違を

殊更に強調することが相当であるとはいえない。 

そして，相当な裕度をもって水密化の措置を講じていれば，本件津波に対しても

相応に機能したはずであり，そうすると，長時間の全交流電源喪失にまで至ったと10 

は考えられないから，本件事故を防げたと認めるのが相当である。そのことは，５

号機については本件津波により全交流電源喪失に至っているものの，６号機の非常

用ＤＧが一部被水を免れたことなどから，炉心融解することなく冷温停止に至って

おり（前記第１・７⑵エ），多くの電源設備が被水しても，炉心融解は避けられたと

考えられること，佐藤が，柏崎刈羽原子力発電所６，７号機にある水密扉は厚さが15 

２，３０センチぐらいあり，遮蔽も兼ねているから，本件津波に耐えることができ

たと考えられる旨証言していること（佐藤証人尋問調書（第１９回口頭弁論調書）

２６頁以下），原子力工学を専門とする渡辺敦雄が，工学的に安全率を３以上に設定

することは原子力発電所の重要機器の設計枠内であるから，たとえ２メートルを超

える津波対策を講じる場合であっても，そうした安全率が採られている以上，５メ20 

ートルを超える津波にも耐えられたと考えられる旨述べていること（甲Ｂ１９４の

１・１２頁）からも裏付けられる。 

以上からすれば，被告東電が水密化の措置を講じていれば，本件事故を回避でき

たものと認められる。 

⑶ 因果関係についてのまとめ 25 

以上より，平成１８年に本件命令が発せられていれば，津波の影響は相当程度軽
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減され，本件事故は回避できたものと認められるから，規制権限不行使と原告らの

損害との間に因果関係も認められる。 

４ 被告国の国家賠償責任の範囲 

以上からすれば，被告国は，原告らに対し，国家賠償責任を負うものと認められ

るところ，この点に関し，被告国は，福島第一原発の安全管理は一次的には被告東5 

電において行われるべきものであり，被告国は，これを後見的・補充的に監督する

にとどまるなどとして，被告国の責任の範囲は，第一次的責任者である被告東電に

比して，相当程度限定されたものになるべきとも主張している。 

しかしながら，これまでに述べてきたとおり，被告国は，技術基準適合命令義務

を懈怠し，これによって本件事故を回避できず，原告らに損害を生じさせたのであ10 

るから，被告国の損害賠償責任を限定的に解さなければならない理由は何もない。

被告国の主張するとおり，被告国が後見的・補充的に監督する立場にとどまるとし

ても，そうした事情は，内部的な求償関係の局面において考慮すれば足りるという

べきであり，それを超えて本件事故によって損害を被った者との対外的な関係にお

いても，その責任範囲を限定することは相当でないというべきである。 15 

よって，上記被告国の主張も採用できない。 

５ 結論 

以上からすれば，被告国は，本件事故により原告らに生じた損害全体について損

害賠償責任を負うものと認められる。 

第４ 被告東電の一般不法行為に基づく損害賠償責任 20 

原告らは，主位的に，民法７０９条に基づき，被告東電に対する損害賠償請求を

行っている。しかしながら，原賠法の規定する原子力損害の賠償責任は，原子力事

業者に対して原子力損害に関する無過失責任を規定するなどした民法の損害賠償責

任に関する規定の特則であり，民法の一般不法行為責任の規定の適用を排除してい

ると解される。 25 

これに対し，原告らは，特別法が一般法による請求を排除するか否かは当該特別
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法の趣旨によるところ，原賠法の被害者保護や原子力事業の健全な発達という趣旨

に鑑みれば，被告東電は，民法上の不法行為責任を負うなどと主張している。 

そこでさらに検討すると，原賠法の，原子力事業者の無過失責任（３条１項），原

子力事業者の責任集中（３条２項，４条），損害を賠償した原子力事業者からの求償

権の制限（５条）といった規定に鑑みれば，原賠法は，原子力災害が生じた際に被5 

害者への迅速かつ十分な救済を可能とするために，原子力事業者に責任を集中させ，

原子力災害が生じた場合の賠償責任者をあらかじめ明確に定めるとともに，原子力

事業者に無過失責任を負わせたものと認められる。また，原賠法が，原子力事業者

に対して損害賠償措置を義務付けていること（６条以下）や，賠償額がこうした措

置額を超えた場合の政府の援助を定めていること（１６条）にも鑑みれば，原賠法10 

は，被害者の救済を図りつつ，こうした規定により原子力事業者に予測不能な賠償

等の負担が生じないようにすることで，原子炉の運転等に係る事業の円滑な運営を

図り，もって原子力事業の健全な発達を企図したものと認められる。 

そうしたところ，仮に原子力事業者が一般不法行為に基づく損害賠償責任をも負

担すると解することになれば，原子力事業者は，軽過失のある第三者に対しても求15 

償できることになりかねないのであって，かかる事態は，求償権の制限を定め，原

子力事業者の責任集中を定めた原賠法の趣旨に反するものといえる。また，仮に原

子力事業者が一般不法行為に基づいて損害賠償を行った場合，損害賠償措置や国の

支援の対象外と判断される可能性もあるのであって，かかる事態も，原子力事業者

に予測不能な賠償等の負担が生じないようにすることで，事業の円滑な運営を図り，20 

もって原子力事業の健全な発達を企図した原賠法の趣旨に反するものというべきで

ある。 

他方，原子力災害の被害者は，原賠法３条１項に基づいて損害賠償を求めること

ができるのであるから，一般不法行為に基づく損害賠償請求はできないものと解し

たとしても，被害者の保護に欠けるところはない。 25 

以上からすれば，原告らの指摘を考慮しても，原賠法は民法の一般不法行為責任
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の規定の適用を排除していると解すべきである。 

第５ 原告らの損害 

したがって，被告国は国家賠償法に基づき，また被告東電は原賠法に基づき，そ

れぞれ連帯して損害賠償責任を負うものと認められる。 

そこで，以下，その損害額について検討する。 5 

１ 損害額算定の考え方 

⑴ 請求の趣旨第３項から第５項の訴訟物について 

原告らは，被告らに対し，月２５万円ないし３５万円の請求（請求の趣旨第３項），

３００万円の請求（請求の趣旨第４項），３０００万円の請求（請求の趣旨第５項）

を行っている。そして，それぞれの請求について，第３項は避難慰謝料を，第４項10 

は被ばく不安による精神損害の賠償を，第５項はふるさと剥奪による精神的損害の

賠償を請求するものと主張している（なお，第５項の請求は，第２項の請求が認め

られなかった場合の予備的請求であるが，第２項の請求が認められないことは，後

記第７記載のとおりである。また，第６項の請求は弁護士費用の請求である。）。 

しかしながら，これらは，いずれも本件事故により原告らに生じた精神的苦痛の15 

賠償を求めるものであるが，精神的苦痛を切り分けて評価することは，その性質上

困難であり，独立の訴訟物として評価することについて困難である。 

また，原告らは，第３項の請求について，原告らが津島地区での平穏な生活を回

復するまでの賠償を求めるものであるなどと主張しており（平成２７年９月２９日

付訴状１２５頁），同請求は，原告らが津島地区において平穏に生活する権利を被侵20 

害利益と構成しているものと解される。本件事故により大量の放射線が放出され，

原告らが被ばくしたのみならず，原告らがふるさとと呼ぶ津島地区からの避難を余

儀なくされ，いまだそのふるさとへの帰還ができていないこと等に鑑みると，原告

らの上記平穏生活権侵害による慰謝料を考慮する際に，原告らが請求の趣旨第３項

から第５項の請求において主張している要素を考慮することは十分可能である。他25 

方，避難慰謝料，被ばく不安による精神的苦痛，ふるさと剥奪による精神的苦痛を
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それぞれ算定すると，同じ要素を重複して考慮することになる。 

以上からすれば，請求の趣旨第３項から５項の請求はいずれも本件事故による平

穏生活権侵害による精神的損害を請求するものと捉え，訴訟物は共通する１個のも

のと解すべきであり（仮に，３個の訴訟物ととらえた場合には，訴訟物が重複する

２個は却下し，審判対象とすることができなくなるが，そうした結論は，原告らの5 

意思に沿わないものと解される。），原告らの主張する，避難慰謝料，被ばく不安，

ふるさと剥奪などといった要素を慰謝料の考慮要素として取り扱うことの当否を検

討すべきである。 

⑵ 被告東電の弁済額を超える損害が生じているか否かを検討すること 

次にその精神的損害の額をいかなる観点から検討すべきかをみてみると，原告ら10 

は，中間指針で帰還困難区域の住民に慰謝料として基本的に支払うとされた１４５

０万円について，１４５０万円を全て月１０万円の慰謝料として計算すると，平成

２３年３月１１日から令和５年３月３１日までに及ぶことから，請求の趣旨第３項

について，令和５年３月まで月２５万円の請求とし，それ以降を月３５万円の請求

とするとしている（原告第６０準備書面４頁）。したがって，原告らは，上記１４５15 

０万円を超える部分を訴訟物として，損害賠償請求をしているものと解される。他

方，被告東電は，基本的にこの１４５０万円を支払い，また，増額事由等のある者

に対しては，その事由も踏まえた上で，別紙４弁済額等一覧表の「精神的損害の賠

償として賠償した金額の合計①」欄のとおりの慰謝料の弁済をしたとして，弁済の

抗弁を主張している。（なお，被告東電は，精神的損害以外の事由として弁済した金20 

銭をも弁済の抗弁として主張しているが，後記６のとおり，同主張は採用できない。） 

そうすると，結局，被告東電が精神的損害の賠償として支払った弁済額以上の精

神的損害が生じていれば，その額を認容すべきということになる。そこで，当裁判

所は，被告東電が精神的損害の賠償として支払った金額が，賠償として十分なもの

であったか否かという観点から，以下，その損害額を検討することとする。（ただし，25 

原告７６－１ないし原告１９４－１については，被告東電は，精神的損害として１
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４５０万円未満の金額しか支払っていないため，両名の認容額については別途検討

する。） 

⑶ 原告らの生活の本拠 

本件事故当時の原告らの生活の本拠（住所と同義である。民法２２条）が津島地

区にあったか否かは，慰謝料を算定する上で大きな考慮要素となる。この点につい5 

て，原告らは，自身ないし被相続人全員が，本件事故当時，津島地区に生活の本拠

があったと主張している。他方，被告東電は，原告８－３，１４－７，４４－４，

５８－４，７５－５，７６－１，８０－１，１６２－４，１９６－１，２１０－３

は，本件事故当時津島地区に生活の本拠はなかった旨主張している（被告東電準備

書面（３０）１３頁以下等）。生活の本拠は，ある人の一般の生活関係においてその10 

中心をなす場所であり，社会通念に照らし，その場所が客観的に生活の本拠たる実

体を具備しているか否かによって判断されるべきである（最高裁判所昭和２９年１

０月２０日大法廷判決・民集８巻１０号１９０７頁，最高裁判所第２小法廷平成９

年８月２５日判決・裁判集民事１８４号１頁，最高裁判所第２小法廷平成２０年１

０月３日判決・裁判集民事２２９号１頁各参照）。 15 

ア 生活の本拠が津島地区にあったと認められる原告 

 原告８－３ 

原告８－３は，Ａ興業の屋号で個人事業主として，被告東電が運営する原子力発

電所等で，定期点検作業等の請負業者の下請として原子力発電所関連業務に従事し

ていたこと，本件事故当時は，青森県の東通原子力発電所の作業に従事していたが20 

あくまで出張であったこと，作業従事期間の平日は青森県むつ市内のビジネスホテ

ルに宿泊していたが，週末は津島の実家に戻っており，本件事故直後の平成２３年

３月１２日にも津島の実家に戻っていたこと，同人が，本件事故当時，原子力発電

所関連業務に従事するために，津島から他所に住民票を移したり，アパートを借り

たということはなかったことが認められる（甲Ｄ８の１，８の３，８の５）。 25 

以上によれば，原告８－３の本件事故当時の生活の本拠は，社会通念に照らし，
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津島地区にあったと認めるのが相当であり，青森県の東通原子力発電所の業務に従

事していたことを理由に生活の本拠がなかったとする被告東電の主張は採用できな

い。 

 原告８０－１ 

原告８０－１は，被告東電が運営する原子力発電所の定期検査業務に携わってい5 

たこと，同人の所属は福島第一原発であり，同所には津島の自宅から通勤していた

が，他の原子力発電所の定期検査のために数カ月現地に派遣されることがあったこ

と，本件事故当時は，平成２３年１月から，青森県内の原子力発電所の定期検査の

ために青森県に派遣されていたが，その間は民宿に宿泊していたこと，同人が，本

件事故当時，原子力発電所関連業務に従事するために，津島から他所に住民票を移10 

したり，アパートを借りたということはなかったことが認められる（甲Ｄ８０の１

ないし３）。 

以上によれば，原告８０－１の本件事故当時の生活の本拠は，社会通念に照らし，

津島地区にあったと認めるのが相当であり，青森県内の原子力発電所の業務に従事

していたこと，平成２３年８月には宮城県に移ったことなどを理由に生活の本拠が15 

なかったとする被告東電の主張は採用できない。 

 原告１９６－１ 

原告１９６－１は，昭和４０年に妻と婚姻していわき市内で生活しており，平成

８年に勤務先を定年退職となったこと，定年退職を機に津島に戻り，退職金で農地

と農機具を購入して農作物を作って生活していたこと，津島の住宅は中二階の居宅20 

であること（これらは，甲Ｄ１９６の４添付写真によっても裏付けられる。），本件

事故後，浪江町長から，津島地区内の住所を現住所ないし被災住所とする罹災証明

書の発行を受けていることが認められる（甲Ｄ１９６の１ないし３）。以上の生活状

況等からすると，原告１９６－１の本件事故当時の生活の本拠は，社会通念上，津

島地区にあったと認めるのが相当である。 25 

被告東電は，原告１９６－１が住民票は長年生活していたいわき市内のままであ
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ること，いわき市内に同人の妻が所有する宅地上にマンションを所有し，不動産賃

貸業を営んでいること，同マンションの１階には同人らが経営する米穀店があるこ

となどを理由に，生活の本拠はいわき市内であると主張するが，これらの各事情は，

裁判所の認定を左右するものであるとはいえない。 

イ 生活の本拠が津島地区にあったとは認められない原告 5 

 原告１４－７ 

原告１４－７は，本件事故当時２２歳で，平成１９年４月に自衛隊に入隊し，本

件事故当時は福島市内の駐屯地に勤務し，住民票も同市に移していたこと（甲Ｄ１

４の１・１８頁以下，甲Ｄ１４の１２，丙Ｄの１の１４の６）が認められる。これ

らの稼働や生活状況等に照らすと，本件事故当時の生活の本拠は，社会通念上，福10 

島市内にあったと言わざるを得ない。 

原告１４－７は，自衛隊入隊中も休みなどに津島の実家に戻っていた，平成２３

年３月をもって自衛隊を除隊することが決まっていた，同年４月以降は津島の実家

から専門学校に通学する予定だったと陳述する（甲Ｄ１４の１２）が，これらは，

本件事故当時の生活の本拠が津島地区にあったと認めるに足りる事情とはいえない。 15 

 原告４４―４ 

原告４４―４は，本件事故当時１９歳で，郡山市内の専門学校に在学中であり，

通学のために郡山市内の寮に入所して生活していたことが認められる（甲Ｄ４４の

１，４４の３）。これらの通学及び生活状況等に照らすと，本件事故当時の生活の本

拠は，社会通念上，郡山市内にあったと言わざるを得ない。 20 

原告４４―４は，専門学校が休みとなる週末や長期休暇には津島の実家に戻って

おり，本件事故当時にも同所にいたこと，本件事故当時住民票は津島の実家から移

していないことが認められ（甲Ｄ４４の１ないし３），同人の父が，本件事故がなけ

れば津島の実家から通勤できる職場への就職を希望していたと陳述する（甲Ｄ４４

の３）が，これらは，本件事故当時の生活の本拠が津島地区にあったと認めるに足25 

りる事情とはいえない。 
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 原告５８－４ 

原告５８－４は，本件事故当時１９歳で，埼玉県の文京学院大学に在学中であり，

通学のために埼玉県ふじみ野市内のアパートを借りて生活していたこと，本件事故

当時は大学が春休みで帰省していたが，本件事故後，東北新幹線の再開に伴い，平

成２３年３月２６日に上記アパートに戻り，同年４月から通学を再開させたことが5 

認められる（甲Ｄ５８の２，原告５８－２の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）１

４頁以下）。これらの通学や生活状況等に照らすと，本件事故当時の生活の本拠は，

社会通念上，埼玉県ふじみ野市内のアパートにあったと言わざるを得ない。 

原告５８－４は，本件事故当時住民票は津島の実家から移していないことは認め

られ（甲Ｄ５８の５），本件事故がなければ浪江町の高齢者のための仕事をしたいと10 

思っていたと陳述するが（甲Ｄ５８の２），これらは，本件事故当時の生活の本拠が

津島地区にあったと認めるに足りる事情とはいえない。  

 原告７５－５ 

原告７５－５は，本件事故当時２２歳で，東京都の大正大学に在学中であり，通

学のためにその周辺に居住先があり，他方，津島の実家から通学していたわけでは15 

なかったことが認められる。（甲Ｄ７５の１，７５の２）。これらの通学及び生活状

況等に照らすと，本件事故当時の生活の本拠は，社会通念上，上記大学周辺の居住

先にあったと言わざるを得ない。 

原告７５－５の祖父は，原告７５－５は，東京の大学での勉学以外の時間は実家

である長安寺に戻って修行していた，大学卒業後は長安寺に戻り，同所を生活の本20 

拠としながら研鑽を積むことを予定していたと陳述するが（甲Ｄ７５の２），修行の

点や将来の意向が事実そのとおりであったとしても，これらは，本件事故当時の原

告７５－５の生活の本拠が津島地区にあったと認めるに足りる事情とはいえない。 

 原告７６－１ 

原告７６－１は，本件事故当時７４歳であったこと，同人は脳梗塞を発症し，平25 

成２０年頃から福島市内の介護施設に入所し，本件事故当時も同所に入所していた
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ことが認められる（甲Ｄ７６の１）。こうした生活状況に照らせば，本件事故当時の

生活の本拠は，社会通念上，福島市内の介護施設にあったといわざるを得ない。 

 原告１６２－４ 

原告１６２－４は，本件事故当時２０歳で，いわき市内の大学に在学中であり，

通学のために同市内のアパートを借りて生活していたこと，本件事故当時もいわき5 

市内にいたことが認められる（甲Ｄ１６２の１，１６２の３）。これらの通学や生活

状況等に照らすと，本件事故当時の生活の本拠は，社会通念上，いわき市内のアパ

ートにあったと言わざるを得ない。 

原告１６２－４は，本件事故当時住民票は津島の実家から移していないことは認

められ（甲Ｄ１６２の２），同人の祖父が，原告１６２－４が週末や長期休暇には必10 

ず津島に戻っていたこと，大学卒業後は津島地区の整備工場で働くことになってい

たことを陳述する（甲Ｄ１６２の３）が，これらは，本件事故当時の原告１６２－

４の生活の本拠が津島地区にあったと認めるに足りる事情とはいえない。  

 原告２１０－３ 

原告２１０－３は，本件事故当時２０歳で，郡山市内の大学に在学中であり，通15 

学のために同市内のアパートを借りて生活していたことが認められる（甲Ｄ２１０

の１，２１０の４）。これらの通学及び生活状況等に照らすと，本件事故当時の生活

の本拠は，社会通念上，郡山市内のアパートにあったと言わざるを得ない。 

原告２１０－３は，本件事故当時住民票は津島の実家から移していないことは認

められ（甲２１０の２），同人の父が，津島の自宅から通える範囲で就職を考えてお20 

り，土日には必ず津島に戻っていたなどと陳述する（甲Ｄ２１０の４）が，これら

は，本件事故当時の原告２１０－３の生活の本拠が津島地区にあったと認めるに足

りる事情とはいえない。 

ウ 小括 

そこで，以下では，本件事故当時生活の本拠が津島地区にあった原告（津島居住25 

原告）と，本件事故当時津島地区に生活の本拠がなかった原告（津島非居住原告。
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原告１４－７，４４－４，５８－４，７５－５，７６－１，１６２－４，２１０－

３）とに分けて，慰謝料額を検討することとする。 

２ 津島居住原告の慰謝料額算定の考慮要素 

津島居住原告の慰謝料の額を算定するにあたり考慮すべき要素ないしその前提と

なる事実は以下のとおりである。 5 

⑴ 津島地区の自然 

津島地区は，福島第一原発から北西約２０ｋｍないし約３０ｋｍの場所に位置す

る，約９５．９平方キロメートルの地区である（甲Ｃ１１４，甲Ｄ１１の１・１１

頁）。高太石山，大ノ姿山，熊ノ森山，中ノ森山，日山（天王山）という津島五山を

中心とした大小の山々に囲まれた山間地であり，その東西を請戸川が流れている（甲10 

Ｃ５８，１２１）。 

その自然は非常に豊かで，ツツジ，アカヤシオ，ネジバナ，ヤマツツジ，ヤマユ

リなどの花が咲き誇り，春には，ふきのとう，ふき，たらの芽，わらび，たけのこ

などが採れ，秋には，あけびやきのこが採れるなど，多くの植物が生育していた（原

告５８－２の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）１頁以下等）。  15 

こうした自然環境の中では，天然記念物であるモリアオガエルや国蝶であるオオ

ムラサキをはじめ，トンボ，カブトムシ，鳥，ウサギ，猪などといった多種多様な

昆虫や動物が生息していた。また，津島地区を流れる川は澄み，その中では，きれ

いな川にしか生息しないウグイの他，ヤマベ，イワナ，カジカ，ヤナギベ，サンシ

ョウウオ，フナ，コイなどといった魚が多く泳いでいた。（甲Ｃ５３，甲Ｃ６０・１20 

０頁，甲Ｃ１２１・１１頁以下） 

⑵ 津島地区の歴史等 

ア 津島の成り立ち等 

 津島の歴史は古く，縄文時代及び弥生時代の石器等が出土していることから，

そのころから津島地区に人が住んでいたと考えられている（甲Ｃ５６）。 25 

 津島の名の由来は，平安時代にさかのぼる。兵士の疫病に悩まされ，苦戦を
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強いられていた源義家が，１０５１年，尾張の国から天王山に牛頭天王を勧請して

祀り，当病平癒等を願ったところ，戦が有利に進むようになった。そこで，源義家

が，牛頭天王を祀った天王山の十里半四方を津島神社の領地に寄進し，津島と名付

けたことが由来とされている。（甲Ｃ５８） 

 津島地区は，１４２８年頃に相馬重胤が津島に移住したころから相馬家の領5 

地に属しており，これは明治４年の廃藩置県に至るまで続いていたとされている（甲

Ｃ５８）。 

そして，明治２２年に市町村制が施行され，小村であった羽附，（上）津島，南津

島，下津島，赤宇木，昼曾根，大柿，矢具野が合併し，標葉郡（明治２９年には標

葉郡と楢葉郡が合併して双葉郡となる。）津島村が誕生した。（甲Ｃ５７，６１） 10 

その後，昭和３１年４月に津島村が浪江町と合併したことで，津島地区は浪江町

に含まれることになった。そして，津島地区は，浪江町の行政区長設置条例に基づ

き，明治２２年に合併する前の６村の流れを汲んで，羽附，津島，下津島，南津島

上，南津島下，赤宇木，手七郎，大昼という８つの行政区に分けられた。（なお，こ

うした行政区は，津島地区では部落と呼ばれていた。甲Ｃ５４） 15 

 この各行政区は行政区ごとに年間行事計画がたてられるなど，自治体の基本

単位として機能しており，例えば老人会や青年会といった世代ごとの組織はこの行

政区ごとに存在していた。しかしながら，各行政区はそれぞれ上記のような機能を

有してはいるものの，津島地区の中心部に，役場支所，診療所，駐在所，保育所，

小・中学校，高校，商店街が存在するなど，津島地区全体で一つの自治的な社会空20 

間が作られており，また，行政区対抗の体育祭が行われるなど，各行政区のつなが

りも強いものであった。（甲Ｃ１２１・８頁以下） 

また，各行政区の中には，約１０戸で構成される複数の組が存在しており，こう

した組は，葬儀のときに取り仕切るなど，各戸の相互扶助の単位として機能してい

た（甲Ｄ２２２の１・１９頁）。 25 

イ 昔の津島地区での生活状況等 
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津島は山村であり，たびたび冷害に見舞われるなど，その生活環境は厳しいもの

であった。そして，そうした厳しい環境の中であったからこそ，人々はともに助け

合いながら，懸命に生き抜いてきた。 

そして，戦後になると，津島地区に上記のような自然の恵みがあったことから，

シベリアから復員した人や満州からの引揚者など，３８０戸余りが入植し，津島地5 

区での生活を始めた。しかしながら，その生活は，笹の家に住み，布団もないよう

な過酷な住環境の中で，未墾地を一から開墾して田畑にしていくといったもので，

その作業は，木を一本一本斧で切り倒し，その根を掘り起こすことを昼夜問わず続

けるなどといった，地道で大変なものであった。また時に冷害に見舞われ作物が取

れないなど厳しい生活環境であり，そうしたことから，農業だけでは生活できず，10 

父親やその子どもが出稼ぎに出る家庭も多かった。（甲Ｃ５９，６０，原告１４－２

の尋問調書（第１７回口頭弁論調書）１頁以下，原告１５４－１の尋問調書（第２

６回口頭弁論調書）１頁以下，原告３３－１の尋問調書（第２７回口頭弁論調書）

１頁以下） 

そうした中でも，人々は，一歩一歩開墾を進め，また，住宅を新築するなど，農15 

家の基盤を徐々に整えていった。また，こうした田畑のみならず，和牛を導入して

生産したり，乳牛を導入して牛乳を生産したりするなど，その他の事業も次第に広

がりを見せるようになっていった。（甲Ｃ５９，６０，甲Ｄ８２の１・３頁以下，原

告８２－１の尋問調書（第３１回口頭弁論調書）２頁以下） 

また，もとから津島地区に住んでいた人々も，ほどなく入植者を受け入れ，津島20 

地区では，入植者も含めて一体となって助け合う関係が築かれていった。こうした

津島地区に新たにくる人々を受け入れる精神はその後も続いており，例えば原告３

４－１は，結婚して津島に来たときに，部落の人が大勢集まって酒盛りするなどし

て歓迎してくれたなどと述べている。（甲Ｃ１２１・８頁以下，原告３４－１の尋問

調書（第１８回口頭弁論調書）２頁） 25 

ウ 伝統芸能等 
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そして，厳しい環境の中，日々助け合いながら生活していた津島地区では，様々

な伝統芸能が古くから行われていた。 

その代表例が，田植え踊りである。これは，稲作の豊穣を願って行われるもので，

約４００年の歴史を有しており，各行政区において，基本形は同じながら少しずつ

異なる形で伝承されている。伝統的には毎年旧暦の１月中旬頃に行われ，裏方を合5 

わせて計２５～３５人のメンバーが集まり，太鼓などに合わせて，鍬頭口上などの

演目を踊るものである。（甲Ｃ５３，６１） 

また，三匹獅子舞という伝統芸能もある。これは，子孫繁栄や無病息災，豊年万

作を願って，３人の小学生男子が，太郎獅子，次郎獅子，雌獅子に扮して踊るなど

する伝統芸能で，約２００年の歴史を有しており，毎年１０月に行われるものであ10 

る。（甲Ｃ５３ないし５５，６２） 

そして，津島地区では，津島郷土芸術保存連合会が結成され，子供たちに対して

こうした伝統芸能を伝えるなど，津島地区の伝統芸能の保存継承に取り組んでいた。 

⑶ 本件事故前の津島居住原告の生活状況等 

本件事故当時，津島地区には，津島居住原告を含め，約１４００人，約４３０世15 

帯が居住していたが，その生活状況は以下のとおり，人と人が強くつながり合い，

また，自然と共に生きるものであった。 

ア 人と人とのつながり 

 濃密かつ良好な人間関係 

津島地区での人と人とのつながり（結い）の特徴は，長年かけて築かれた濃密か20 

つ良好な関係である。津島居住原告は，用事の有無にかかわらず，頻繁に知人の家

を訪ねては，お茶のみや世間話を行い，さらには一緒に食事をし，酒を飲み交わし

て交流を深めていた（原告１４－２の尋問調書（第１７回口頭弁論調書）２０頁以

下，原告１１－１の尋問調書（第１９回口頭弁論調書）２２頁）。また，田植えや稲

刈りなどといった農作業や，酪農における牛のお産などといった作業は，当然のよ25 

うにお互い助け合いながら行っていた（原告１４－２の尋問調書（第１７回口頭弁
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論調書）７頁，原告５２－１の尋問調書（第２０回口頭弁論調書）７頁以下，原告

２－２の尋問調書（第２６回口頭弁論調書）３頁以下）。さらに，子供を地域で育て

るという意識を持ち，他人の子供にも自分の子供と同じように分け隔てなく接して

いた（原告１７－１の尋問調書（第２２回口頭弁論調書）５頁，原告３－１の尋問

調書（第２３回口頭弁論調書）４頁，原告１５４－１の尋問調書（第２６回口頭弁5 

論調書）４頁）。ときには，外出している近所の人から電話で風呂の火を消してくれ

るよう頼まれて火を消しに行くことや，他人の家に勝手に上がって飲み始めるとい

うことまであり，そうしたことさえも許され合う，濃密で良好な関係であった（甲

Ｄ２５の１・１３頁，原告１１１－２の尋問調書（第２７回口頭弁論調書）２頁以

下，甲Ｄ１１１の１・５頁以下）。 10 

こうした濃密で良好な関係は，葬儀にもあらわれており，津島地区では，部落の

人が亡くなった際には，その葬儀の一切を部落の人が取り仕切り，また，部落に住

む全員が，その葬儀に参加し，故人との別れを惜しんでいた。（甲Ｃ５３，原告１－

１の尋問調書（第１６回口頭弁論調書）５頁，原告１４－２の尋問調書（第１７回

口頭弁論調書）３頁以下，原告３７－２の尋問調書（第２８回口頭弁論調書）５頁15 

以下） 

以上のとおり，津島地区は，何事も協力しあう，助け合うという「結い」の精神

が育まれていた（甲Ｃ１２２）。 

 イベントを通したつながりの深まり等 

そして，上記のような人間関係は，津島地区で行われる様々な行事を経て，さら20 

に深まり，また広がっていった。（甲Ｃ６３，６４） 

例えば，伝統芸能である田植え踊りを披露する際には，練習を重ねた上で本番を

迎え，無事舞い納めた後はその達成感を仲間と分かち合った（原告１－１（第１６

回口頭弁論調書）１０頁以下）。各部落の住民たちが老若男女問わず参加する津島ふ

れあい体育祭や，綱引き大会など，スポーツイベントも多く，そうした大会では各25 

部落で対抗して競い合い，その中で，つながりを強めていった（原告３４－１の尋
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問調書（第１８回口頭弁論調書）４頁以下，原告１６６－１の尋問調書（第２９回

口頭弁論調書）７頁以下,原告９５－１の尋問調書（第３０回口頭弁論調書）７頁以

下）。また，ブルーベリーやえごま油などといった津島の特産品を販売する「ほのぼ

の市」では，津島の各家庭で作られたものが持ち寄られ，そこでお互い協力し合い

ながら，販売活動を行い，交流を深めていた（原告６－２の尋問調書（第２１回口5 

頭弁論調書）２頁以下）。 

イ 自然との共生 

 自然の恵みの享受等 

津島地区では，上記⑴のような豊かな自然を生かし，農業や，畜産業，林業など

といった仕事を生業にする者も多かった。また，生業に至らないまでも，津島居住10 

原告は，その自然の中で，マイナー・サブシステンス活動（経済的にはさほど重要

ではないが，自然と密着して動植物を捕獲採捕する活動）を行い，自然の恵みを享

受し，楽しんでいた。 

例えば原告３－１は，きのこがとれる秘密の場所で毎年キノコを採り，また，自

家用で野菜を育て，その新鮮な野菜を食べて生活することを楽しんでいた（原告３15 

－１の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）１６頁以下）。原告３７－２は，自宅の敷

地で採れるタラノメ等の山菜や，畑で育てたアスパラ等の野菜を食べたり，手堀り

で掘った井戸水を飲み水として暮らしていた（原告３７－２の尋問調書（第２８回

口頭弁論調書）８頁以下）。原告９９－１は，自分の山でキノコや山菜を採ったり，

自ら野菜を育てて食べることに喜びを感じていた（原告９９－１の尋問調書（第３20 

１回口頭弁論調書）５頁以下）。 

そして，こうしてとれた野菜や山菜は，頻繁に周囲の人におすそ分けするなどさ

れており，そうした行為も，津島の人間関係をより密なものにすることに寄与して

いた。（甲Ｃ１２１・１４頁以下，原告３－１の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）

３頁以下，原告３７－２の尋問調書（第２８回口頭弁論調書）１０頁以下） 25 

 自然との触れ合いによる安らぎ等 
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津島居住原告は，幼少期から，木登りをしたり，冬に雪でかまくらを作ったりし

て遊ぶなど，自然と触れ合う生活を長年続けており，こうした津島の自然と共に暮

らす営みは，津島居住原告に安らぎ等を与えるものでもあった（原告１４－８の尋

問調書（第１７回口頭弁論調書）１頁以下，原告３３－１の尋問調書（第２７回口

頭弁論調書）３頁）。例えば，原告１１－１は，自宅から眺める日常の自然の風景を5 

見て心が安らいだ旨述べ，同人の妻も，雄大で美しい自然の中で農業を営むことに

幸せを感じていた旨述べている（原告１１－１の尋問調書（第１９回口頭弁論調書）

２１頁，甲Ｄ１１の２・９頁）。原告１７－１は，朝起きれば野鳥がきれいな声で鳴

き，山に入って山菜などをとったり，趣味の釣りをしたりした津島の自然は，慣れ

親しんだ場所であり，他の場所では得られない心の安らぎを感じていた旨述べてい10 

る。（原告１７－１の尋問調書（第２２回口頭弁論調書）２頁以下，甲Ｄ１７の１・

１６頁以下）。 

 自然の維持等 

津島居住原告は，こうした津島の豊かな自然を守り，次世代に引き継ぐために，

その自然を維持する活動も積極的に行っていた。例えば，津島小学校の生徒や住民15 

らで構成される森林ボランティアによって，木の苗を植える活動がなされたり，各

部落において桜の苗木を植樹する活動が行われるなどしていた（甲Ｃ５３，５４，

原告９９－１の尋問調書（第３１回口頭弁論調書）７頁以下）。また，原告１２－１

は，先祖から受け継いだ庭木の手入れをするのみならず，その範囲を広げて公園の

ようにしようと花木を植えるなどしていた（原告１２－１の尋問調書（第１８回口20 

頭弁論調書）１８頁以下）。 

⑷ 本件事故の発生と避難指示等 

ア 津島地区における避難者への対応等 

 平成２３年３月１１日に発生した本件地震により，津島地区でも家の中の物

が散乱するなどといった被害は生じたものの，比較的家自体は無事なところが多か25 

った。 
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しかしながら，本件津波により福島第一原発の冷却機能が失われるなどしたため，

同日午後７時３分に被告国から原子力緊急事態宣言が発令された。また，同日午後

８時５０分に，福島県から，福島第一原発より半径２ｋｍ圏内に対する避難指示が，

同日午後９時２３分には，被告国から，半径３ｋｍ圏内に対する避難指示及び半径

１０ｋｍ圏内に対する屋内退避指示が出された。さらに，同月１２日午前５時４４5 

分には，被告国から半径１０ｋｍ圏内に対する避難指示が出された。そのため，浪

江町役場は，朝から，放送により，浪江町の住民に対し，同町の北西に位置する津

島地区の公民館等に避難するよう呼びかけ，また，同日午後１時ころには，浪江町

災害対策本部会議も津島地区に移動させることとした。その後の同日午後６時２５

分には，被告国から，福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の住民に対し，避難指示10 

が出された。（甲Ｃ２，６，７，１０，６６，６７） 

こうした経緯により，多くの人が津島地区に避難してきた。そのため，津島地区

の道は渋滞し，避難所に指定された高校の敷地内は自動車で埋め尽くされるなど，

津島地区は人があふれる状態となった。そして，商店にある食料品が底をついたり，

薬が不足したりするなど，津島地区は混乱した状況に陥った。（甲Ｃ１１・１０７頁15 

以下，原告７２－１の尋問調書（第２１回口頭弁論調書）６頁以下） 

そのような状況においても，津島居住原告は，避難してきた人々を助けるため，

食事をふるまったり，薬の調達を行うなど，避難者に対して懸命な対応を行ってい

た。また，避難指示が出されるなどしていなかったため，津島居住原告は，外出を

控えるなどといったことはせず，井戸の水を飲んだり，津島地区でとれた作物を食20 

べるなどしていた。（原告３５－１の尋問調書（第３１回口頭弁論調書）２８頁以下，

原告８２－１の尋問調書（第３１回口頭弁論調書）８頁以下） 

 しかしながら，後述のとおり，本件事故により生じた放射性物質は，風の影

響により福島第一原発の北西方向に飛散しており，同月１２日以降，津島地区は高

度な放射線に汚染されていた。そして，被告東電と浪江町との間では，福島第一原25 

発において異常事態が発生した場合には，その情報を速やかに伝える旨の協定が締
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結されていたが，通信機器の不具合によりそのような連絡が速やかになされず，津

島地区が高度に汚染されている旨の情報が十分に知らされることはなかった（甲Ｃ

７・４頁，甲Ｃ８）。 

そのため，同月１２日以降すでに津島地区が放射線に汚染されたことをのちに知

った津島居住原告は，相当被ばくしたのではないかと不安を抱いている。また，原5 

告１４１－１は，地元の中高生などとともに屋外で炊き出しを行うなどしていたが，

そのことにより，中高生たちを被ばくさせてしまったのではないかと今も苦しんで

いる（原告１４１－１の尋問調書（第２５回口頭弁論調書）７頁以下）。酪農をして

いた原告８６－２は，事故直後牛乳を配ったり，孫に飲ませたりしていたが，牛乳

から放射性物質が検出されたとの報道を受け，自身が危害を加えてしまったのでは10 

ないかとの後悔を募らせている（原告８６－２の尋問調書（第２８回口頭弁論調書）

１１頁以下）。 

イ 津島居住原告の避難状況等 

 同月１４日の福島第一原発３号機の水素爆発を受け，浪江町災害対策会議で

は再避難が協議され，翌１５日午前５時３０分頃，津島地区よりさらに西に位置す15 

る二本松市への再避難の方針が決定され，津島地区の住民に対しても避難指示が出

された（甲Ｃ３）。また，同日午前１１時，被告国からも，福島第一原発から２０～

３０ｋｍ圏内に対する屋内退避指示が出された（甲Ｃ６）。 

しかしながら，その避難は，十分な情報が与えられないままであったことなどか

ら，着の身着のまま津島地区を離れるなど，混迷を極めた（原告２２２－１の尋問20 

調書（第２３回口頭弁論調書）７頁以下）。例えば，原告１３－２は，避難指示を受

け，車で親戚宅へ向かったものの，避難者による激しい渋滞に巻き込まれ，道中に

立ち寄った施設も混雑しており，夜通し運転しなければならなかった（甲Ｄ１３の

１・７頁）。原告１２６－１は，放射線の危険性について十分に知らされなかったた

め，同月１５日以降も自宅にとどまっていたところ，同月２５日に警察等から退去25 

して役場のある二本松市の東和体育館に向かうよう指示されたため，東和体育館に
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赴くと，別の場所で線量を図るよう指示され，再び同体育館に戻ると，一杯だから

入れないとして別の体育館を指示されるなど，たらい回しの状況になった（原告１

２６－１の尋問調書（第２１回口頭弁論調書）８頁以下）。 

 その後，津島地区において高い放射線量が確認されるなどしたため，同年４

月２２日，津島地区は計画的避難区域に指定され，原則としておおむね１か月程度5 

の間に順次当該区域外へ避難のための立ち退きを行うよう指示がなされた（甲Ｃ４，

６９）。また，平成２５年４月１日には帰還困難区域に指定され，現時点においても

この指定は解除されていないため，津島居住原告は，津島地区で生活することがで

きないでいる（甲Ｃ５）。 

⑸ 津島地区の汚染状況及び現状等 10 

ア 津島の除染状況等 

 帰還困難区域の除染状況等 

本件事故により飛散した放射性物質は，風によって北西方向に飛散しており，津

島地区では平成２３年３月１６日に毎時５８．５マイクロシーベルトの放射線量が

計測される（甲Ｃ８）など，津島地区を含めた広範囲の地区が，放射性物質により15 

汚染された。 

こうした本件事故による環境汚染に対処するため，被告国は，平成２３年８月に

放射性物質汚染対処特措法を成立させた上，除染対象地域を，国が除染等の措置を

実施する除染特別地域と都道府県知事等が除染実施計画を策定する汚染状況重点調

査地域の二つに区分し，帰還困難区域については，その全域を除染特別地域に指定20 

した。（乙Ｃ２の２・９０頁） 

その帰還困難区域での除染は，本件事故後局所的な除染が実施されるにとどまっ

ていたが，放射線量が低下していることや帰還を希望する住民の思いを背景に，平

成２８年８月に特定復興再生拠点区域を整備する方針が示され，平成２９年５月の

福島復興再生特別措置法の改正により，特定復興再生拠点区域の復興及び再生を推25 

進するための計画制度が創設された。そして，同法１７条の２第１項では，帰還す
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る住民の生活及び地域経済の再建のための拠点となる区域として適切と認められる

などといった条件に該当し，住民の帰還を目指す区域を特定復興再生拠点区域とし，

こうした特定復興再生拠点区域の復興及び再生を推進するための計画（特定復興再

生拠点区域復興再生計画）を市町村長が作成できることとされた。また，内閣総理

大臣は，これが基準に適合すると認めるときはその認定をすることとされた（同条5 

第６項）。 

そして，帰還困難区域については，こうして認定された計画に基づき，被告国は，

特定復興再生拠点区域の除染，整備を優先的に進めている。他方，特定復興再生拠

点区域以外の区域については，地域の実情等を踏まえ，避難指示の解除に向け，今

後の政策の方向性について検討を進める旨の方針が示されるにとどまっており（乙10 

Ｃ３２・２６頁），具体的な除染活動には至っていない。 

 津島地区の除染状況等 

浪江町においても，福島復興再生特別措置法１７条の２第１項に基づき，平成２

９年１２月４日に浪江町拠点計画が作成され，同月２２日，内閣総理大臣による認

定を得た（乙Ｃ２７）。そして，被告国は，この計画に従い，平成３０年１２月から，15 

令和５年３月までに浪江町の特定復興再生拠点区域全域の避難指示を解除すること

を目標として，浪江町の特定復興再生拠点区域の除染を進めている。 

これにより，津島の８つの行政区のうち，津島行政区については特定復興再生拠

点区域に指定された約７４万平方メートルのうち約１１万６０００平方メートルが，

下津島行政区については同区域に指定された約４４万平方メートルのうち約１８万20 

４０００平方メートルが，南津島上行政区については同区域に指定された約２９万

平方メートルのうち約１４万７０００平方メートルが，南津島下行政区については

同区域に指定された約４１万平方メートルのうち約４万８０００平方メートルが，

それぞれ令和２年７月末までに被告国により除染されており，さらにその余の特定

復興再生拠点区域の除染も進められている。しかしながら，特定復興再生拠点区域25 

に指定されていない津島地区のその他の区域（特定復興再生拠点区域に指定された
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のは約１８８万平方メートルであるところ，津島地区全体の面積は約９５．９平方

キロメートルである。）については，除染は実施されていない状況にある。 

イ 津島地区の現状等 

 荒廃した状況等 

津島地区は，本件事故が発生した平成２３年３月以降，現在まで人が居住できな5 

いことから，日々荒廃が進んでいる状況にある。人が住んでいない町の中では猪な

どの動物が行きかい，家などの建物は，動物に荒らされるなどしている。原告らが

手をかけていた田畑，庭などは，動物に荒らされるのみならず，草木が生い茂り，

もはや原形をとどめていない状況にあるものも多い。（甲Ｃ１２４） 

例えば，原告７２－１については，田畑が，柳の林や伸び放題の雑草地のように10 

なってしまっており，自宅の庭は猪がいたるところを掘り起こし，家の中は蛇の死

骸やネズミの糞が散乱している（原告７２－１の尋問調書（第２１回口頭弁論調書）

１０頁，甲Ｄ７２の１・２８頁以下）。原告９７－１については，築１５０年で地震

でも崩れなかった家がカビだらけになり，イノシシ，ハクビシンなどといった害獣

に庭や納屋を荒らされ，田畑は雑木が伸び放題になっている（甲Ｄ９７の１・１４15 

頁，原告９７－１の尋問調書（第３０回口頭弁論調書）１２頁）。 

 立ち入りの制限等 

また，いまだ帰還困難区域の指定が解除されていないため，原告らが津島地区へ

立ち入る際には，事前予約が必要である上，その回数は，月２回，年間１５回が上

限とされ，１回の滞在時間も５時間以内とされるなど，その立ち入りは，大きく制20 

限されている。（甲Ｃ７０ないし７４） 

⑹ 津島居住原告の精神的苦痛等 

前記のとおり，津島居住原告は，本件事故により自宅を離れての避難生活を余儀

なくされるなどしており，その結果，以下のとおり，大きな精神的苦痛を受けてい

る。 25 

ア 人間関係の喪失等  
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 コミュニティの喪失等 

良好な人間関係は，幸福を築くための基盤ともいうべきものである。喜びを分か

ち合い，悩みを相談し，困ったことがあれば助け合う。そのような良好な人間関係

があってこそ，人は幸せを感じ得るのであり，金銭等があっても，孤独にあっては，

人が幸せを感じることは困難である。 5 

そして，上記⑶アのとおり，津島地区では，長い年月をかけて，濃密かつ良好な

人間関係が築かれ，強固なコミュニティが形成されていた。しかしながら，本件事

故により，津島地区にいた人々が各地に離散し，津島居住原告の多くは，ほとんど

津島の人々に会うことができない状況にある（原告１２－１の尋問調書（第１８回

口頭弁論調書）２３頁，原告３－１の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）２０頁）。10 

このように，幸福の基盤ともいうべき人間関係が失われてしまったのであるから，

その苦痛が大きいことは明らかである。 

そして，津島居住原告の避難生活における人間関係は，現在においても津島での

人間関係と比して乏しいままであり，その現状について，津島居住原告は，周囲の

人との交流はあいさつ程度しかない（原告１７－１の尋問調書（第２２回口頭弁論15 

調書）６頁，原告３３－１の尋問調書（第２７回口頭弁論調書）２６頁以下），避難

生活の中では人が家を訪ねてくるということはほとんどなくなってしまった（原告

１４－２の尋問調書（第１７回口頭弁論調書）２３頁），地域の交流がほとんどなく，

交流会をやろうとしても参加者がわずかにとどまる（原告１２－１の尋問調書（第

１８回口頭弁論調書）２１頁以下），などと述べている。 20 

 家族との離散等 

また，上記のようにコミュニティが破壊されたのみならず，避難生活においては，

様々な事情から，生活を共にしていた家族とも離れて生活することを余儀なくされ

た者もいる。例えば，原告３－１は，父，母（原告３－４），妻（原告３－２），長

男（原告３－３），次女と同居していたが，避難を余儀なくされたため，長男と次女25 

はそれぞれの友人宅に避難し，また，原告３－１とその妻はペンションに，父母は
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病院の近いホテルに避難するなど，それぞれ別の場所で生活するに至っている（原

告３－１の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）２２頁，甲Ｄ３の１・１３頁以下）。

原告１４－２は，義父（原告１４－９），義母（原告１４－１０），夫（原告１４－

１），長女（原告１４－４），次女（原告１４－８），娘婿（原告１４－３），孫（原

告１４－５，１４－６）と生活していたが，通勤，通学，通院等の事情により，５5 

世帯に分かれて避難生活を送るに至っている（原告１４－２の尋問調書（第１７回

口頭弁論調書）２４頁，甲Ｄ１４の１・２９頁）。 

イ 築いてきたものの喪失等 

 自ら築いてきたものの喪失等 

本件事故により，津島居住原告は，上記の人間関係のみならず，長年かけて築い10 

てきたものを失うにも至っており，そのことにも強い憤りを抱いている。 

例えば，原告１１－１は，昭和５３年頃から津島の和牛繁殖に取り組み，地道な

改良を重ね，市場での評価を高めていたが，本件事故により，和牛繁殖が一切でき

なくなったことに，強い怒り，悔しさを感じている。（原告１１－１の尋問調書（第

１９回口頭弁論調書）１８頁以下）。原告６－２は，津島地区を盛り上げるため，み15 

んなでブルーベリーを育てるなどし，そうした作物等をほのぼの市などで売る活動

に尽力していたが，本件事故によりほのぼの市が解散になり，また，家業の酪農も

続けることができなくなったことに，悔しさを滲ませ，深く悲しんでいる（原告６

－２の尋問調書（第２１回口頭弁論調書）７頁以下）。父親とともに石材業を営んで

いた原告３－１は，津島で採掘し，手入れをした無数の石が搬出できず，賠償の対20 

象ともされないまま，徐々に草に覆われてしまっていく様を目の当たりにし，むな

しい，悔しい思いを吐露している（原告３－１の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）

６頁以下）。 

また，津島では畜産業も盛んであったところ，畜産業を営んでいた者は，本件事

故により愛情かけて育てた牛を殺処分せざるをえなくなるなどしており，そのこと25 

にも心を痛めている。例えば，酪農家である原告５２－１は，飼育していた牛の多
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くをやむなく殺処分したが，その牛たちの顔が目に焼き付いたまま忘れられない旨

述べている（原告５２－１の尋問調書（第２０回口頭弁論調書）１６頁以下）。原告

６－２は，牛の殺処分に心を痛め，二度とこのような事故を起こさないために，殺

処分された牛の気持ちを代弁する紙芝居を作成し，これを読み聞かせる活動をして

いる（原告６－２の尋問調書（第２１回口頭弁論調書）１２頁以下，甲Ｄ６の２）。5 

原告２１６－３は，津島で和牛の繁殖・生育をしていたが，本件事故により牧場を

変えざるをえず，その結果，新たな環境に慣れない牛が次々と亡くなっていったつ

らさを吐露している（原告２１６－３の尋問調書（第２２回口頭弁論調書）６頁以

下）。 

 家の荒廃，喪失等 10 

津島居住原告は，長年過ごしてきた，思い出の詰まった家が朽ちていく現状を目

の当たりにし，そのことにも深い悲しみを抱いている。 

例えば，原告２０５－１は，亡くなった夫とともに働き，生活してきた，思い出

の詰まった工場や自宅が廃れていく様を目の当たりにし，悔しさ，寂しさを募らせ

ている（原告２０５－１の尋問調書（第２２回口頭弁論調書）１４頁以下）。原告１15 

２－１は，約３００年の歴史を持ち，先祖から受け継いできた家が，人が住まない

ことで床が腐るなどし，動物に荒らされるなどしたため，断腸の思いで家を取り壊

すことにしている（原告１２－１の尋問調書（第１８回口頭弁論調書）２４頁以下）。

原告９９－１は，両親が苦労して開墾した田畑に木が生い茂り，長年暮らした自宅

が猿などの動物に荒らされ，朽ちていく現状に，悔しさを滲ませている（原告９９20 

－１の尋問調書（第３１回口頭弁論調書）１１頁以下）。 

 津島という町や，伝統，文化等の喪失の危機 

さらに，津島居住原告は，先人が苦労して開墾した津島という町や，そこで根付

き，祖先から受け継ぎ，継承してきた伝統，文化などがここで途絶えてしまいかね

ない状況にも心を悩ませている。 25 

例えば，原告１２－１は，本件事故により，三匹獅子舞などといった伝統芸能を
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継承することが困難な状況になり，これが途絶えてしまいかねない状況に心を痛め

ている（原告１２－１の尋問調書（第１８回口頭弁論調書）５頁以下）。長年田植え

踊りで鍬頭（狂言回しの役割）を務めていた原告１５４－１は，伝統芸能はなにも

のにも代えがたいものであり，こうした伝統芸能を持ち，父親が苦労して開墾し，

自分たちを育ててくれた津島という土地が朽ち果てていく状況を目の当たりにし，5 

悔しく，切ない旨を述べている（原告１５４－１の尋問調書（第２６回口頭弁論調

書）５頁以下，甲Ｄ１５４の１・９頁以下）。原告３４－１は祖先や家族の眠る津島

地区にある墓に自由に参ることができないばかりか，坊主が津島地区に入ることを

拒否するため，十分な供養をしてあげられないことを悲しんでおり（原告３４－１

の尋問調書（第１８回口頭弁論調書）・１２頁以下），こういった状況であるため，10 

先祖の墓を，津島地区からやむなく移しているものもいる（原告３－１の尋問調書

（第２３回口頭弁論調書）・２８頁以下）。 

ウ 住環境の悪化等 

 住環境の悪化    

津島居住原告は，本件事故により自宅を離れて避難生活を送らざるを得なくなっ15 

たため，避難生活の間の住環境も悪化した。 

例えば，津島居住原告の中には，仮設住宅や借上住宅に転居して避難生活を送っ

ていた者も多い。しかしながら，そこでの生活は，音が漏れたり，狭かったりなど

したため，良好な生活環境ではなく，特に，家が広い上，周囲に人の住んでいない

津島地区での生活を送っていた津島居住原告にとってはなおさらであった（甲Ｃ２20 

９・２３頁以下）。例えば原告５８－２は，津島では大きい声を出したりしても何の

迷惑も掛からなかったが，借上住宅では，音楽を聴いているだけで隣から注意され

るなどしたため，小声で話さないといけないなど，周囲に気を遣って生活しなけれ

ばならなかった旨述べている（原告５８－２の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）

９頁，甲Ｄ５８の１・１０頁）。原告１２６－１は，周囲には見ず知らずの他人が住25 

み，交流がないばかりか，子どもが走り回るだけでうるさいと怒られるなどしたた
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め，ひきこもる生活を送るようになってしまっている（原告１２６－１の尋問調書

（第２１回口頭弁論調書）１１頁以下，甲Ｄ１２６の１・１６頁以下）。 

そして，こうした避難生活は住民に大きなストレスを与えるものであったため，

トラブルにも見舞われた。仮設住宅で自治会長を務めていた原告３３－１は，仮設

住宅の治安が悪く，酒を飲んで暴れた，車がパンクさせられた，集会場にあるパソ5 

コンが盗まれたなどといったトラブルが週に１回くらいの頻度で起こるなどしたた

め，自治会長の仕事は本当につらかった旨述べている（原告３３－１の尋問調書（第

２７回口頭弁論調書）１５頁以下・甲Ｄ３３の１・２１頁以下）。 

また，津島居住原告の中には，知人や親戚宅に避難した者も多いが，そこでの生

活も，知人や親戚に負担をかけるなど，心苦しさ等を感じざるをえないものであっ10 

た。例えば，原告２－２は，弟宅に一時避難したものの，広い家ではなく，義母（原

告２－３）が迷惑をかけて心苦しい旨をしきりに言うなどしたことから，短期間で

避難先を変えている（甲Ｄ２の１・１９頁）。原告２３１－１は，息子宅に避難した

ものの，部屋は狭く窮屈な思いをした上，周囲に顔見知りもおらず，日々の楽しみ

が失われた旨述べている。（甲Ｄ２３１の１・１６頁以下） 15 

 自然との触れ合いの喪失等 

上記⑶イのとおり，津島居住原告は，津島の豊かな自然に触れあいながら生活し

ていたが，避難生活では，そうした自然との触れ合いも大きく損なわれることにな

った。例えば，原告１２－１は，避難先では土地の権利関係が分からないため，山

菜をとりに行くこともできず，津島のような新鮮な山菜を食べることができないこ20 

とを嘆いている（原告１２－１の尋問調書（第１８回口頭弁論調書）２３頁以下）。

原告２２２－１は，一つ願いが叶うとすれば，津島の山菜が食べたい旨述べるほど，

津島の自然を愛し，それができないことを深く悲しんでいる（原告２２２－１の尋

問調書（第２３回口頭弁論調書）１頁以下）。 

 人間関係のトラブル等 25 

さらに，津島居住原告には，津島出身というだけで，多額の賠償金をもらってい
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ると揶揄されるなど，心無い発言を周囲から受け，傷つくという経験をした者があ

り（原告１４－８の尋問調書（第１７回口頭弁論調書）９頁以下，原告１７－１の

尋問調書（第２２回口頭弁論調書）７頁以下），直接的にそうした経験をしていない

者も，津島出身ということを明らかにすれば同様の経験をするのではないかとおそ

れている。また，上記のような発言にとどまらず，いじめに至っている場合もあり，5 

例えば，原告１２６－１は，小学生の孫がばい菌扱いされるなどといったいじめに

あい，自殺を考えていた状況やその苦悩を吐露している（甲Ｃ２９・２５頁，原告

１２６－１の尋問調書（第２１回口頭弁論調書）１２頁以下）。原告１３－２は，娘

が，転校先の学校において，浪江町から来た子がばい菌扱いされているのを目の当

たりにしたことで，家に引きこもるようになったばかりか，何も食事できない状況10 

にまで至るなどしており，やり場のない怒りと悲しみを抱いている（甲Ｄ１３の１・

９頁以下，原告１３－２の尋問調書（第３１回口頭弁論調書）６頁以下）。 

そして，このように津島地区から避難していることで，いわれのない差別を受け，

あるいは受けるおそれがあることから，津島居住原告は，津島地区出身であること

を打ち明けるのに消極的になっている（原告１４－２の尋問調書（第１７回口頭弁15 

論調書）２９頁，原告１４－８の尋問調書（第１７回口頭弁論調書）９頁以下）。 

エ 先の見通しがつかない不安等 

津島居住原告の多くは，本件事故により生活の糧を失うなどしており，また，避

難生活がいつ終わるかなどといったこともわからず，そうした先の見通しのつかな

い不安等を長年抱いたまま生活をしなければならない状況に至っている（甲Ｃ２９・20 

１３頁以下）。 

例えば，原告３７－２は，津島で自宅をリフォームし，田畑で野菜を作りながら

暮らしていこうと考えていたところ，本件事故によりそうした津島での生活ができ

なくなり，その現実を受け入れられず，なぜ自分がこんな生活をしているのか，夢

であってほしいとの思いを抱いて生活を続けている（原告３７－２の尋問調書（第25 

２８回口頭弁論調書）１２頁以下）。原告１５４－１は，本件事故により職を失い，
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津島で農業を続けるなどしていればかからなかったであろう費用も避難生活では必

要になっているため，年金だけでは生活できないのではないかとの不安を抱いてい

る（原告１５４－１の尋問調書（第２６回口頭弁論調書）２２頁以下，甲Ｄ１５４

の１・２２頁以下）。 

オ 心身の不調等 5 

以上のとおり，津島居住原告は大きな苦痛を被った上，本件事故によるコミュニ

ティの喪失等は，津島居住原告に外出の機会を失わせたため，そのことも，心身の

悪化に拍車をかけた（甲Ｃ１２９の１・２３頁以下）。その結果，心身の不調等を訴

える者もおり，そうしたことなどから津島での生活の中にあった家庭の明るさも失

われるに至っている。 10 

例えば，原告４－１は，本件事故時，父，母（原告４－４），妻（原告４－２），

長男（原告４－３）と同居していたが，避難生活の中で，もともと足腰の弱ってい

た父が寝たきりになり，母はひきこもる生活の中でアルツハイマー型認知症を発症

し，この介護に追われるなどした妻はパニック症候群に陥り，自分自身も避難生活

の疲労から頸椎変形症になったことで，今後の生活に大きな不安を抱えている（原15 

告４－１の尋問調書（第２５回口頭弁論調書）１１頁以下，甲Ｄ４の１・２０頁以

下，甲Ｄ４の２・３頁以下）。原告８１－２やその夫（原告８１－１）は，避難によ

ってこれまでしていたことができなくなり，外出することもなくストレスを抱えた

生活を送る中で，心身に不調をきたすようになり，夫は脳梗塞を発症するなどして，

手術や入院を繰り返すようになっており，自身も，腰痛が悪化したり，不眠症とな20 

って睡眠薬を服用するようになっている（原告８１－２の尋問調書（第２８回口頭

弁論調書）６頁以下，甲Ｄ８１の１・１２頁以下）。原告５８－２の義母は，避難を

開始してすぐ物忘れがひどくなり，いまや家族すらもわからない状況に至っており，

自分自身も，避難生活の中で薬が途絶えてしまい，もともと患っていたリュウマチ

や緑内障が悪化してしまっている（原告５８－２の尋問調書（第２３回口頭弁論調25 

書）８頁以下，甲Ｄ５８の１・１１頁以下）。 
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カ 叶わない津島への帰還 

 ふるさと津島に戻れない苦痛 

津島居住原告は，ふるさと津島に戻って生活することを願っている。しかしなが

ら，上記⑸のとおり，津島地区の一部が特定復興再生拠点区域に指定され，令和５

年３月避難指示解除を目指して除染が進められているものの，津島地区全域での除5 

染実施の目途が立っていないのであり，現実に帰還できないこと，あるいは，帰還

できたとしても，それは，かつて居住した，思い出にあふれ，自然的にも，文化的

にも，精神的にも豊かなふるさと津島の姿とは異なることに心を痛めている。 

例えば，原告１－１は，祖先が代々暮らし，自身も幼いころから家族や友達とと

もに育った津島は，思い出のあふれるかけがえのないふるさとであり，このふるさ10 

とに戻れないことが一番つらい旨述べている（原告１－１の尋問調書（第１６回口

頭弁論調書）１頁以下，甲Ｄ１の１・２７頁以下）。大工である原告１００－１は，

長年かけて建設した理想の自宅からの退去を余儀なくされたものの，いつでも戻っ

て生活できるように自宅の掃除を本日まで継続しているが，この手のかけた自宅に

住むことができない悔しさを強く感じている（原告１００－１の尋問調書（第２０15 

回口頭弁論調書）４頁以下，甲Ｄ１００の１・１０頁以下）。 

 願いをかなえてあげられなかった苦痛 

長期にわたる避難生活の中では，津島居住原告の家族が，津島に戻りたいとの願

いが叶わないまま亡くなることも生じている。そして，津島居住原告は，そうした

家族の願いをかなえてあげられなかったことにも，心を痛めている。（原告３４－１20 

の尋問調書（第１８回口頭弁論調書）７頁以下，原告３－１の尋問調書（第２３回

口頭弁論調書）２２頁以下）。 

また，津島地区が帰還できるようになるのかわからないため，そうした家族の墓

をどこにたてるかを決められない状況も生じてしまっている津島居住原告もいる。

（原告１４－２の尋問調書（第１７回口頭弁論調書）２８頁以下）。 25 

⑺ 被ばく不安等 
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ア 被ばく不安の状況等 

前記⑷ア記載のとおり，本件事故当時津島地区にいた津島居住原告は，相当な被

ばくをしたのではないかと不安を抱えている。例えば，原告２０７－１は，夫婦と

もがんを発症したため，二人の娘にも事故の影響が出るのではないかと，心配に感

じている（原告２０７－１の尋問調書（第２３回口頭弁論調書）１１頁以下・甲Ｄ5 

２０７の１・２０頁以下。）。原告３７－２は，検査で放射線が検出されてはいない

が，震災当時，放射線量の高い津島にいたので，これから１０年後，２０年後自分

の体がどのようになるかといった不安をぬぐい去ることができない旨述べている

（原告３７－２の尋問調書（第２８回口頭弁論調書）３５頁）。本件事故当時中学生

であった原告１３－４は，甲状腺にのう胞が見つかり，自分は結婚できるのか，子10 

供を産めるのか，不安を抱えている（原告１３－２の尋問調書（第３１回口頭弁論

調書）９頁以下，甲Ｄ１３の１・１８頁以下）。 

イ 被ばく不安が慰謝料の考慮事由になるか 

原告らは，①初期被ばく線量は不分明であるものの，本件事故直後の津島地区の

放射線量から推定すれば原告らの短期間の累積被ばく量は優に１ｍＳｖを超えてい15 

る，平成２３年３月１２日から同月１５日までの期間だけで３０～５０ｍＳｖを上

回る被ばくをした可能性がある（原告ら第１３準備書面６頁ほか），３月１５日の時

点で福島第一原発から半径２０ｋｍ以内の場所で毎時３００μＳｖまで測れる測定

器の線量が振り切れるほど高い線量であり，同月２９日に津島地区赤宇木集会所前

広場では毎時８０μＳｖまで計測されたから，赤宇木周辺で避難者の世話を屋外で20 

していた人々は少なく見積っても４～６ｍＳｖの被ばくをしたと推認され，被ばく

時の線量は毎時３００ｍＳｖを超えていた可能性がある，②低線量の放射線被ばく

は未解明な部分が多く，発がんリスクは決して軽視できない，現実に低線量被ばく

によって様々な人体への悪影響が明らかになっている，内部被ばくについては不明

な点が多い，放射性ヨウ素の被ばくによる甲状腺がん発症の疑いがある，ＩＣＲＰ25 

などでもＬＮＴモデルは合理的なものとされているが，低線量独自の影響も指摘さ
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れているのであって，微量放射線の健康影響はＬＮＴ仮説以上に大きい可能性もあ

るなどとして，津島居住原告のこうした被ばく不安について精神的損害の賠償が認

められるべきであると主張し，請求の趣旨第４項のとおり，この要素に着目して一

人あたり３００万円の損害賠償請求をしている。 

他方，被告らは，そもそも原告らの被ばく状況は原告らの主張するような高いも5 

のではない，原告らは，避難開始までに津島地区において被ばくしたことを殊更に

強調するが，原告らが主張する被ばく不安は健康への影響を伴わない抽象的な危険

性に対する漠然とした不安感にすぎず，そのような不安感が生じたことをもって法

律上保護される利益に対する侵害が生じたとは評価し得ない，などと主張している。 

そこで，以下，被ばく不安を慰謝料算定の要素とするべきであるか，検討する。10 

（なお，一部の原告については，本件事故当時津島地区を離れるなどしていたこと

から，そもそも第４項の請求をしておらず，こうした第４項の請求をしていない原

告については，被ばく不安を慰謝料事由として考慮することはできない。） 

 放射線に関する基礎知識等 

世の中の全ての物質を構成する原子は，原子核と電子からできている。そして，15 

原子核の中には不安定な性質をもつものもあり，こうした原子核が壊れる現象を放

射性壊変といい，そのときに放出される高速の粒子と高いエネルギーを持った電磁

波が放射線である。また，放射線を出す能力のことを放射能といい，そのような能

力を持つ物質が放射性物質という。（乙Ｃ２の１・１頁以下） 

放射性物質から放射線を受けることを放射線被ばくという。これには外部被ばく20 

と内部被ばくがあり，前者は，体の外にある放射性物質から放射線を受けることを

いい，後者は，呼吸や飲食などから放射性物質を体内に取り込んで被ばくすること

をいう。（乙Ｃ２の１・４頁） 

放射線の身体的影響には，早期効果（放射線を浴びて数週間以内に出現するもの）

と晩発効果（放射線を浴びて数年以上経過して出現するもの）とがあり，晩発効果25 

として，白血病，がん，白内障といった疾病が確認されている（甲Ｃ１２７の３・
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４頁）。 

放射線量に関する単位は，放射線を出す側の単位と受ける側の単位に大別される。

そして，前者については，放射能の強さを示す単位としてベクレル（Ｂｑ）が用い

られている。後者については，単位としてグレイ（Ｇｙ）とシーベルト（Ｓｖ）が

ある。放射線が通ったところでは，放射線のエネルギーが吸収されるところ，この5 

吸収線量の単位がグレイである。他方，放射線の種類やエネルギーによって，吸収

線量が同じでも人体への影響の大きさが変わってくる。そこで，放射線の種類ごと

に影響の大きさに応じた重みづけをした線量を等価線量といい，その単位がシーベ

ルトである。また，等価線量が同じでも，臓器や器官ごとにその影響が異なるため，

臓器ごとに組織加重係数を乗じた上で，足し合わせた線量を実効線量といい，その10 

単位もシーベルトである。（甲Ｃ１２７の３・３頁以下，乙２の１・３４頁以下） 

１年間に受ける日本人の平均被ばく線量は，５．９８ｍＳｖであり，そのうち２．

１ｍＳｖが自然放射線からの被ばくであると推定されている（乙Ｃ２の１・６６頁）。

また，被ばくによるがんリスクについて，国立がん研究センターは，被ばく線量が

５００～１０００ｍＳｖでは１．４倍，２００～５００ｍＳｖでは１．１９倍，１15 

００～２００ｍＳｖでは１．０８倍高まると推計している（乙Ｃ２の１・９９頁）。 

 津島居住原告らの被ばく量及び被ばく量に関する知見について 

ａ 津島居住原告の被ばく量 

平成２３年３月１６日には，日本原子力研究開発機構が空間線量率を測定してい

るところ，福島第一原発から約３０ｋｍ北西にある津島地区の屋外の地点において，20 

毎時３５μＳｖを計測し（乙Ｃ８の２枚目【２５】），【２５】の周辺では，毎時８０

μＳｖを計測した地点（同【２１】）があった。また，津島地区のある地点では，上

記当日，毎時５８．５μＳｖの放射線量が計測されている（甲Ｃ８）。そして，津島

地区が帰還困難区域，すなわち，長期間，具体的には５年間を経過してもなお，年

間積算線量が２０ミリシーベルトを下回わらないおそれのある，平成２３年１２月25 

２６日時点での年間積算線量が５０ミリシーベルト超の地域と指定され，その指定
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は現在も解除されていないことからすると，津島居住原告は，本件事故が発生した

平成２３年３月１２日から，津島地区から避難した同月１５日までの期間に，日常

生活で被る量を大幅に超える被ばくをしたと推認される。また，津島居住原告が，

上記期間中に，露地栽培のものを食べたり，水道水や沢水を飲んだりしたことで内

部被ばくした可能性も指摘されている（木村尋問調書（第２４回口頭弁論調書）６5 

３頁以下）。この点，原告らは，木村の，平成２３年３月１６日時点で福島第一原発

から半径２０ｋｍ以内の場所で毎時３００μＳｖまで測れる測定器の針が振り切れ

るほどの高い線量であった，同月２９日の赤宇木集会所前の広場で毎時８０μＳｖ

であったとする意見書及び証人尋問結果（甲Ｃ１２７の３・２７頁，木村尋問調書

（第２４回口頭弁論調書）５３頁以下）から，被ばく時の線量が毎時３００μＳｖ10 

を超えていた可能性があるとも主張するが，前記計測結果に照らし，直ちにそのよ

うな推認をすることはできない。 

もっとも，上記のように津島地区の計測地点で高い放射線量が計測されたといっ

ても，津島地区は，面積９５．９平方キロメートルと広大な地区であること（第５・

２⑴）から，事故後計測された放射線量は地区や場所により異なり得るところ，事15 

故後に原告ら居宅で計測された放射線量は区々となっており，本件事故から約７年

半経過後である平成３０年９月に行われた現地進行協議における各地区の空間放射

線量には数値のばらつきがみられる（甲Ｃ１２５）。また，原告らが，本件事故後津

島地区から避難するまでの間に，屋外と屋内でそれぞれどの程度の時間を過ごした

のか，その間，どのように食事をとり，水を飲んでいたのかは，一様ではない（甲20 

Ｄの各陳述書）。 

上記に指摘した事項に鑑みると，津島居住原告が，本件事故から避難するまでの

間に，原告らが主張するような高線量での被ばくをしたことを認めるに足りる証拠

はない。 

したがって，津島居住原告の被ばく量は，日常生活で被る量を大きく超えるもの25 

であったとは認められるものの，各々の具体的な被ばく量がどの程度であったかは，
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明らかではない。 

ｂ ＵＮＳＣＥＡＲ報告書（丙Ｂ４７，４８） 

ＵＮＳＣＥＡＲ（原子放射線の影響に関する国連科学委員会）は，本件事故によ

る被ばくレベルと放射線リスクの評価を実施することとし，８０人以上の専門家が

２年以上かけて検討を行った上で，その結果を「国連総会報告書科学的附属書Ａ：5 

２０１１年東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくのレベルと影響」にま

とめ，平成２６年４月にこれを公表した。 

同報告書は，避難者の本件事故後１年間の平均実行線量は，予防的避難区域（平

成２３年３月１２日から同月１５日にかけて避難を指示された地区。津島地区もこ

こに含まれる。）において，成人は１．１～５．７ｍＳｖ，１０歳児は１．３～７．10 

３ｍＳｖ，１歳児は１．６～９．３ｍＳｖと推定している（丙Ｂ４８・３３頁）。そ

して，公衆の健康影響に関し，「この程度の線量でもがんのリスクがわずかに上昇す

ることが示唆されるが，一般的な集団における事故の放射線被ばくによる疾患発生

率の全体的な上昇は，日本人の基準生涯リスク・・・に対して検出するには小さす

ぎる。」「線量のほとんどは放射線被ばくによる甲状腺がんの過剰発生率を確認でき15 

ないレベルであった。しかし，そのなかで上限に近い甲状腺吸収線量では，充分に

大きな集団において識別可能な甲状腺がんの発生率上昇をもたらす可能性がある。」

「本委員会は胎児および幼少期・小児期に被ばくした人の白血病リスクを検討した。

また，特に若年時に被ばくした人の乳がんのリスクも検討した。・・・本委員会は，

当該集団でのかかる疾患の発生率が識別可能なレベルで上昇するとは予測していな20 

い。」（丙Ｂ４８・５８頁以下）などとしている。 

ｃ 県民健康調査（丙Ｃ２９） 

福島県では，県民健康調査において，県民の外部被ばく線量の推計を行っている

ところ，その外部被ばく線量推計結果によると，平成２３年３月１１日から同年７

月１１日までの４か月間の外部被ばく線量の積算線量は，調査対象となった浪江町25 

民８４５２人のうち，５７４９人が１ｍＳｖ未満，２１１７人が１ｍＳｖ以上２ｍ
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Ｓｖ未満，３８３人が２ｍＳｖ以上３ｍＳｖ未満，６８人が３ｍＳｖ以上４ｍＳｖ

未満などとなっている（丙Ｃ２９・８頁）。 

そして，上記の調査結果に関しては，これまでの疫学調査により１００ｍＳｖ以

下での明らかな健康への影響は確認されていないことから，放射線による健康被害

があるとは考えにくいと報告されている（丙Ｃ２９・４頁）。 5 

ｄ ホールボディ・カウンタによる測定 

本件事故後，福島県によりホールボディ・カウンタ（体の中から出てくるガンマ

線を計測する装置。乙Ｃ２の２・１５７頁。）を用いた内部被ばく測定がなされてい

る。そして，平成２３年６月２７日から平成２５年１２月３１日までに，６１７９

名の浪江町の住民がこの検査を受けているところ，その預託実効線量（体内に放射10 

性物質を摂取後の内部被ばくの実効線量）は１ｍＳｖ未満の人が６１７２人，１ｍ

Ｓｖの人が５人，２ｍＳｖの人が２人となっており，全員健康に影響が及ぶ数値で

はなかったとされている（丙Ｂ５７・６頁）。 

ｅ 甲状腺がん検査（乙Ｂ１７８） 

 甲状腺がん検査の概要等 15 

本件事故では放射性ヨウ素１３１などが放出されているところ，身体は，甲状腺

ホルモンを作る際にヨウ素を甲状腺に取り込むことから，被ばくにより甲状腺がん

が増加する危険性が指摘されており，チェルノブイリ原発事故では放射性ヨウ素の

内部被ばくによる小児の甲状腺がんが報告されている（甲Ｃ１２７の３・４頁以下，

木村尋問調書（第２４回口頭弁論）１８頁以下，乙Ｃ２の２・１２２頁）。 20 

そのため，福島県県民健康調査では，平成２３年３月１１日時点で１８歳以下で

あった県民及び平成２４年４月１日までに生まれた県民を対象に甲状腺がん検査を

行っている。この検査は大きく先行検査と本格検査とに分かれており，先行検査は，

平成２６年３月までに終了しているところ，この先行検査は，放射線の影響がある

とは考えにくい時期に検査を行い，現状を把握する目的でなされたものである。そ25 

して，平成２６年４月以降，先行検査と比較するために本格検査が実施されている
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状況にある。（乙Ｂ１７８・３頁以下，乙Ｃ２の２・１２３頁） 

検査の流れは，一次検査と二次検査に分かれている。まず，一次検査では，超音

波検査を行い，ここで，５．１ｍｍ以上の結節（しこり）や２０．１ｍｍ以上のの

う胞（中に液体がたまった袋状のもので，細胞のない良性のもの）を認めた場合や，

甲状腺の状態等から二次検査を要すると判断された場合には二次検査に進み，他方，5 

そのような結節やのう胞が確認されなかった場合には検査は終了となる。二次検査

では，超音波検査や穿刺吸引細胞診（細胞を採取した上での検査）等の精密検査を

行い，悪性もしくは悪性疑いとなれば，手術等の治療がなされることになる。（乙Ｃ

２の２・１２４頁以下） 

⒝ 先行検査の結果等 10 

先行検査では，対象者３６万７６７２人のうち，１１６名が悪性ないし悪性疑い

の判定となっている（乙Ｂ１７８・４頁）。 

この先行検査結果について，福島県県民健康調査検討委員会は，我が国の地域が

ん登録で把握されている甲状腺がんの罹患統計などから推定される有病数に比べて

数十倍のオーダーで多い甲状腺がんが発見されているが，このことについては，将15 

来的に臨床診断されたり，死に結びついたりすることがないがんを多数診断してい

る可能性が指摘される，被ばくからがん発見までの期間が概ね１年から４年と短い

ことや，地域別の発見率に大きな差がないことなどから，放射線の影響とは考えに

くいなどとしている。（乙Ｂ１７８・５頁） 

⒞ 本格検査の結果等 20 

本格検査１回目では，対象者３８万１２４４人のうち，７１名が悪性ないし悪性

疑いの判定となっている（甲Ｃ２の２・１３３頁）。 

こうした結果をどのように評価するかについて，木村は，先行調査で悪性ないし

悪性疑いとされた人を除いて検査をしたにもかかわらず，７１名もの悪性ないし悪

性疑いの判定が出ていることや，一般の甲状腺がんの発症率は１０万人に一人であ25 

るところ，検査全体をみると１０万人中５６人の割合で甲状腺がんにり患したと評
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価できることからすれば，本件事故の影響は否定できない旨証言している（木村尋

問調書（第２４回口頭弁論調書）５９頁以下）。 

他方，放射線医学県民健康管理センター情報管理・統計室長である高橋秀人は，

甲状腺がんが増殖しているとの見解に疑問を呈している。そして，その理由として，

一次検査の超音波検査は４０ないし８０パーセントの悪性所見を発見できるにとど5 

まり，先行調査は，結節やのう胞がなかったことを保証しているわけではないこと，

二次検査に至らなかった者の中には，５ｍｍ以下の結節や２０ｍｍ以下ののう胞を

有する者も含まれうることなどを指摘している。また，同人は，この県民健康調査

と，小児甲状腺がんの一般の罹患率とを比較することについて，一般の罹患率の推

定根拠に注意が必要であるとした上で，例えばこの罹患率が国立がん研究センター10 

のがん罹患統計から推測したものであるとすれば，臨床的に発見されたがんである

と考えられ，潜在的に存在していたがんが反映されていないことから，直接比較す

ることには疑問がある旨を指摘している。（乙Ｂ１７８・１２頁以下） 

原告らは，上記木村の証言を踏まえて，本件事故により甲状腺がんが増加してい

る旨も指摘する。しかしながら，超音波検査の精度が４０ないし８０パーセント程15 

度しかなく，上記７１名の中には先行調査で見過ごされた甲状腺がんが発見された

にすぎないものもそれなりに含まれていると考えられること，木村の述べる一般の

甲状腺がんの発症率の根拠が明らかでないことなどからすれば，甲状腺がんが増加

しているとまで認めることはできない。 

 低線量被ばくに関する知見等 20 

ａ 国立がん研究センターの見解 

国立がん研究センターは，放射線の発がんリスクについて，１００ｍＳｖ以下で

は発がんリスクを検出することは極めて難しいとしている（乙Ｃ２の１・９９頁）。 

ｂ ＷＧ報告書（丙Ｂ２８，２９） 

平成２３年１１月，内閣官房の放射性物質汚染対策顧問会議の下に，「低線量被ば25 

くのリスク管理に関するワーキンググループ」が設置され，低線量被ばくと健康影
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響に関する国内外の科学的知見の整理等が行われた。そして，同年１２月２２日，

その結果を取りまとめた報告書が公表されている。 

そして，同報告書においては，「国際的な合意に基づく科学的知見によれば，放射

線による発がんリスクの増加は，１００ｍＳｖ以下の低線量被ばくでは，他の要因

による発がんの影響によって隠れてしまうほど小さく，放射線による発がんのリス5 

クの明らかな増加を証明することは難しい。」（丙Ｂ２８・１９頁）などとされてい

る。 

ｃ 財団法人放射線影響協会の見解（丙Ｂ２６） 

財団法人放射線影響協会が作成した「放射線の影響がわかる本」では，「１００ｍ

Ｓｖ以下の被ばく線量では，がんリスクが見込まれるものの，統計的な不確かさが10 

大きく，疫学的手法によってがん等の確率的影響のリスクを直接明らかにすること

はできない」（丙Ｂ２６・２枚目）とされている。 

ｄ 経済産業省の説明資料（丙Ｂ３０） 

本件事故後，政府は，積算線量年間２０ｍＳｖを避難指示の基準として用いてい

るところ，その根拠となる知見として，以下の知見を挙げている。「それを下回ると15 

ガンを誘発しないというしきい値が存在するとは考えないが，低線量被ばくによる

発がんリスクはあったとしても，小さいだろうと考えている。」（米国科学アカデミ

ー「放射線生物学的影響 ７次レポート」（２０１２年））「数十万人もの被験者を対

象とする疫学的研究でさえ，発ガン率はライフスタイルに非常に大きく左右される

ため，低線量被ばくによる非常に小さな増分を明らかにするものとはならないだろ20 

う。」（フランス科学アカデミー及び医学アカデミー「低線量放射線の発ガン作用の

相関関係」（２００５年））（丙Ｂ３０・５頁） 

ｅ ＩＡＥＡ最終報告書（丙Ｂ３７） 

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）のフォローアップミッションチームは，本件事故に

より汚染された地域の環境回復活動の進捗を評価することを主な目的として調査等25 

を行い，平成２４年１月，その結果を最終報告書にまとめている。そして，同報告
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書において，助言として，「除染を実施している状況において，１～２０ｍＳｖ／ｙ

という範囲内のいかなるレベルの個人放射線量も許容しうるものであり，国際基

準・・・等に整合したものであるということについて，コミュニケーションの取組

を強化することが日本の諸機関に推奨される。・・・住民が放射線および関連リスク

についてより現実的な受け止めができるように，コミュニケーションにおいて，こ5 

れらの事実が考慮されなければならない。」（丙Ｂ３７・８頁）などとして，年間２

０ｍＳｖ以下の被ばくを許容しうるものとしている。 

ｆ 木村の意見（甲Ｃ１２７の３・１３頁以下） 

木村は，１００ｍＳｖ以下の低線量の放射線でも発がんのおそれがあると指摘し

ている。そして，その根拠として，ダニエルズらによる「低線量ガンマ線の長期被10 

曝による白血病のリスクのメタ分析」において１００ｍＳｖ未満のガンマ線によっ

て白血病が増加しているとされていることや，カーディスらによる「低線量の電離

放射線後のがんリスク：１５か国のレトロスペクティヴ・コホート研究」において，

原子力従事者が通常受ける低線量被ばくががんのリスクを高めているとされている

ことなどを挙げている。 15 

 放射線防護等 

ａ ＩＣＲＰによる勧告（丙Ｂ３１） 

国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）は，望ましい活動を過度に制限することなく

放射線被ばくの有害な影響に対する人と環境の適切なレベルでの防護に貢献するこ

と等を目的として，２００７年（平成１９年）に放射線防護体系を勧告していると20 

ころ，同勧告においては，ＬＮＴモデル（年間約１００ｍＳｖ以下の領域において

も，リスクは直線的に増加するという考え方）が採用されている。 

この見解が採用されたのは，ＬＮＴモデルの根拠となっている仮説を明確に実証

する生物学的・疫学的知見はすぐに得られそうにはないものの，低線量における健

康影響が不確実であることからすると，予防原則の観点からは，リスクが直線的に25 

増加するとしたほうが妥当と考えられたことによる。（乙Ｂ１６６・６頁以下，丙Ｂ
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３１・１７頁以下） 

また，同勧告は，被ばく状況を①計画被ばく状況（線源の意図的な導入と運用を

伴う状況），②緊急時被ばく状況（予想しない状況等から発生する可能性がある結果

を避けるなどするために緊急の対策を必要とする状況），③現存被ばく状況（管理に

ついての決定をしなければならない時に既に存在する，緊急事態の後の長期被ばく5 

状況を含む被ばく状況）に分けている。そして，①計画被ばく状況における線量限

度は，職業被ばくにつき５年間の平均で年間２０ｍＳｖ，公衆被ばくにつき年間１

ｍＳｖとしている。また，②緊急時被ばく状況において計画される最大残存線量の

参考レベル（これを上回る被ばくの発生を許す計画の策定は不適切であると判断さ

れる線量のレベル）は，予測線量２０ｍＳｖから１００ｍＳｖのバンドの中にある10 

としている。さらに，③現存被ばく状況の参考レベルは，予測線量１ｍＳｖから２

０ｍＳｖのバンドに設定すべきとされている。（丙Ｂ３１・４４頁以下） 

ｂ 避難指示区域等の設定基準 

被告国は，本件事故後，年間積算量２０ｍＳｖをもって，避難指示区域等を指定

ないし解除する基準としている。これは，ＩＣＲＰの２００７年基本勧告において15 

緊急被ばく状況に適用することとされている参考レベルのバンド２０～１００ｍＳ

ｖの下限である２０ｍＳｖ／年を適用することが適切と判断したことを踏まえての

ものである。 

 被ばく不安を慰謝料の考慮事由とすべきであること 

20 

とは難しいなどと，低線量被ばくの危険性は証明されていない旨の指摘が多くなさ

れているのであって，ＬＮＴモデルもあくまで予防の観点から採用されているにす

ぎない ことにも鑑みると，低線量被ばくの危険性が科学的に証明されて

いるとまで認めることはできない。また，津島居住原告が浴びた放射線量の具体的

な数値は不明であるところ，本件事故後に行われたホールボディ・カウンタ測定結25 

果では放射線による健康被害があるとは考えにくいと結論付けられ，甲状腺がんに
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ついても，本件事故の影響により増加したことまでを認めるに足りる証拠はなく，

津島居住原告に，放射線の影響による具体的に健康被害が発生したと認める証拠は

ない。 

しかしながら，そもそも放射線が，がんなどの生死にかかわる病のリスクを高め

る危険性を有していることは明らかである。低線量被ばくをしても安全であること5 

まで証明されているわけでもなく，１００ｍＳｖを下回る低線量被ばくによって人

体にどのような影響があるかについて，見解の一致までには至っていないため，現

このような放射線の性質や，これが及ぼす人体への影響についての知見からすると，

低線量被ばくについて不安を抱くことは理解できるところである。 10 

このことに加え，本件事故は，原子炉から突然大量の放射性物質が放出され，風

の影響により，３月１２日以降津島地区に飛来したというものであり，同月１６日

に行われた日本原子力研究開発機構による津島地区での空間線量率の測定では日常

生活では経験することのない高い放射線量が計測され，本件事故から約１０年が経

過しようとしている現在もなお，放射線量が高いとして津島地区が帰還困難区域に15 

指定されているのであるから，本件事故による津島地区の放射線汚染状況は高かっ

たのであり，本件事故後避難までの間に津島地区に滞在した津島居住原告は，その

間に屋内外でどのような行動をし，また，どのような飲食をしていたとしても，日

常生活では経験することのないような高い数値での被ばくをしたことが優に推認さ

れるところである。また，津島居住原告が浴びた放射線量の具体的な数値が不明で20 

あることは，かえって，被ばくした者の不安を増幅させる要因となるというべきで

ある。 

以上の津島居住原告が置かれた状況からすると，同人らが，本件事故により被ば

くしたことにより，将来自らの健康に影響が及ぶのではないかとの不安を抱くのは

やむを得ないものと考えられるのであり，社会通念上，そうした状況に置かれたの25 

であれば誰もが抱くと考えられる不安であるというべきである。そうすると，こう
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した不安感を，抽象的な危険性に対する漠然としたもので，法律上の保護に値しな

いものとして取り扱うことは相当ではなく，津島居住原告が抱く被ばく不安を，慰

謝料の考慮事由とすべきである。 

⑻ 賠償状況等 

ア 精神的損害の賠償枠組み等 5 

 中間指針 

原子力損害賠償紛争審査会は，「原子力損害の賠償に関する紛争について原子力

損害の範囲の判定の指針その他の当該紛争の当事者による自主的な解決に資する一

般的な指針」（原賠法１８条２項２号）として，平成２３年８月５日に中間指針を，

平成２４年３月１６日に中間指針第二次追補を，平成２５年１月３０日に中間指針10 

第三次追補を，同年１２月２６日に第四次追補を策定している（丙Ａ１ないし３）。

このうち，津島居住原告に関する精神的損害の賠償枠組みの内容を概観すると，以

下のとおりである。 

ａ 本件事故発生時（平成２３年３月）から６か月間（第１期） 

一人月額１０万円を目安とする。但し，この間，避難所・体育館・公民館等にお15 

ける避難生活等を余儀なくされた者については，避難所等において避難生活をした

期間は，一人月額１２万円を目安とする。 

このように第１期の精神的損害の目安が月額１０万円とされたのは，自動車損害

賠償責任保険における慰謝料（日額４２００円。月額換算１２万６０００円）を参

考にした上で，本件は負傷を伴う精神的損害ではないことを勘案しつつ，大きな精20 

神的苦痛を被ったことや生活費の増加分も考慮した結果によるものである。（丙Ａ

１・２１頁） 

ｂ 第１期終了から避難指示区域見直しの時点まで（第２期） 

一人月額５万円を目安とする。このように第２期の精神的損害の目安が月額５万

円とされたのは，希望すれば大半の者が仮設住宅等への入居が可能となるなど長期25 

間の避難生活のための基盤が形成され，避難生活等の過酷さも第１期に比して緩和
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されると考えられることを考慮し，民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準（財団法

人日弁連交通事故相談センター東京支部）による期間経過に伴う慰謝料の変動状況

も参考とした結果によるものである。（丙Ａ１・２２頁） 

なお，第２期の終期は，当初の中間指針では第１期終了から６か月間とされてい

たが，第二次追補により，避難指示区域見直しの時点まで延長されている。 5 

ただ，その後に出された第２期についての総括基準において，今後の生活の見通

しに対する不安が増大したことにより生じた精神的苦痛に対する慰謝料の金額は一

人月額５万円を目安とするとされた。その結果，上記５万円と合わせた一人月額１

０万円が目安となっている。（甲Ｃ１２３・２１頁以下） 

ｃ 第２期終了から終期までの期間（第３期） 10 

第二次追補により，避難指示区域見直しに伴い帰還困難区域に設定された地域に

ついては一人６００万円を目安とするとされた。これは，帰還困難区域は，今後５

年以上帰還できない状態が続くと見込まれることから，こうした長期にわたって帰

還できないことによる損害額を一括して，実際の避難指示解除までの期間を問わず

一律に算定することとしたものである。 15 

さらに，第四次追補においては，上記６００万円に一人１０００万円を加算し，

上記６００万円を月額に換算した場合の将来分（平成２６年３月以降）の合計額（た

だし，通常の範囲の生活費の増加費用を除く。）を控除した金額を目安とするとされ，

具体的には，第３期の始期が平成２４年６月の場合は，加算額から将来分を控除し

た後の額は７００万円とするとされた。これは，長年住み慣れた住居及び地域が見20 

通しのつかない長期間にわたって帰還不能となり，そこでの生活の断念を余儀なく

された精神的苦痛等を一括して賠償することとしたものである。 

 中間指針の算定経緯 

ａ 月額金額の算定経緯 

中間指針において，精神的損害の賠償目安が第１期は月額１０万円とされた経緯25 

は以下のとおりである。 
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⒜ 第４回原子力損害賠償紛争審査会（平成２３年５月１６日。丙Ａ７） 

田口原子力損害賠償対策室次長から，生活費の増加分を精神的損害とあわせて算

定する旨の提案がなされ，審議の結果，生活費の増加費用についても精神的損害の

額に加算して算定することとされた。 

⒝ 第７回原子力損害賠償紛争審査会（平成２３年６月９日。丙Ａ１０） 5 

同審査会で配布された資料（丙Ａ９）には，本件精神的損害の要素として，平穏

な日常生活の喪失，自宅に帰れない苦痛，避難生活の不便さ，先の見通しのつかな

い不安などが考えられる旨の記載がされている。 

また，金額の算定について，従来の裁判例や交通事故関連の賠償基準を参考にす

べきとの意見が出された。 10 

⒞ 第８回原子力損害賠償紛争審査会（平成２３年６月２０日。丙Ａ１２）  

同審査会において，身体的損害がない慰謝料に関する裁判例と，身体的損害があ

る慰謝料に関する裁判例や交通事故における慰謝料基準を示した資料が配布された

（丙Ａ１１）。 

その上で，まず慰謝料算定の考え方について議論を経た後，能見会長から，負傷15 

を伴う精神的損害ではないことを勘案しつつ，自動車損害賠償責任保険における慰

謝料（月額換算１２万６０００円）を参考にするなどして，第１期については１０

万円，避難所等にいた期間は１２万円にし，第２期については月額５万円とする案

が提示され，異論なく承認された。  

ｂ １０００万円の算定経緯 20 

第４次追補において，帰還困難区域の住民に対する一括の賠償額が１０００万円

と算定されるに至った経緯は以下のとおりである。 

⒜ 第３４回原子力損害賠償紛争審査会（平成２５年９月１０日。丙Ａ１３） 

帰還困難区域について避難が長期化し，帰還が見込まれないことから，毎月の賠

償から切り替えて慰謝料を一括で支払うことが提案され，了承された。 25 

⒝ 第３５回原子力損害賠償紛争審査会（平成２５年１０月１日。丙Ａ１４） 
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一括賠償をする上で，その慰謝料の性格をどのように考えるべきかなどの議論が

なされ，その中で能見会長から「もし今の時点で故郷を失うことによる慰謝料とい

うのを出すと，その中には自宅に戻れないことによる不安の状態が続くことによる

精神的慰謝料は，やっぱり含まれるんじゃないのでしょうか。」との発言がなされた。 

⒞ 第３６回原子力損害賠償紛争審査会（平成２５年１０月２５日。丙Ａ１５） 5 

具体的な精神的損害額をどのように算定すべきかとの議論の中で，委員から「例

えば一家の支柱が亡くなった場合の死亡慰謝料として，今，２０００万円ちょっと

だと思うんですが，それを全員がもらうのはおかしいということかと思います。し

かし，死亡慰謝料も相続されるという前提で運用されておりますので，例えば，そ

の一家の支柱の相続人が仮に実際には支柱となっている人が亡くならないので標準10 

家庭である４人で計算するならば，その２０００万円余を４で割らなきゃいけない

わけで，その金額を基準にするという意味であれば，特にこれを基準にするという

のもおかしくないのではないかと思います。」との発言がなされた。 

⒟ 第３８回原子力損害賠償紛争審査会（同年１２月９日。丙Ｃ３４・２７頁） 

精神的損害額を算定するにあたって，以下の３つの案が示され，その考え方につ15 

いての議論がなされた。 

一つ目の提案は，事故後１０年後までの避難慰謝料の総額を十分に上回る額を算

定するということで，すでに支払われた３年分を除いた７年分の８４０万円と，そ

こから中間利息を控除した６９４万円を算出した上で，これを十分に上回り，かつ

生活費が入っていない額を計算するということで，７００万から９００万円という20 

幅を示したものである。二つ目は，一家の支柱の慰謝料２８００万円を参考にし，

これを平均世帯人数の３人又は標準世帯人数の４人で割った金額として，７００万

円から９５０万円という幅を示したものである。三つ目は，擁壁の崩落や地滑り訴

訟の裁判例を参考にすると，一人世帯の慰謝料はどれも３００万円であり，かつ災

害見舞金が２００万から４００万円であったことから，これをさらに増額させて６25 

００万円から８００万円という幅を示したものである。 
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 第３９回原子力損害賠償紛争審査会（同年１２月２６日。丙Ａ１６） 

事務局が，損害額についての委員の意見を集約した上で，一括慰謝料の額を１０

００万円とする旨の提案を行い，了承された。その中で，委員から，「遺族間で配分

される死亡慰謝料の場合，一家の父親が亡くなった場合の家族，世帯数が平均３人

ということを考えた時に，９５０万ですので，それよりも若干上回る額ということ5 

で，参考になる額としてはそういうのがあって，１０００万というので，適当だと

いうふうに考えます。」などとの意見が出された。 

 被告東電の賠償基準 

ａ 基本的賠償額 

被告東電は，上記中間指針を受け，帰還困難区域の住民に対し，下記ｂの増額事10 

由がない場合には，①平成２３年３月１１日から平成２４年５月まで月額１０万円

として１５か月分の１５０万円，②平成２４年６月から平成２９年５月までの５年

分として６００万円，③帰還困難慰謝料７００万円の合計１４５０万円を基本的に

支払うこととしている。なお，③帰還困難慰謝料７００万円は，中間指針第４次追

補で示された１０００万円から平成２６年３月以降の分３００万円を控除した額で15 

ある（なお，平成２６年３月から平成２９年５月までは３９か月あるため，単純計

算すると３９０万円を控除することになるが，これは，賠償すべき生活費増加分を

９０万円としたものと解される。）。 

ｂ 増額事由 

被告東電は，上記の基本的賠償のほか，以下の追加賠償の基準を定め，各基準を20 

満たす住民に対し，その賠償を行っている（丙Ｃ７・９頁以下，丙Ｃ８・24 頁以下，

丙Ｃ２１，丙Ｃ４３）。 

⒜ 避難所等のプライバシーの確保が困難であるなどの状況にある施設に避難し

ていた期間がある場合，当該期間を含む月については，月額２万円を追加的に賠償

する。 25 

⒝ 避難者が要介護状態等の事情を有する方（要介護者）である場合，要介護状
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態等の程度を踏まえて追加的に賠償する。また，避難者が恒常的に介護を必要とす

る方を介護している方（介護者）である場合には，月額１万円を賠償する。 

⒞ 避難生活を余儀なくされたことにより，犬や猫等のペットとの離別又は死別

が発生した場合，精神的損害の追加賠償を行う場合がある。 

⒟ 避難等対象者のうち子供・妊婦の方の以下の期間における避難先又は滞在先5 

が避難等対象区域又は自主的避難等対象区域にあたる場合には，避難等対象者とし

ての慰謝料に加えて，以下の自主的避難等に係る慰謝料をそれぞれ追加で賠償する。 

Ａ 平成２３年４月２３日から同年１２月末までの期間 

 同期間における自主的避難等に係る慰謝料として４０万円 

Ｂ 平成２４年１月１日から同年８月末までの期間 10 

 同期間における自主的避難等に係る慰謝料として８万円 

イ 財産的損害の賠償枠組み等 

 賠償基準の基本方針 

政府は，賠償基準の策定において，被害を受けた自治体や住民の意見や実情を可

能な限り賠償基準に反映すべく，被告東電との調整を進め，平成２４年７月，避難15 

指示区域の財産損害等の賠償基準の考え方について取りまとめた，「避難指示区域

の見直しに伴う賠償基準の考え方について」を作成，公表した（丙Ｃ３）。 

ここでは，その基本方針として，以下の方針が示された。 

様々な考えの方々がいることを前提とし，賠償が個人の判断・行動に影響を与え

るべきではないという指針における基本的な考え方に立ちつつ，帰還した上での生20 

活再建や，新たな土地における生活開始など，それぞれの選択に可能な限り資する

ような賠償の枠組みとする。具体的には，帰還を希望する場合も，移住を希望する

場合も賠償上の取扱いは同一とし，財物，精神的損害，営業損害・就労不能損害等

幅広い損害項目について賠償金の一括払いを可能とすること等により，住民の生活

再建のための十分な金額を確保することとする。 25 

 不動産 
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上記指針を受け，被告東電は，不動産について，帰還困難区域においては，本件

事故発生当時の財産価値を全額賠償することとした。また，全額賠償した場合にお

いても，その所有権は原告らに残ることとされた。そして，事故発生日時点の価値

の算出方法は以下のとおりとされた。（丙Ｃ４，１９，２０，６２の１，６３，６４） 

ａ 宅地 5 

固定資産税評価額に宅地係数（１．４３）を乗じた金額とする。 

ｂ 建物 

以下のいずれか高い方の金額での賠償を基準とする。 

⒜ 固定資産税評価額をもとにした算定方法 

まず，①当該不動産の新築時点の時価相当額を算定する。その上で，②定額法に10 

よる減価償却を行い，築年数に応じた事故発生時点の時価を算定する（ただし，残

存価値には２０パーセントの下限を設ける）。③構築物については，上記①②で算定

した金額の１０パーセントの価値があるものとして推定する。植木については，上

記①で算定した金額の５パーセントの価値があるものとして推定する。④当該不動

産については②の金額に被告東電の定めた建築物係数を乗じた金額を，構築物・植15 

木については，③の金額に被告東電の定めた構築物・庭木係数を乗じた金額を，そ

れぞれ本件事故発生日時点の価値とする。 

⒝ 平均新築単価をもとにした算定方法 

建物の居住部分については，平成２３年の住宅着工統計調査報告に基づく平均新

築単価に床面積を乗じた金額を当該不動産の新築時点の時価相当額とする。そして，20 

上記⒜と同じ減価償却，構築物，庭木の評価を適用して，本件事故発生日時点の価

値を算出する。 

ｃ 一般田畑 

社団法人福島県不動産鑑定士協会の調査結果に基づく評価額単価に，対象地の面

積を乗じた金額とする。 25 

ｄ 一般田畑のうち用途地域内に存在する田畑 
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一般田畑のうち，用途地域内に存する田畑については，各自治体で固定資産額を

算定する上で基準としている宅地（標準宅地）の単価に，区分に応じて設定された

「宅地価格に対する価値割合」と対象地の面積を乗じた金額とする。 

ｅ 介在田畑 

農地転用許可を受けている未転用の田畑については，社団法人福島県不動産鑑定5 

士協会が個別に標準宅地より比準評価した評価額単価から宅地に転用するための宅

地造成費相当額を差し引いた金額に対象地の面積を乗じた金額とする。 

ｆ 宅地・田畑以外の土地及び立木 

準宅地，事業地，山林の土地，原野等の土地に分類し，準宅地については宅地の

価格水準をもとに土地ごとに評価した単価に，事業地については土地ごとの特性に10 

応じて評価した単価に，山林の土地・原野等の土地については状況類似地区ごとに

設定した単価に，それぞれ対象地の面積を乗じた金額とする。 

立木については，人工林については人工林単価に，天然林については天然林単価

に対象地の面積を乗じた金額を時価相当額とする。 

 住宅確保損害（丙Ｃ２６） 15 

中間指針第四次追補は，移住等に伴い新たな住居を取得する等のために，事故前

の財産価値を超えて負担した必要かつ合理的な費用について，いわゆる「住宅確保

に係る損害」として賠償すべきことを示した。 

これを受け，被告東電は，平成２６年４月，いわゆる住宅確保損害として賠償基

準を定めて損害賠償を行う旨公表し，これを支払っているところ，そのうち帰還困20 

難区域に居住していた者についての基準は以下のとおりである。 

ａ 持ち家に居住していた者 

住宅取得のために実際に発生した費用（必要かつ合理的な範囲内に限る）から，

「宅地・建物・借地権」の賠償金額を控除した金額を支払う。ただし，住宅につい

ては，事故前の住居の想定新築価格から，同住宅の時価相当額を控除した金額の７25 

５％を賠償金額の上限とする。また，宅地については従前の宅地面積×３万８００
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０円／㎡から従前の宅地面積×従前の宅地単価を控除した金額を賠償金額の上限と

する。 

ｂ 借家に居住していた者 

新たに借家に入居するための礼金等の一時金相当額，及び新たな借家と従前の借

家との家賃差額相当額（８年分）を支払う。 5 

 家財 

被告東電は，帰還困難区域における家財の賠償については，単身世帯については

３２５万円，複数人世帯の場合には世帯基礎額４７５万円に大人一人当たり６０万

円，子供一人当たり４０万円の加算をした金額を定額として賠償するなどといった

基準を定め，これを支払っている。 10 

 逸失利益 

ａ 営業損害 

⒜ 商工業（丙Ｃ１４） 

避難指示区域における個人事業者及び中小法人の事業者に対する営業損害の賠償

については，本件事故後４年間（平成２３年３月～平成２７年２月）にわたって，15 

営業損害の賠償を行うこととした上，平成２７年３月以降においても被害の継続が

認められる場合には，同月以降の将来分の営業損害の賠償として，年間逸失利益の

２倍相当額の賠償を行うこととした。 

⒝ 農林業（丙Ｃ１７） 

避難指示区域における農林業の営業損害については，平成２３年３月から平成２20 

８年１２月まで営業損害の賠償を行うこととした上で，平成２９年１月以降も被害

の継続が認められる個人事業者・中小法人については，同月以降の将来分の営業損

害として，年間逸失利益の３倍相当額の賠償を行うこととした。 

ｂ 就労不能損害 

避難指示区域内に居住していた者で，勤務先の事業所の所在地が避難指示区域内25 

の者に対して，原則として本件事故発生から３年間となる平成２６年２月までを対
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象期間として，本件事故がなければ得られたであろう収入の賠償を行うこととした

上で，さらに，就労意思のある者に対して，将来の生活に見通しをつけるための一

定期間として，最長１年の賠償を実施している。（丙Ｃ４，６０の１，７３） 

ｃ 特別の努力 

中間指針第二次追補において，営業損害や就労不能損害を被った方による転業・5 

転職や臨時の就労等により得た給与等について，一定の期間又は範囲を特別の努力

として損害額から控除しない等の合理的かつ柔軟な対応が必要であるとの考え方が

示された（丙Ａ２・１０頁以下）。これを受け，被告東電は，営業損害および就労不

能損害の賠償について，転業や転職等による収入を原則的に賠償金から控除しない

扱いとしている。 10 

 その余の損害賠償 

被告東電は，以上の他にも，避難交通費，宿泊費，家財道具移動費用，生活費増

加費用，同一世帯内移動費用，一時立入費用などといった出費に対しても一定の基

準を定め，原告らの請求に応じて，これを支払っている。 

また，帰還困難区域において，帰宅・転居費用，一次立入費用，同一世帯内の移15 

動費用，検査費用（物），検査費用（人）にかかる交通費の総額は，平成２４年６月

から平成３０年３月までで一般的に一人９４万７０００円になるとして，個別の立

証を必要とせずに，一人につき上記金額を支払うこととしている。（丙Ｃ６０号証の

２・３２頁） 

ウ 賠償手続等 20 

 直接賠償手続 

被告東電は，様々な損害項目について，原告らの請求を受けて賠償を行っている

ところ，その手続は，概要，以下のとおりである。 

被告東電は，本件事故によって生じた多数の人々に対する損害賠償を実施すべく，

上記アイ記載のとおり，中間指針を踏まえた上で，自ら賠償基準を定めるとともに，25 

賠償をする際に確認すべき資料についての基準を定めた。そして，その基準に沿っ
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た請求がなされるよう，請求書の書式やリーフレットを作成し，原告らに送付する

などした。そして，その書式を用いて作成された請求書や資料を受領すると，上記

基準を踏まえて審査を行い，賠償金額を決めた上，その損害費目や損害額が記載さ

れたお支払明細書や合意書案を作成，送付する。原告らは，送付されてきたお支払

明細書や合意書案の内容を確認し，異議がなければこれに署名した上で，被告東電5 

に送付し，被告東電は，署名された合意書案を確認した上で，そこで定められた賠

償額を原告らに支払う。（丙Ｃ６０の１ないし６５の２，８８ないし１４２） 

 ＡＤＲ 

また，原子力損害賠償紛争審査会は，本件事故による損害賠償に関する紛争につ

いての和解の仲介の手続きを行うべく，原子力損害賠償紛争解決センターを設置し10 

た。そして，上記直接賠償手続において解決されない紛争等は，同センターに持ち

込まれ，同センターでの仲介手続きを経て和解が成立したものについては，被告東

電は，その和解により定められた賠償額を支払っている。（丙Ｃ６６の１の１ないし

６６の２１） 

エ 原告らへの賠償状況等 15 

被告東電は，上記ウ記載の手続を経て，これまで原告らに対し賠償を行っている

ところ，これにより原告各人に支払った賠償金額の総額は，別紙４弁済額等一覧表

の「個人賠償額合計」欄記載のとおりであり，原告らの所属する各世帯に対する支

払総額は，同表「世帯賠償額合計」欄記載のとおりである。また，このうち，各原

告に対して精神的損害の賠償として支払った金額は，同表の「精神的損害の賠償と20 

して賠償した金額の合計①」欄記載のとおりであり，その内訳は，同表「①の内訳

≪Ａ≫ ≪Ｂ≫以外」欄及び同表「①の内訳≪Ｂ≫ 通院慰謝料」欄記載のとおり

である。 

これによると，本件訴訟の原告らに対する精神的損害とその他の損害を含めた世

帯単位での既払金の総額は，少ない世帯でも約●●●●●円（単身世帯），多い世帯25 

では約●●●●●●●円（世帯構成員は７名），世帯単位での平均賠償総額は約●●
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●●●●●円となっている。 

⑼ 被告東電の悪質性を慰謝料の考慮要素とすべきか 

原告らは，被告東電が利益を優先させ，安全対策をおろそかにしていたのであり，

本件事故を発生させたことについて重大な過失がある，こうした悪質性は慰謝料を

増額すべき理由になる旨主張する（原告第３１準備書面１頁以下等）。これに対し，5 

被告東電は，原賠法に定める原子力賠償の仕組みに照らせば，原子力事業者の故意

や重過失の有無やその程度によって慰謝料額が加重されることはなく，仮に慰謝料

額を認定するにあたっての考慮要素として被告東電の対応を考慮する余地があると

しても，被告東電の対応には慰謝料増額を基礎づけるような悪質性はないと主張す

る。 10 

そこで検討すると，確かに被告東電は，上記第３・２⑵ウで被告国について述べ

たのと同様に，本件長期評価が公表されたにもかかわらず，本件長期評価から予見

される津波のシミュレーションをしないなど，調査義務を懈怠したものと認められ

る。そしてその結果，敷地を超えて浸水してくる津波に対する対策に着手すること

なく，本件事故に至っているのであって，かかる被告東電の義務違反は，高度な安15 

全性を保たなければならない原子力事業者として非難に値する。 

とお

り，多くの疑念が示されていたこともまた事実であり，本件長期評価の信頼性が高

度なものであったとまでは認められない。また，確かに被告東電は調査義務を懈怠

したものとは認められるが，他方で，被告東電は，前記第１・６⑵記載のとおり，20 

遅ればせながらではあるが，耐震バックチェック指示がなされたことを契機として，

本件長期評価から予見できる津波に対する対策を講じるため，土木学会に波源の検

討を依頼するなどしており，本件長期評価から予見可能な津波への対策を講じるべ

く動いていたことも認められる。さらに，被告東電は，例えば，平成１４年に津波

評価技術が公表された後は，それに基づいて想定津波のシミュレーションを行い，25 

福島第一原発の設計津波最高水位が最高でＯ．Ｐ．＋５．７ｍであり，Ｏ．Ｐ．＋
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１０ｍの福島第一原発の敷地を超えてくるような津波ではないことを確認した上で，

６号機の非常用海水ポンプ電動機のかさ上げをする等の対策を講じる（前記第１・

３⑺ウ）など，被告東電なりにこれまで津波対策を講じてきていたこともまた事実

である。 

そうした事情を考慮すると，被告東電について，津波が敷地を超えて流入し，本5 

件と同様の事故が発生するであろうことを認識しながら，これを認容したなどとい

った故意は認められないし，わずかな注意さえしていれば，本件と同様の事故が発

生することを認識できたのに，その注意すら怠ったなどといった故意に匹敵するよ

うな重大な過失もまた認められない。 

そうすると，原賠法に定める原子力賠償の仕組みの点を措いて検討しても，被告10 

東電の対応について，慰謝料を増額させる事由として考慮すべきものがあったとは

認められないというべきである。 

⑽ 慰謝料の考慮要素の共通性 

これまでに述べてきた上記慰謝料の各考慮要素において，その性質を示し，併せ

て津島居住原告の個別事情を例示しているが，こうした例示は，各考慮要素におけ15 

る代表的な事情を適示したにすぎず，これらの個別事情が，その適示された原告個

人にのみ当てはまるというわけではない。津島居住原告は，いずれも津島地区とい

う一つの共同体の構成員であり，各津島居住原告の被った精神的苦痛は，多かれ少

なかれ，上記に指摘した要素を含むものといえる。 

３ 津島居住原告の慰謝料の基準額の検討 20 

⑴ 津島居住原告の精神的損害額算定の視点 

ア 津島居住原告の慰謝料の基準となる額を算定すること 

津島居住原告の慰謝料額を算定するにあたって，被告東電は，原告各人の精神的

苦痛は人によって大きな相違があるため，原告らの個別事情に基づいてそれぞれに

ついて慰謝料額を算定すべきであるなどと主張している（被告東電準備書面（２４）25 

１０頁以下等）。 
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そこで検討すると，確かに，本件事故により原告各人に生じた事情は様々ではあ

るが，人と人が強くつながり，自然豊かな津島の地を生活の本拠としていたところ，

本件事故によりその生活を突如として奪われ，現在に至ってもそうした津島での生

活に戻ることができない状況が続いているという，慰謝料算定の根幹となる事情に

ついては，津島居住原告全員に共通して認められるところであり，津島居住原告に5 

生じた精神的苦痛が，多かれ少なかれ前記各慰謝料の考慮事由に指摘した要素を含

むことも前記のとおりである。そうすると，津島居住原告の被った精神的苦痛の大

きさは，基本的に甲乙つけがたいものと認めるのが，公平の観点からも相当なもの

といえる。 

したがって，津島居住原告の損害額の算定においては，まず，本件事故当時津島10 

地区に居住していたことをもって合理的に算出される，基準となる慰謝料額を算定

した上で，原告各個人について，特別に考慮すべき事情がある場合には，その事情

も加味した上で，慰謝料額を算定することとする。 

イ 被告東電の主張 

これに対し，被告東電は，本件訴訟における原告らの請求を一律請求ととらえた15 

上で共通損害を認定する判決を下すことは弁論主義又は釈明義務に違反する，原告

ら各自の損害が立証されない中で安易に一律の損害が認定されることがあってはな

らない，などと主張する（被告東電最終準備書面（損害論）１１頁以下）。 

しかしながら，当裁判所は，原告らの請求を一律請求と捉えた上で基準となる慰

謝料額を算出しているわけではなく，あくまで原告各人の本件損害賠償請求の損害20 

額の算出方法として，まず基準額を算出する，という手法を採用しているにすぎな

い。また，原告ら各自の損害について，個別具体的に主張立証が尽くされていると

までは言いがたいとしても，本件事故当時に浪江地区に居住していたという事情を

もって，類型的に上記２記載の各考慮事由に該当する事情が発生していると認めら

れるのであるから，そのことをもって基準となる額を算出することが不当とも言え25 

ない。実際，例えば交通事故による後遺症慰謝料の算出においては，多数の交通事
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故事件を迅速かつ適正に解決するために，財団法人日弁連交通事故相談センター東

京支部作成の民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準に定められた後遺症慰謝料の基

準が尊重されていることは当裁判所において顕著であるところ，本件においても，

津島居住原告の慰謝料額を迅速かつ適正に算出するために，まず基準となる額を算

出することは，こうした交通事故損害賠償実務と同様に，合理性があるものといえ5 

る。 

よって，上記被告東電の主張は採用できない。 

⑵ 被告東電の賠償額の相当性の検討 

以上を前提に，被告東電が，津島居住原告に基本的に支払っている１４５０万円

東10 

電は，津島居住原告に対しては財産的損害を含めて既に十分な賠償を行っており，

このことは精神的損害の賠償においても考慮されるべきである，精神的賠償として

も他の裁判例と比較しても十分な賠償額であるとして，基本的に支払っている１４

５０万円の賠償額を超える損害は発生していないと主張する。 

ア 月額１０万円の合理性 15 

 まず，被告東電は，本件事故時から，避難慰謝料として基本的に月額１０万

円を支払っているため，その額の相当性について検討する。 

上記２⑹で述べたとおり，津島居住原告は，本件事故のために避難を余儀なくさ

れたことにより，それまでの，自然豊かで，人と人との結びつきの強かった平穏な

生活が一変し，津島地区のコミュニティや自然と切り離され，不自由な避難生活を20 

強いられた。そのことばかりではなく，避難先では時に人間関係のトラブルも生じ，

避難者であるにもかかわらず多額の賠償金をもらったなどと心無い言葉を浴びせら

れ，あるいはそうした言葉を受けることをおそれて津島出身であることを打ち明け

ない生活を余儀なくされ，精神的にも一層辛い立場に立たされた。 

これらの事情を考慮すると，津島居住原告は，平穏生活権を侵害されたものとし25 

て，避難慰謝料が賠償されるべきといえ，その額は，基本的に一か月につき１０万
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円と評価するのが相当である。 

 これに対し，原告らは，交通事故における入院慰謝料の損害賠償額算定基準

を参考に，月額３５万円をもって相当であるなどと主張する（原告第８準備書面１

頁以下）。 

しかしながら，避難生活中であり，帰還困難区域に立ち入れないという点はある5 

にしても，行動の自由までが失われたとはいえないから，行動の自由の失われる入

院慰謝料と同列に評価することはできない。よって，原告らの上記主張は採用でき

ない。 

イ 継続的賠償の終了時期について 

 10 

円は，中間指針で認められた１０００万円から，平成２６年３月以降の避難慰謝料

を控除したものであるから，被告東電は，毎月１０万円の賠償を，平成２６年２月

までで終えたものと評価できる。被告東電がこのように一括して賠償するとしたの

は，中間指針を踏まえ，帰還困難区域は，避難が長期化しており，平成２６年２月

の時点で帰還の見通しが立たない状況にあり，社会通念上は帰還が困難となったも15 

のとみなせるとして，継続的な避難慰謝料の賠償を終了させた上で，帰還困難によ

る損害として包括評価して定額賠償を行うことにした趣旨に基づくものであると解

されるところ，このことについては，上記の状況に照らし，相当性があるといえる。 

 これに対し，被告東電は，一部の原告は，平成２６年２月以前の段階で移住

先住居を取得したり，本件事故に起因しない進学等の事情により転居をしているか20 

ら，かかる原告については，それによって避難が終了したものと認められる旨主張

している（被告東電準備書面（３０）３頁以下）。 

しかしながら，移住先住居を取得するなどした原告らについても，津島の住居が

帰還困難区域に指定されたままであり，戻りたくても戻れない状況が続いているこ

とは，他の津島居住原告と変わりないのであるから，こうした原告についてのみ，25 

避難が終了したものと評価するのは相当でないというべきである。実際，政府の定
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めた賠償基準の基本方針においても，様々な考えの方々がいることを前提とし，賠

償が個人の判断・行動に影響を与えるべきではないという基本的な考えに立った上

で，帰還を希望する場合も，移住を希望する場合も賠償上の取扱いは同一とするな

したことをもって避難を終了したなどと評価することは，こうした基本方針にも反5 

するものであり，これを信じて移住等の決断をした原告らの期待を裏切るものとい

える。 

また，被告東電は，中間指針を受けて，前記２⑻ア のとおり精神的損害につい

ての賠償基準を定め，直接賠償手続により，請求者からの請求を受けて賠償を行っ

ているところ，本件に関していえば，被告らが避難が終了していると主張している10 

津島居住原告についても，当時居住していた津島地区から避難して平成２６年２月

までは請求者の避難が継続していたものとして，請求者との間で，直接請求手続や

ＡＤＲにおいて合意をし，１月あたり１０万円の避難慰謝料を支払っているが，か

かる合意の法的性質は和解であると解されるのであるから（後記６），本件訴訟にお

いて，平成２６年２月以前に避難が終了していたことを理由として十分な賠償が行15 

われていると主張することは許されないというべきである。 

よって，上記被告東電の主張は採用できない。 

ウ 一括賠償１０００万円の相当性について 

 そこで，次にその一括賠償の金額について，被告東電が中間指針を踏まえて

１０００万円としたことの相当性についてみていくこととすると，この点について，20 

被告東電は，１０００万円という賠償基準は，過去の裁判例や後遺障害慰謝料との

比較においても十分な水準にあるから，これを超える原告らの損害の発生は認めら

れないなどと主張している。 

そこで，まず，ここで算定すべき損害について確認すると，ここでは，津島地区

への帰還が社会通念上困難となったことが確定したことによる精神的損害を算定す25 

べきといえる。 
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すなわち，事故後支払われていた月額１０万円の慰謝料の算定は，いまだ津島地

区への帰還が困難になったとはいえない状態における，いわば一時的な避難生活に

伴う精神的苦痛を慰謝するものとして算出したものである。他方，ここでは，津島

地区への帰還が困難となったと社会通念上評価できることから，その後将来にわた

って続く避難生活に伴う精神的苦痛や，ふるさとである津島を喪失した精神的苦痛5 

等，あらゆる要素を考慮して，本件事故により帰還が困難になったことによる精神

的苦痛を算出すべきといえる。このことは，交通事故による入通院慰謝料が症状固

定により後遺症慰謝料として包括評価され，以後，入通院が継続しても入通院慰謝

料が別途評価されないことと対比することもできる。（なお，かかる帰還不能との評

価は，あくまで損害額の算定における評価の話であって，当然のことながら，原告10 

らの津島地区への帰還が将来的にも不可能になったとか，被告らにおいて津島地区

を除染する必要性が失われたことを意味するわけではない。） 

そして，上記算出をするに当たっては，社会通念上帰還が困難と評価された，平

成２６年２月時点における状況を前提に評価することが，上記交通事故における損

害賠償実務の対比との観点で相当である。 15 

 このように，ここでの賠償金額は，後遺症慰謝料と対比して考えうるところ，

財団法人日弁連交通事故相談センター東京支部作成の民事交通事故訴訟損害賠償額

算定基準上巻（基準編）（平成２３年）によれば，後遺障害等級第７級の慰謝料は１

０００万円とされている（なお，この基準は，我が国の裁判例において尊重されて

いることが当裁判所において顕著といえる。）。そして，第７級の後遺障害としては，20 

例えば，神経系統の機能または精神に障害を残し，軽易な労務以外の労務に服する

ことができないものが掲げられているところである。 

他方，津島居住原告の被った精神的苦痛についてみてみると，それは，前記２記

載のとおり，長年かけて築いていた強固なコミュニティを喪失しており，そればか

りか，家族と離れ離れにもなるなどといった事態に陥っている。良好な人間関係は，25 

幸福な人生を送るための基盤ともいうべきものであり，こうしたコミュニティの喪
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失による津島居住原告の精神的苦痛は，相当大きいものといえる。 

また，津島居住原告は，これまで自ら築いてきたもの，家，祖先から受け継いで

きた伝統等多くのものを失っている。これら同人らの失ったものは，思い出がつま

っているなどかけがえのないものであり，そうしたものを失うことの喪失感は計り

知れないばかりか，その維持等のために津島居住原告が費やしてきた努力をも無に5 

帰するものであり，そうした悔しさ，悲しみはよく理解できるものである。 

さらに，津島居住原告の住環境は，本件事故により悪化し，原告らの愛する自然

と接することができないばかりか，人間関係にも悩まされるようになったのである。

そして，そうした日々のストレス，苦痛が，本件事故以降現在まで長期間にわたっ

て続いているばかりか，今後も続いていくことが懸念されるのであり，こうした日々10 

のストレス，苦痛の蓄積は，同人らを相当苦しるものといえる。 

その上，津島居住原告は，生活の糧を失うばかりか，避難生活がいつ終わるかな

どといった先の見通しのつかない不安な状態に置かれ，被ばくにより将来自らの健

康に影響を及ぶのではないかとの不安をも抱いている。以上に加え，愛するふるさ

と津島が目の前にあり，その地に戻ることを強く願っているにもかかわらず，この15 

願いが叶わないのである。 

こうした一切の事情を考慮すると，本件事故により，津島地区が社会通念上帰還

困難となったことにより，津島居住原告が被った精神的苦痛は，１０００万円にと

どまるものではなく，これを上回るものと認めるのが相当である。 

⑶ 津島居住原告の基本となる慰謝料額 20 

前記２ 電は，月額１０万円に踏まえ，包括慰謝料

を１０００万円とした上で，帰還困難区域の避難者に対して基本的に１４５０万円

の金額を支払っているところ，上記の検討からすれば，１４５０万円という金額は

相当ではなく，これを上回る慰謝料額を認めるべきといえる。 

しかしながら，他方で，被告東電は，前記２⑻記載のとおり，精神的損害や財産25 

的損害について賠償基準を定めた上で，これらの賠償を行っている。そして，こう
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した賠償基準は，住民の生活再建のための十分な金額を確保することをも目的とし

含め，様々な損害項目について

の賠償が行われており，かかる賠償が，津島居住原告の平穏な生活の回復に寄与し

ていることも考慮すべきである。 

こうした一切の事情を斟酌すれば，基本的に，請求の趣旨第４項の被ばく慰謝料5 

の請求をしている津島居住原告については，一人１６００万円の慰謝料額を認める

のが相当である（帰還困難区域の住民について１６００万円の慰謝料を認容した裁

判例として，仙台高等裁判所令和２年３月１２日判決，同裁判所令和２年９月３０

日判決）。また，請求の趣旨第４項の請求をしていない津島居住原告については，被

ばく不安を慰謝料の要素として考慮することは相当でないことに鑑み，一人１５７10 

０万円の慰謝料をもって相当と認める。 

４ 津島居住原告の請求認容額 

⑴ １９４－１以外の津島居住原告各人の慰謝料額 

原告１９４－１以外の津島居住原告は上記１４５０万円の精神的損害の賠償に加

え，通院慰謝料や増額事由があるとして，それを超える精神的損害の賠償を受けて15 

いる者もいるところ，そうした各人の通院慰謝料や増額金額，増額事由は，別紙４

弁済額等一覧表の「①の内訳≪Ｂ≫通院慰謝料」，「増額金額」「増額事由等」欄記載

のとおりである。そして，かかる原告各人の通院慰謝料や増額金額は，帰還困難区

域に居住していた人々に共通する事情を超える，その原告個人の事情に着目し，そ

の事情が存在することを認めた上で，その事情に見合った賠償額を原告各人と被告20 

東電で合意して定めたものと認められる。 

こうした事情などからすれば，津島居住原告各人の上記通院慰謝料や増額金額は，

津島居住原告に共通する上記１６００万円ないし１５７０万円の損害に内包される

ものと評価することは相当でない。また，同表「増額事由等」欄記載の各増額事由

についての損害額は，同表「増額金額」欄記載の各金額と認めるのが相当である。 25 

そうすると，結局，津島居住原告各人について生じた精神的損害額の総額は，上
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記１６００万円ないし１５７０万円に，同表「①の内訳≪Ｂ≫通院慰謝料」及び「増

額金額」欄記載の金額を加算した金額となるから，同表「認定精神損害額総額」欄

記載の金額となる。そして，かかる精神的損害に対し，被告東電は，同表「精神的

損害の賠償として賠償した金額合計①」欄記載の弁済をしているから，被告東電の

弁済額を超えて認められる慰謝料の額は，同表「精神的損害額（弁済を超える部分）」5 

欄記載の金額，すなわち，原告１人につき１５０万円（被ばく慰謝料の請求をして

いない原告は１２０万円）（ただし，提訴後に死亡した原告を承継した原告は承継分

を加算した額）となる。 

また，本件と相当因果関係の認められる弁護士費用の額は同表「弁護士費用」欄

記載の金額，すなわち，原告１人につき１５万円（被ばく慰謝料の請求をしていな10 

い原告は１２万円）（ただし，提訴後に死亡した原告を承継した原告は承継分を加算

した額）となる。 

⑵ 原告１９４－１の請求認容額 

原告１９４－１の精神的損害額の総額は，他の原告らと同様の算出方法により，

同表「認定精神損害額総額」欄記載の金額と認められる。ただ，原告１９４－１に15 

ついては，帰還困難区域の住民に共通して支払われている１４５０万円のうち６０

０万円が未請求のためいまだ支払われていない。そして，同人も，第３項の請求に

ついて他の原告と同様に令和５年３月までは月２５万円の請求を行っていること，

本人尋問において，別途慰謝料の直接請求を行う旨述べていること（原告１９４－

１の尋問調書（第２５回口頭弁論調書）５５頁以下）からすると，この６００万円20 

は本件の訴訟物とはされていないものと解される。そうすると，結局，本件訴訟に

おいて，原告１９４－１につき弁済を超える精神的損害額として認定すべき金額は，

上記原告１９４－１の精神的損害額総額から，精神的損害として弁済を受けた金額

と上記６００万円を控除した金額とすべきであるから，同表「精神的損害額（弁済

を超える部分）」記載のとおり１５０万円となる。そして，弁護士費用も，同表の「弁25 

護士費用」欄記載のとおり１５万円となる。 
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５ 津島非居住原告の慰謝料額 

⑴ １４５０万円を超える精神的損害が生じているとは認められないこと 

次に，本件事故当時津島地区に生活の本拠があったとは認められない原告（原告

１４－７，４４－４，５８－４，７５－５，７６－１，１６２－４，２１０－３。

上記１⑶）らの慰謝料額について検討すると，こうした津島非居住原告も，ふるさ5 

と津島に戻りたくても戻れないという事情は津島居住原告と同じである。もっとも，

津島非居住原告は，本件事故当時，生活の本拠が津島地区にはなく（本件事故当時

帰省していた原告らもいたが，あくまで一時的な帰省であり，津島居住原告と同視

することはできない。），その点では，生活の本拠となっていた津島地区からの避難

を余儀なくされた津島居住原告とは慰謝料算定の基礎となる事情が異なると言わざ10 

るを得ず，精神的苦痛の程度は津島居住原告と同程度のものであったと認めること

はできない。そして，原告７６－１以外の津島非居住原告については，精神的損害

の賠償として，別紙４弁済額等一覧表「精神的損害の賠償として賠償した金額の合

計① ≪Ａ≫＋≪Ｂ≫」欄記載のとおり，基本的に，これまでに１４５０万円以上

の慰謝料を受領しているところ，上記事情に鑑みれば，原告７６－１以外の津島非15 

居住原告については，そうした既受領額を超える精神的損害が生じているとは認め

られない。 

⑵ 原告７６－１の慰謝料額 

他方，原告７６－１は，これまでに慰謝料として８万円の賠償しか受けていない

上，第３項の請求もしておらず，本件事故で生じた慰謝料額全額が訴訟物とされて20 

いると解されるから，以下，原告７６－１について，８万円を超える精神的損害が

生じているか，さらに検討を進めることとする。 

原告７６－１（１９２６年９月３０日生）の津島とのかかわり等についてみてみ

ると，同人は，１９４６年（昭和２１年）に父親とともに，開拓民として津島に居

所を構えた。そして，津島では田畑で多くの農作物を育てるなどして生計を立てつ25 

つ，婚姻し，二人の子を育てた。平成２０年には脳梗塞を患い，福島市内の介護施
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設に入所したものの，調子のいい時には外泊許可を得て津島の自宅に戻る生活を送

っていた。しかしながら，本件事故により自宅での外泊ができなくなり，平成２５

年以降は外泊をすることもなくなってしまった。そして，平成２８年１２月ごろに

体調を悪化させて入院となり，平成２９年９月には，自宅に帰ることもできないま

ま，老衰で死亡するに至った。（甲Ｄ７６の１） 5 

このように，原告７６－１が長年津島で生活をしており，津島が思い出の詰まっ

た地であったと認められること，介護施設に入所したのは，身体的な事情に基づく

ものであり，調子のよいときには自宅に戻るなどして，津島とは切り離された生活

になっていたとまではいえないこと，そうしたところ，津島の自宅に戻ることがで

きないまま亡くなるに至った無念等の事情に鑑みれば，原告７６－１の慰謝料額は10 

上記８万円とは別途に，１２０万円を認めるのが相当であり，その弁護士費用は１

２万円を認めるのが相当である。 

６ 慰謝料以外の費目の弁済の抗弁等 

⑴ 被告東電の主張 

以上のとおり，津島居住原告及び原告７６－１については，被告東電が慰謝料と15 

して支払った以上の精神的損害が発生していることから，請求を一部認容すべきと

ころ，これに対し，被告東電は，直接請求やＡＤＲでの和解により支払われた賠償

金について，慰謝料として支払われた賠償金のみならず，住居確保損害等他費目の

損害として支払われた賠償金や，同一世帯の他の者に対して支払われた賠償金のう

ち，過払分についても，慰謝料への充当を認めるべきである旨主張している。 20 

⑵ 過払分の不存在 

しかしながら，まずＡＤＲでの和解を経て支払われた賠償金について検討すると，

そこで支払われた賠償金は，和解により成立した損害賠償債務を支払ったものと認

められるから，過払が生じているとは認められない。 

すなわち，例えば，被告東電は，ＡＤＲでの手続において，原告１０－１との間25 

で，以下のような条項の和解契約を締結している。（丙Ｃ６６号証の１の１） 
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「１ 和解の範囲 

申立人と被申立人とは，本件に関し，次の損害項目について和解することとし，

それ以外の点については，本和解の効力は及ばないこととする。 

⑴ 仏壇・仏具一式   ●●●●円 

⑵ 祭祀にかかる費用   ●●●円 5 

⑶ 諸費用         ●●円 

２ 和解金額 

被申立人は，申立人に対し，前項記載の損害項目についての和解金として金●●

●●円の支払義務があることを認める。 

３ 支払方法 10 

被申立人は，申立人に対し，前項記載の和解金●●●●円を・・・振り込む方法

で支払う。・・・ 

４ 清算条項 

申立人と被申立人は，第１項記載の損害項目について，以下の点を相互に確認す

る。 15 

⑴ 本和解に定める金額を超える部分につき，本和解の効力が及ばず，申立人が

被申立人に対して別途損害賠償請求することを妨げない。 

⑵ 本和解に定める金額に係る遅延損害金につき，申立人は被申立人に対して別

途請求しない。」 

かかる文言を合理的に解釈すれば，原告１０－１と被告東電との間において，同20 

原告に仏壇・仏具一式として●●●●円の，祭祀にかかる費用として●●●円の，

諸費用として●●円の各損害が発生したことについて合意し，その合計額である●

●●●円の損害賠償債務を被告東電が負う旨の和解が成立したことは明らかであり，

その和解で認められた損害賠償債務を被告東電が支払っていると認められる。 

このように，被告東電は，ＡＤＲで和解をした原告各人との間において，当該和25 

解で定められた各損害項目について，記載された金額の損害が原告に発生したこと
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を認めた上で，和解で成立が認められた損害賠償債務を支払ったものと認められる

から，ＡＤＲの手続を経て被告東電が支払った賠償金は，すべて同和解で定められ

た損害賠償債務に充当されており，過払が生じていると認める余地はない。 

また，これと同様に，被告東電が直接賠償により支払った金額についても過払が

5 

自ら賠償基準や確認を要する資料についての基準を定めた上で，その基準に沿った

請求を原告らに促し，請求を受けた際にはその基準に沿って審査した上で，賠償金

額を決めている。そして，損害費目やその金額が記載された支払明細書や合意書案

を作成，送付し，原告らがこれに署名して返送したことを確認した上で，これを支

払っている。かかる手続等を踏まえれば，被告東電は，上記ＡＤＲと同様に，直接10 

請求をした原告各人との間において，当該支払明細書や合意書案で定められた各損

害項目について，記載された金額の損害が各原告に発生したことを認め，その金額

の損害賠償債務が被告東電にあることを認める旨の和解をした上で，そこで定めら

れた損害賠償債務を支払ったものと認められる。そうすると，直接賠償手続きを経

て被告東電が支払った賠償金は，すべて同和解で定められた損害賠償債務に充当さ15 

れていると認められ，過払が生じていると認める余地はない。 

このように，被告東電が精神的損害以外の費目で支払った賠償金は，全て和解に

より認められたその費目の損害賠償債務に充当されているし，同一世帯の他の者に

支払った賠償金も，同様にその者との和解により認められた損害賠償債務に全て充

当されていると認められる。そうすると，こうした賠償金を，原告らの精神的損害20 

の賠償に充当する余地はない。 

⑶ 被告東電の反論の検討 

これに対し，被告東電は，和解が成立するためには，互譲と争いをやめることと

いう双方の要素を含んでいる必要があるところ，被告東電の賠償にはかかる要素が

ないなどと主張する（被告東電準備書面（２６）８頁以下）。 25 

しかしながら，前記のとおり，直接賠償手続においてもＡＤＲの手続においても，
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原告らと被告東電は，その合意書や和解契約書で定められた各費目の損害額につい

て，互いに譲り合った結果，その金額の合意に至ったものと認められる。そして，

その合意により，合意書や和解契約書で定められた各費目について，少なくともそ

こで定められた損害額の損害が発生したということは，これ以上争わないことが含

意されているものと認められるから，争いをやめるという要素も含まれていると認5 

められる。 

よって，上記被告東電の主張は採用できず，被告東電の弁済の主張は理由がない。 

第６ 損害賠償請求についての結論 

以上の次第から，被告らは，連帯して，津島居住原告及び原告７６－１に対し，

別紙４弁済額等一覧表の「精神的損害額（弁済を超える部分）」欄及び「弁護士費用」10 

欄記載の金額を賠償する責任を負うものと認められる。そして，これに相続を反映

させた各原告に対する認容額は，別紙３認容額等一覧表の「認容額」欄記載のとお

りである。 

第７ 原状回復請求  

原告らは，前記第１章記載のとおり，被告らに，津島地区全域について，放射線15 

量を毎時０．０４６マイクロシーベルトに至るまで低下させる義務があることの確

認を求め（確認請求。請求の趣旨第１項），また，津島地区全域について放射線量を

毎時０．２３マイクロシーベルトに至るまで低下させることを求めている（給付請

求。請求の趣旨第２項）。これらの訴訟物は，原告らが主張する民事上の権利に基づ

く差止請求権の一態様である妨害排除請求権ないし妨害予防請求権（妨害排除請求20 

権が認めらない場合には，妨害予防請求権も主張する趣旨であると解される。）であ

る（原告らは，放射性物質汚染対処特措法に基づく請求ではないことを明示してい

ることから，本件訴訟が行政権の発動を求める訴えであるとは解されない。）。そし

て，原告らの請求が認められるか否かは，実体法上の観点からは原告らの主張する

実体法上の権利が差止請求権を根拠付けるものと認められるか，認められるとした25 

場合にその権利の人的及び場所的範囲，さらには，是認される人的及び場所的範囲
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について妨害排除請求権ないし妨害予防請求権の請求権発生要件を具備しているか

が問題となり，また，訴訟法上の観点からは訴訟要件を具備しているかが問題とな

るので，以下検討する。 

１ 実体法上の検討 

⑴ 差止請求権を基礎づける実体法上の権利について 5 

 原告らは，前記確認請求及び給付請求に係る差止請求権を基礎付ける実体法上の

権利として，不動産所有権又は入会的な利用権，平穏生活権，不法行為に基づく請

求権があることを主張する。 

 上記のうち，不動産所有権は，絶対的権利である所有権に基づく請求であり，平

穏生活権は，人格権に基づく請求権であると解されることから，性質上，差止請求10 

権があることを基礎付ける実体法上の権利として是認できるところである。 

 しかしながら，差止請求権が認められる実体法上の権利は，所有権のような民法

上規定された物権的権利，人格権といった解釈上差止請求権を認めることに異論の

ない民法上の権利，特別法により差止請求権を定めている権利，例えば，不正競争

防止法に基づく差止請求権などに限られると解されているところ，原告らが主張す15 

る「入会的な利用権」は，民法上の物権的権利ではなく，解釈上，民法上の物権で

ある入会権と同視できる権利ではなく，また，特別法上の差止請求権を認める権利

ではない。また，不法行為に基づく請求権があるとする点は，民法上，差止請求権

の一態様として原状回復請求権を認めているのは民法７２３条の場合に限られてい

るところ，本件はその場合に当たらないことは明らかであり，解釈上，同条の場合20 

と同視することはできず，特別法上の差止請求権を認める権利でもない。 

 以上によれば，原告らの主張のうち，入会的な利用権及び不法行為が前記確認請

求及び給付請求を根拠付けるとする点は採用できない。 

⑵ 不動産所有権及び平穏生活権（人格権）に基づく差止請求権としての妨害排

除請求権ないし妨害予防請求権を認める人的及び場所的範囲について 25 

ア 人的範囲について 
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不動産所有権に基づく請求については，その請求権を有する者が，その不動産所

有権を有する者に限定されることは明らかである。したがって，原告らのうち，津

島地区内に不動産所有権を有しない者は，この請求を認めることはできない。 

また，平穏生活権は，個々人の人格権を基礎とするものであり，これに基づく請

求権は，平穏な生活環境が阻害され，阻害するおそれがあることにより生じるもの5 

であるから，本件でこの請求が是認され得る者は，津島居住原告に限られるという

べきである。 

イ 場所的範囲について 

原告らは，前記確認請求及び給付請求において，被告らが放射線量を低下させる

べき範囲は津島地区全域に及ぶと主張する。 10 

しかしながら，まず，不動産所有権に基づく請求権が及ぶ場所的範囲は，当該不

動産の効用を現実に阻害し（妨害排除請求権）又は阻害するおそれがある（妨害予

防請求権）範囲に限られるのであり，本件で妨害排除請求権が及ぶ範囲は，その不

動産所有権の範囲そのものである。また，妨害予防請求権については，その不動産

所有権の範囲以外に及ぶこともあり得るものの，本件で，所有不動産それぞれに対15 

して，その範囲外の不動産から，どの程度の放射線の流入があるか，それにより，

所有する不動産の効用を阻害するおそれが生じるか，証拠上明らかではない。そう

すると，不動産所有権に基づく請求が及ぶ範囲は，原告らが所有する不動産それぞ

れの範囲にとどまると言わざるを得ないのであり，津島地区に不動産を所有してい

ることを基礎として，差止請求権が津島地区全域に及ぶと解することはできない。 20 

また，人格権の一態様である平穏生活権に基づく請求権が及ぶ場所的範囲は，個々

人の生活環境を現実に阻害し（妨害排除請求権）又は阻害するおそれがある（妨害

予防請求権）範囲に限られると解され，本件でいえば，自ずと津島居住原告個々人

が生活するそれぞれの居住地に限定されるというべきである。妨害予防請求権は，

係る居住地の範囲以外にも及ぶこともあり得るものの，本件で，津島居住原告の居25 

住地それぞれに対して，その範囲外の不動産から，どの程度の放射線の流入がある
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か，それにより生活環境の現実の阻害のおそれが生じるか，証拠上明らかではない。

この点，津島居住原告は，本件事故前には，津島地区において，自然的にも，文化

的にも，精神的にも豊かな生活を送っていたのであるが，そうしたことによる利益

は，その性質上，事実上のものであると言わざるを得ないのであり，そうした利益

は，慰謝料請求の考慮要素として検討する余地はあるものの，少なくとも，各人の5 

平穏生活権が各人の居住地に及んでいることを基礎として，差止請求権が津島地区

全域に及ぶと解することができる法的な利益であると解することはできない。 

以上のとおり，不動産所有権に基づく請求権も，平穏生活権に基づく請求権も，

その効力が及ぶ範囲は限定的であって，個々人が有するこれらの権利を基礎として，

差止請求権（妨害排除請求権，妨害予防請求権）が津島地区全域に及ぶと解するこ10 

とはできない。 

ウ 請求権発生要件を具備しているか 

既に認定説示したところによれば，津島地区内に不動産を所有している者の当該

所有不動産や，津島居住原告の居住地は，本件事故により放射性物質が飛散したこ

とにより，汚染されたことが認められる。 15 

もっとも，所有権又は人格権に基づく妨害排除請求権ないし妨害予防請求権の発

生要件を具備したと認めるためには，差止請求権の性質上，その相手方は，妨害を

生じさせ又は妨害を生じさせる物質を支配内に置き，除去しうる権限を有している

ことが必要であると解される。 

この点，被告国は，本件事故により放出された放射性物質を，現在も過去も占有20 

していたわけではないから，妨害を生じさせている物資を支配内に置いている者と

はいえない。 

また，被告東電は，確かに，福島第一原発を管理することにより，放射性物質を

過去支配内に置いていたとは認められる。しかしながら，現在，放射性物質は飛散

し，被告東電の管理の及ばない原告らの不動産や居住地に付着していると認められ25 

る。そして，その放射性物質は，それが付着した不動産や居住地と分離することが
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事実上不可能であるから，それらと一体化してその構成部分になったものと評価せ

ざるを得ない。そうすると，被告東電は，飛散した放射性物質を支配し，これを除

去し得る権限を有しているとみることはできない。 

したがって，前記アの人的範囲に係る原告は，被告国や被告東電に対し，その所

有不動産ないし居住地が，本件事故により飛散した放射性物質により汚染されたこ5 

とに対する損害賠償請求権を行使し得ることは格別であるものの，そのことに対し

て妨害排除請求権ないし妨害予防請求権を行使することはできない。 

２ 訴訟要件の検討 

⑴ 給付請求について 

作為義務を定める給付請求を適法として是認するためには，請求が特定されてい10 

ることが訴訟要件となり，これを分説すれば，請求の趣旨が特定され，かつ，強制

執行が可能であること，すなわち，執行機関において作為義務違反の有無を判定す

ることが可能であることが訴訟要件となる。 

この点，原告らは，いかなる方法で放射線量の低下を実現するかは被告らが選択

すべき事柄であり，被告国がガイドラインを定めて行っている除染方法，測定方法15 

に依拠すれば足りるのであるから，「被告らは，原告らに対し，別表１記載の福島県

双葉郡浪江町津島地区全域について，同地域の放射線量を毎時０．２３マイクロシ

ーベルトに至るまで低下させよ。」という請求の趣旨で請求の趣旨が特定され，かつ，

強制執行が可能であると主張する。また，原告らは，建物収去土地明渡請求の場合

には，当該建物を収去して土地を明け渡せとの主文は適法であるところ，具体的な20 

収去方法まで明示していないのであるから，本件でも請求の趣旨は特定されている

とも主張する（原告ら最終準備書面（第２分冊 損害論）３５頁以下）。 

しかしながら，上記請求の趣旨は，その記載から，被告らがなすべき作為義務の

内容を具体的に特定するものではない。放射性物質の存在する場所等によって，そ

れらの除去手段も変わってくるものと認められる（除染の方法には，「取り除く」「遮25 

る」「遠ざける」の３つの方法があり，「取り除く」という方法だけでも，放射性物
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質が付着した表土の削り取り，枝葉や落ち葉の除去，建物表面の洗浄等様々な手段

が考えられる。乙Ｂ９１・１２７頁。）から，その作為態様についても特定されてい

るとはいえない。また，除染作業をどの程度行えば原告らの求める程度にまで放射

線量が低下するかも不明であり，いつまで作為をすべきかについても合理的な範囲

に限定できない。原告らが主張する，建物収去土地明渡請求については，建物が特5 

定されること等により，収去方法や収去に要する時間が合理的な範囲に特定される

のであるが，本件請求はこれとは異なると言わざるを得ない。 

 また，本件事故では，大量の目に見えない放射性物質が，相当広範囲に飛散して

いるのであり，原告らが排除を求める放射線の発生源（放射性物質）が，津島地区

内のどの場所に所在するのか，それが，請求権を生じさせる範囲である前記１⑵の10 

人的及び場所的範囲であるのか特定されているとはいえず，被告らがいかなる場所

において作為をすべきかを合理的な範囲に限定することができない。 

したがって，本件給付請求（請求の趣旨第２項）は，特定を欠くと言わざるを得

ないから，訴訟要件を欠き，不適法である。 

⑵ 確認請求について 15 

確認請求（請求の趣旨第１項）について，被告らは，確認の利益がない旨主張す

る。 

しかしながら，原告らの主張する原状回復請求権について，上記のとおりその作

為の特定は難しく，給付請求をすることは困難であるから，原告らは，確認請求に

よらざるを得ない状況にあるといえる。かかる事情に加え，被告らが，原告らの主20 

張する原状回復請求権の存在を争っていることにも鑑みれば，原告らの権利に不安

が現に存在し，かつ，その不安を除去する方法として訴訟物たる権利または法律関

係の存否の判決をすることが有効かつ適切であると認められる。したがって，確認

の利益は認められるというべきである。 

もっとも，確認の利益が認められることにより，本案判断をした場合には，前記25 

１のとおり，原告らに実体法上の権利に基づく差止請求権があると認めることはで
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きない。 

３ 結論 

原告らの請求のうち，津島地区全域について放射線量を毎時０．２３マイクロシ

ーベルトに至るまで低下させることを求める訴え（給付請求。請求の趣旨第２項）

は，不適法であり，被告らに，津島地区全域について，放射線量を毎時０．０４６5 

マイクロシーベルトに至るまで低下させる義務があることの確認を求める訴え（確

認請求。請求の趣旨第１項）は，認めることができない。 

第４章 結論 

以上の次第であるから，請求の趣旨第１項の請求は理由がないから棄却し，同第

２項の請求及び第３項のうちの将来請求の部分については，訴訟要件を欠くから，10 

却下を免れない。 

他方，その余の被告らに対する請求は，津島居住原告及び原告７６－１について

は，別紙３認容額等一覧表の「認容額」欄記載の各金員及びこれに対する平成２３

年３月１２日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度

で理由があるといえ，その余の原告については理由がない。 15 

よって，主文のとおり判決する。なお，仮執行宣言（及びその執行開始時期の定

め，仮執行免脱宣言）については，相当でないのでこれを付さない。 

   福島地方裁判所郡山支部 

 

 20 
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    裁判長裁判官佐々木健二及び裁判官矢作泰幸は，てん補のため，署名押印
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することができない。 
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（別紙３以外の別紙・別表部分は，いずれも掲載省略） 


